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各章で用いる主な記号 
 

1 章での記号及び略号の意味は以下による． 

P     ：検査計画(Plan) 
D    ：検査実施(Do) 
C    ：結果の評価(Check) 
A    ：対策実施(Action) 
NDI     ：非破壊検査(Non destructive inspection) 
FFS     : 供用適性評価(Fitness-For-Service） 
API      : 米国石油協会(American Petroleum Institute)  
ASME  : 米国機械学会(American Society of Mechanical Engineers)  
BS        : 英国工業規格(British Standard) 
EN    ：欧州規格(European Norm) 

DIN      : ドイツ工業規格(Deutsche Industrie Normen) 
JIS     : 日本工業規格（Japanese Industrial Standards) 
L       : 減肉の評価区間 
PVRC ：圧力容器研究委員会(Pressure Vessel Research Council） 
PTFE  : テフロン製ガスケット（polytetrafluoroethylene) 
TWI     : 英国溶接研究所（The Welding Institute of the United Kingdom) 

 

2 章での記号及び略号の意味は以下による． 

SH 波        ：せん断波(Shear）  

S/N 比    : 信号対雑音(ノイズ)比(signal-to-noise) 

 

3 章での記号及び略号の意味は以下による． 

EMAR   ：Electro-magnetic Acoustic Resonance 

EMAT    ：Electro-magnetic Acoustic Transducer 

PPM           : Periodic Permanent Magnet 

SH        ：Shear wave 

W         ：スリット幅 

Φ         ：円形の径 

d       ：深さ 
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4 章での記号及び略号の意味は以下による． 

X                       ：腐食深さ 

λ                    ：位置パラメータ 

α      : 尺度パラメータ 

Y        : 基準化変数 

T        : 再帰期間 

S           ：資料の大きさ 

MVLUE ：Minimum Variance Unbiased Linear order Statistics Estimator
σ            ：標準偏差 

K.S     
             : ＫＳ検定 

Ｃ        
   : 腐食率 

Ｙｙ          : 使用年 

 

５章での記号及び略号の意味は以下による． 

    CTP        : 長手、周方向ごとの最小値を投影して結んだ線図 

(Critical thickness profile) 

FFS ：供用適性評価(Fitness-for-Service) 

MAWP       : 最大許容使用圧力(Maximum Allowable Working Pressure） 

MAWP0  :きずの無い容器の最大許容使用圧力 

MAWP0f :きずの有る容器の最大許容使用圧力 

MAWP0f :きずの有る容器の最大許容使用圧力 

Mt    ：Folias ファクター，バルジングファクター 

PDC      
  

 :減肉損傷を受けた設備の塑性崩壊荷重 

PUC      
  

 :健全な設備の塑性崩壊荷重 

P0           :計算により予測される健全な容器の破壊圧力 

P0f         :計算により予測されるきずのある容器の破壊圧力 

Pf          :きずのある容器の実際の破壊圧力 

D       :容器の内径 

R       :容器の半径 
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RSF    : 残存強度係数(Remaining Strength Factor) 局部減肉をもつ胴

の崩壊圧力と局部減肉の無い胴の崩壊圧力の比 

RSFa          : 許容残存強度係数 

FCA    : 将来腐食しろ 

ｔc        : 減肉部から離れた場所での健全な肉厚板厚 

tnom     : 公称肉厚 

trd      : 減肉から離れた位置での肉厚 

t          : 板厚 

σa             : 許容応力 

σflow          : 流動応力 

σuts           : 引張強度 

σys           : 降伏応力 

 WRC    ：溶接協会広報（Welding Research Council）  

 

６章での記号及び略号の意味は以下による． 

JPI       ：石油学会（The Japan Petroleum Institute） 
ANSI    : 米国規格協会(American National Standards Institute）  

ISO     : 国際標準化機構（International Organization for Standardization） 

mc           : 限界ナット高さ 

Fs          : ねじのせん断破断荷重 

Fｂ           : ねじの破断荷重 

C１
        

  : ナット膨張の修正係数 

C2       
     

 : ボルトねじ山の曲げ修正係数 

C3        
      : ナットねじ山の曲げ修正係数 

S             : ナットの 2 面幅 

 

7 章での記号及び略号の意味は以下による． 

UBC   ：米国建築基準（Uniform Building Code） 
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第１章  緒論 
 

１.１ 緒言 

 Fig.1.1.1 は石油精製・石油化学プラントの外観を示す．Fig.1.1.2 は石油精製・石

油化学プラントの圧力設備構成を示す．国内外からタンカーやローリー等で運ばれ

てくる原料をタンクに貯蔵後，温度範囲－200℃～1200℃，圧力範囲 真空～30MPa

と幅広い範囲間で運転される圧力設備(熱交換器，加熱炉，反応塔，蒸留塔）におい

て，加熱，冷却，反応，蒸留等々の過程を経てガソリンや灯油等々の製品タンクに

貯蔵される．これらの圧力設備同士は数多くの配管を管フランジ締結体により接合

されている． 

このような巨大複合システムを維持管理（保全）していくために重要なことは，

事前に圧力設備の劣化状況を把握及び予測し，損傷や漏えいを未然防止することで

あり，これらが出来てはじめて安全・安定な運転が可能となるものである． 

そのためには，検査計画（Plan），検査実施（Do），結果の評価（Check），対策

実施（Action）の PDCA を確実に遂行することが重要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1.1.1 Appearance of Refinery and petrochemical industries 
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Fig.1.1.2 The pressure equipments constitution of refinery and petrochemical 

industries 

 

ところが，現状の日本において漏えい事故は毎年増加傾向にある．これは，維持

管理（保全）が不十分なためと推測される．維持管理が不十分な理由は以下の３

点に集約される． 

(1)構造的に破壊しないと検査出来ない部位や板厚や材質的に検査制約を受ける部

位があることに加えて，検査費用や検査期間の制約も受ける．このため，すべて

の設備に対して十分な検査を行うことができていないのが現状である．また，検

査すべき量が多すぎて全数検査出来ない部位もある．これらの問題点に対する対

応は統計手法や重要度に応じたリスク評価を行い，部分検査で対応しているのが

現状である． 

特に保温下の外面腐食検査は保温被覆があるので，検査を行うためには足場組立，

保温解体，検査，保温復旧，および足場解体というように検査前後での作業費用

が必要となり，これがかなり大きな問題となっている．又，空冷式熱交換器チュ

ーブにおいては，伝熱効率を上げるためにフィンが取付けられている．このため，

このような部位に対して通常行われる渦流探傷試験検査手法が使用できず，他の

検査手法(超音波探傷試験）を用いざるを得ないため，検査スピードが遅くなり

全数検査が定期補修工事期間内にできない．しかし，この部位から内部流体が漏

えいした場合は，即大気中に漏えいするため，火災が生じる可能性が大きくなる．

さらに，これらフィン付き炭素鋼製熱交換器チューブを全数検査する場合，本数

が多いので,時間と費用が大きくなる．これらを解消できる合理的検査技術研究

が望まれている． 
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(2)地震などの予期せぬ外荷重を受けるためである．現状の設計規格は過去の損傷事

例や研究成果に基づいて定められている場合が多く，今まで経験していない外荷

重に対しては構造上の弱点を有している． 

2005 年に発生した十勝沖地震により，やや長周期地震動によるタンクの浮き屋根

がスロッツシングにより沈没し火災が生じた(242-243) ．これは，予期せぬ外荷重と

してやや長周期地震に対する損傷防止の重要性が注目された出来事であった．損

傷の原因はタンク自体の固有周期とやや長周期地震動の卓越周期が一致し，高さ

にして数メートルにもなるスロッシング現象が生じたために浮き屋根が座屈損傷

し，その結果浮力を失ったためであった． 

 損傷した場合，被害が大きく復旧に時間がかかる設備や人身事故につながる設備

はリスクを考慮した構造強化の研究が必要であると言える． 

 

(3)圧力設備に経年劣化が生じたときの内部流体の漏えい防止評価が十分に研究さ

れていないためである．現状，圧力設備を製作する時は強度評価基準で設計され

るが、供用中の評価も製作時の強度評価基準が準用される．従って，供用時でも

設計時の基準を下回れば，更新や補修が法規等で定められている．しかし圧力設

備は経年的に必ず劣化(脆化・減肉・腐食・割れ・きず等)が生じるので、これら

を製作時の基準で評価するのは不合理であり、本来は供用中の基準で評価すべき

である． 

しかし、現状は、これら供用時の合否判断評価基準がない．また，製作時の基準

をベースに，従来，更新や補修が行われてきたので劣化した圧力設備の安全性評

価や漏えい防止評価が今まで十分に行われていない．特に配管接続部に使用され

る管フランジの場合，フランジ締結部内に腐食が発生・進展した後の締結体の漏

えい防止評価研究は行われていない．このような背景はあるが，強度評価基準で

欠陥として見なされた劣化事象も、その程度によっては継続的に供用している場

合が数多くあるのが現状である．このため事故防止の観点から、圧力設備に劣化

が生じた際の圧力設備内の各部品/各部位等の力学特性解明と供用中の漏えい防

止評価基準が必要とされている．今後圧力設備の経年劣化が益々進む中，このよ

うな漏えい防止評価などの機能性評価は急務の問題であると言える． 

本研究は，圧力設備は必ず劣化するという前提に立ち，設備管理のＰＤＣＡから

劣化状況を十分に検査確認出来ない部位に注目し，その対応検査を合理的に遂行
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できる方法を提案するとともに，圧力設備が劣化した際の圧力設備の信頼性向上

のために「漏えい防止評価」を考慮して，圧力設備の安全裕度や管フランジ締結

体の漏えい防止に関する保全指針を提案するものである． 

本章では，巨大複合システムを維持管理（保全）の中から漏えい防止に関する研

究を概括し，その成果をまとめると共に問題点を指摘する．さらに問題点を整理

し，検討すべき研究課題を列挙し，本研究の目的意義を明らかにする． 
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1.2 従来の研究の概括 

本節では，従来の圧力設備の設備管理に関する研究を概括し，その成果をまとめ

ると共に未解決の課題を挙げる． 

1.2.1 では，圧力設備の検査技術に関する研究について述べる．なお，以下の３つの

分野での研究に分類する． 

(1)検査を行う前に設備の損傷機構を十分把握しておかないと損傷を検出できない．

言い換えると，どの様な背景があっても，きずのタイプと損傷の原因の特定や将

来起こるかもしれない損傷の起こり易さと程度を推定することは石油精製および

石油化学設備では重要であることをまとめる． 

(2)設備の信頼性を確保するためには非破壊検査技術が重要であり，設備の構造，材

質，精度，検査費用，検査期間等の制約に応じて使い分ける必要があり，代表的

な非破壊検査法の概要をまとめる． 

(3)圧力設備は構造，材質，技術，コスト，期間等の制約があり，すべての設備が十

分に検査出来ている訳ではないが，近年は検査研究も進んでいるのでこれらの研

究成果についてまとめると共に，非破壊検査の問題点をまとめる． 

 

1.2.2 では，圧力設備の供用適性評価に関する研究について述べる．なお，以下の４

つの領域での研究に分類する． 

(1)供用中の圧力設備の漏えい防止に関する評価のためには，非破壊検査によって検

出されたきずがあっても，十分な安全裕度（許容応力ベースの安全率ではなく，

破壊までの安全率）があり問題なく継続使用出来るという多くの研究成果により

基に基準化された新しい考え方の「供用適性評価規格」とその規格成立の背景に

ついてまとめる．  

(2)～(3) 現在の供用適性評価規格は，初期段階と比べると各段に技術進化してきた

ので 1980 年代から現在に至る規格の変遷について主なものをまとめる． 

(4)供用適性法を採用する場合には，その信頼性，すなわち，漏えいに対しての安全

性が重要なパラメータとなるため，評価手法の技術的背景と検証結果の研究成果

についてまとめる． 

(5)供用適性評価の研究について概括し，問題点をまとめる． 
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1.2.3 では，圧力設備の数多くの配管を接合するフランジ締結体に関する研究につい

て述べる． 

(1)～(8)フランジ締結体の信頼性および漏えい事故防止を議論するには，力学特性と

密封特性を把握する必要があるので，フランジ設計法としてよく用いられる各規

格の計算法および弾性論による解析，有限要素法による解析など，1920 年代から

現在に至る研究について主なものをまとめる． 

(9)フランジ締結体の密封性能を議論する場合には，フランジ・ボルト・ガスケット

を１つの力学系として取り扱う必要があるので，ガスケットの密封性能は重要な

パラメータとなるため，現在までの研究成果についてまとめる． 

(10)フランジ締結体は多本数のボルト・ナットで締結するため，締付方法によって

はボルト軸力やそのばらつきが生じ，結果として締結体の密封性能に影響するた

め，ボルト締結に関する研究成果についてまとめる． 

(11)ガスケットの密封特性とフランジ締結体のボルト締結の力学特性と密封特性及

び締結に関する研究について概括し，問題点をまとめる． 
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１.2.1 圧力設備の検査技術に関する研究について 

(1)石油精製および石油化学設備の検査の重要性 

石油精製および石油化学設備の検査結果，見つかったきずや損傷は，当該部材が

運転サービスに入る前の環境の結果である可能性もあれば，当該サービスに入った

ことによる可能性も，その両方も有り得る．劣化の根本原因は，一つは，材料選定

や詳細設計を含む設計時の配慮が不十分だったことによる可能性もあり，二つめに

は，当該設備が通常運転時もしくは過渡的な運転環境に晒された，厳しい環境条件

との相互作用による場合もある． 

この様に供用適性評価を複雑にしている因子の一つに，材料との相互作用が多用

であることである．製油所や化学設備には多くの異なるプロセスの装置があり，そ

の各々が，腐食性を持つ多くのプロセス流体と厳しい温度/圧力条件の組み合わせを

有しているためである．しかし．この様な背景があっても，きずの形態と損傷の原

因の特定や将来起こるかもしれない損傷の起こり易さと程度を推定することはきわ

めて重要であると言える． 

一般に，石油精製および石油化学工業では，以下に述べるいくつかの形態の損傷

が発生する．本論文では，最も多く発生する損傷形態である減肉を中心に述べる． 

(a)腐食，エロージョン，もしくはその両方による全面減肉および局部減肉 

(b)表面に開口した割れ 

(c)内部割れ 

(d)微小フィッシャーまたは微小ボイドの生成 

(e)冶金的変化 

これらの一般的損傷形態のいずれも，単一もしくは複数の損傷発生，進展機構に

よって起こり，それらの損傷機構はいずれも，材料，プロセス環境および運転環境

の非常に特殊な組み合わせの下で起きる．これらを把握するために API(米国石油協

会）は API571(1)で，次のような観点からの指針を与えている． 

(f)プロセス設備に影響を与え得る損傷機構についての実践的な情報 

(g)予想される損傷の形態・範囲および時間依存性に関する情報 

(h)損傷を検出し，その範囲を測定し特徴付けるための効果的な検査情報 

 

(2)非破壊検査の概括 

 前述したように設備の健全性を把握するためには，最初にきずや損傷の有無を確
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認する非破壊検査 NDI(Non destructive inspection)が重要となる．この非破壊検査

とは，放射線，超音波，電磁気の物理現象に対する試験体の応答特性がきずにより

変化する特性を利用し，きずの有無とその存在位置，形状，および分布状態を調べ

合否判定を行う技術である． 

 JIS Z 2300(2)非破壊検査用語では，基準を超えた許容出来ない有害きずを欠陥と

定められている．ここで非破壊検査とは，いかに小さなきずを検出すれば良いとい

うのではなく，試験体への作用応力や材料特性に応じて定まる基準値以上の大きさ

を持つ欠陥を高い確率で検出できるかが大切である．したがって，非破壊検査の原

理・特長を良く理解し，試験体の材質，形状，環境条件および予想されるきずから

最も適切な非破壊検査法を選定しなければならない． 

以下に代表的な非破壊検査法の概要を述べる． 

 

(a)放射線透過試験 

 Ｘ線やγ線のような極めて波長の短い電磁波は物質を透過しやすく，その透過率

は物質の種類と厚さによって異なる．一様強度Ｉ0の放射線を厚さⅩ，線吸収係数μ

の試験体に透過させるとき，試験体を透過してきた放射線の強度Ｉは次式で与えら

れる． 

   Ｉ=Ｉ0exp(μＸ) 

 ここで，試験体内部に空洞のきずや異種物質があると，異常部と健全部では線吸

収係数μが異なるため，透過後の放射線強度に違いが生じる．この原理を用いて，

透過後の放射線強度をフイルム等にうつし，きずや欠陥などの陰影の映像として検

出する方法であり，検査対象は内部きずである． 

 

(b)超音波探傷試験(3) 

 人間が聞くことが出来る 20KHZ までの可聴音以上である 1～10MHZ の周波数で

0.1mm～数 mm 波長の音波を用いる．超音波パルスを試験体に送り込む振動子は，

適当な方向に切り出された水晶，ジルコニア－チタン酸鉛などの圧電素子を単結晶

薄板の両面に電極が付けられ，数 10～数 100V のステップ・パルスが印加される．

欠陥などの不連続部で反射してきたパルスは，この素子によって受信され，電気信

号に変換される．この様な送信または受信が出来るものを探触子と呼ぶ．波長が

0.1mm～数 mm と短いため，微小なきずからの反射が得られる．探触子と試験体の
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間には空気層があり，密度とその物質の音速を掛け合わせた音響インピーダンスと

いうパラメータが探触子，空気層および試験体で大きく異なるため，探触子で発生

させた超音波パルスを試験体に入射できない．そのため，気体より音響インピーダ

ンスが大きい液体（接触媒質と呼ばれるもので，水・油等が用いられる）を塗布し

て振動子により試験体に効率良く超音波パルスを入射させる．きずが無ければ，試

験体の端面から反射が起きるが，きずが有る場合，音響インピーダンスの違いによ

り，きずに起因した反射パルスが得られる．この反射パルスを受信し，きずを検出

する方法(4,5)であり，きずからの反射パルスの大きさ，位置により，おおよそのきず

の大きさと位置が評価可能であり，検査対象は内部きずである． 

 

(c)渦流探傷試験 

 高周波の交流電流を流したコイルを導体の試験体の表面に近づけるか，あるいは

コイル内部に試験体を置くと，電磁誘導によって試験体内部に誘導電流が発生する．

これを渦電流という．試験体内部にきずや材質の不均一部分があると，コイルによ

って発生した渦電流の大きさや分布が変化する．この渦電流の変化を試験コイルの

インピーダンス変化として捉え，きずを検出する．ただし，渦電流の分布の変化は，

試験体の導電率，透磁率，形状およびコイルと導体との距離の変化によって変わる

ため，これらの信号ときず信号とを位相情報から分離し，きず信号のみを取り出す

信号処理が併用され，検査対象は表面きずである． 

 

(d)磁気探傷試験 

 強磁性体の材料を磁化すると内部に磁束が生じる．このとき割れなどのきずが存

在すると磁気抵抗差により磁束線の乱れ生じ，その一部は試験体の外部に漏えいす

る．これを漏えい磁束という．試験体の表面に強磁性体の粉末粒子を散布すると，

この漏えい磁束部にその粒子が付着する．この集まった強磁性体粒子群による模様

を観察し，きずの存在，長さ，形状を検出できる．強磁性粒子郡の模様の幅は，き

ず幅より大きくなるので，微細なきずでも検出できる．しかし，きず深さの情報は

得られない．一方，漏えい磁束の検出に強磁性体粒子を用いる代わりに，磁界検出

センサーを利用し，きずからの漏えい磁束密度を直接電気信号に変換してきずを検

出するのが漏えい磁束探傷試験であり，検査対象は表面きずである．  
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(e)浸透探傷試験 

 液体が細い隙間や割れ目の中に素早く浸み込む毛細現象を利用する．まず，毛細

現象により，表面に開口している割れやピンホール等微細な割れや隙間や割れに液

体を浸み込ませ十分浸透する時間放置する．その後，表面に付着している液体をウ

エスで拭取る．次に現像剤を利用し微粒子の被膜を試験体の表面に作り，ぎず中の

浸透液を現像剤の微粒子の間隙に毛細管現象により吸い上げることにより，きず模

様を検出する方法であり，検査対象は表面きずである． 

(f)その他の非破壊試験 

ひずみ測定，光弾性検査等々表面から作用応力を検出する試験，表面組織を拡大目

視する試験，および材料に変形や亀裂が生じる際，材料内部に蓄えてられていた歪

エネルギーを弾性波として放出する現象を利用したアコースティックエミッション

(Acoustic Emission)試験等々もある． 

 

(3)非破壊検査の問題点 

 石油精製および石油化学設備は，年月が経てば必ず劣化するものであり，前述し

た非破壊検査を用いて検査し，供用継続出来るかの判断が定期的に行われ，劣化の

傾向監視が行われる．所が，全ての設備要素が十分に検査出来ていない問題点があ

る．その理由は 

(a)検査は出来るが，費用が高額． 

(b)検査は出来るが，検査のスピードが遅く期間内に全数検査が出来ない． 

(c)構造上の特性から，不十分な検査しか出来ない． 

(d)検査は出来るが，事前清掃を十分実施しないと，検査精度が低い，等々である．  

上記(a)の代表例として 

石油精製および石油化学設備は，設備規模にもよるが総延長は数百 Km に達する

配管で接続されている．配管肉厚は運転圧力により異なるが概ね 6～10mm 程度で，

熱放熱損出を防ぐために断熱材が施工され外面を薄い板金で保温工事が施工されて

いる．この保温配管は経年と共に板金のシール材が劣化するとこの部位から雨水が

浸入し 0.1～0.3mm/年程度の腐食率を示す外面腐食(Under Insulation Corrosion)

と呼ばれる腐食が生じる．配管肉厚より 10～20 年程度経過すると漏えいする場合

もある．しかし，健全性の検査を行うためには，簡易足場組立⇒保温解体⇒検査⇒保

温組立⇒簡易足場解体の作業を要し，高額な費用を要する．よって,検査対象が数百
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km と長いことから効率的な検査方法が要求されている． 

最近は，その広い範囲の腐食状況を把握するために広域粗探傷技術が実用化され

ているが，それぞれ一長一短があり，検査対象物に応じて使い分ける必要がある．

また，これらはほとんど外国製であり基礎的な実験データ等々ブラックボックスの

点も多く，研究はまだ十分に行われていない． 

ここで，運転中に検査するためには，内部流体の影響を受けないこと．きずの位

置が特定できることが必須条件であり，そのためには超音波の中のガイド波が有望

視されている．ガイド波とは数十 Kz 程度の低い周波数の超音波を配管に励起し，

板厚全体に渡って振動しながら管軸方向に長距離伝搬させる方法で，この方法だと，

部分的な保温解体だけで検査が可能となるが，この検査法が十分確立するための研

究は未だ十分とは言えない．この検査精度向上のための実用的な研究が望まれてい

る． 

上記(b)，(c)の代表例として 

 空冷式熱交換器チューブは肉厚が 2.77mm 程度と薄く，また本数も多く，内部流

体が漏えいすると即大気側に出るので火災の危険性が高い．このため，定期的に全

数検査をすることが望ましい．しかし当該チューブは熱伝達効率を上げるために，

チューブ外周に溝を掘ってアルミニウム製のフィンが取付けてある．このフィン溝

があるため，通常，管検査に用いられる渦流探傷試験法では，この溝を「きず」と

認識してしまうので使用出来ない．したがって，現状は水を接触媒質とした水浸式

超音波探傷試験が行われている．しかし，この方法の難点は検査スピードが遅く，

全数検査が出来ないということである．また，このような圧電素子を用いた接触型

の探触子では、接触状態によって受信波形が変化したり、検査効率が悪くなること

がある．レーザー超音波、空中超音波、電磁超音波(14)などの非接触超音波法を用い

ると、接触状態を考慮する必要もなく、効率の良い検査が可能となる．しかし、非

接触に伴う課題も多くあり，これらを解消できる非破壊検査技術の研究が必要であ

り，早急な改善が望まれている． 

 

上記(d)の代表例として 

 シェル＆チューブタイプの熱交換器チューブは肉厚が 2.11～2.77mm 程度と薄く，

また本数も多い．このタイプは内部流体がチューブから漏えいしても大気側には直

接流出しないが，運転出来なくなるので全数検査が通常実施される．ところが，チ
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ューブ材質が炭素鋼製で工業用水を冷却水として使用している場合，水質管理が不

十分だとスケールが付着し，その下でデポジット腐食が生じる．検査は水を接触媒

質とした水浸式超音波探傷試験が行われるが，精度の高い検査のためには，管内を

高圧ジェットによるスケール除去が必要となる． 

電磁超音波などの非接触超音波法を用いる方法もあるが，検査方法の選択子を広

げる意味で，抜取り検査(29,30)の研究が必要である． 
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１.2.2 圧力設備の供用適性評価に関する研究について 

(1)供用適性評価(FFS:Fitness-For-Service)規格と成立背景 

供用適性評価(Fitness-For-Service) (31)とは，欠陥や損傷を内在する供用中の圧力

設備内の各部材の機械的健全性を示すために行われる定量的なエンジニアリング評

価手法である．主に石油精製・石油化学産業の圧力容器，配管及びタンクに見られ

るきずを評価するための指針を与えるために開発され，検査にて検出されたきずが，

安全に操業を継続できるかどうかを保証するための操業 - 補修 - 交換

（run-repair-replace）の判断をするために使用することができる． 

この規格は当初 APIRP 579(32)として基準化され，API 510 (33)，API 570 (34)及び

API 653 (35)における要求を補完する意図でも作成されており，古い機器を継続して

運転する際の運転員や周辺地域の安全の保障，技術的に確実な FFS 評価手順の提供，

様々な異なる産業界の従事者でも一定の余寿命評価ができることの保証，および古

いプラントの稼働率と長期に亘る経済的な継続性を維持するための既存設備の保全

や運転の最適化をサポートする目的を有している． 

日本においては，高圧ガス保安法が平成 13 年性能規定化することにより，高圧ガ

スの製造許可又は届け出時及びその後において，常用の圧力などに対して十分な強

度を有するなど各保安規則の関連規定を満たす必要があるが，その具体的な内容に

ついては，これらの関連規定を満たす範囲で事業者において設定することが可能で

あるとしている．このような条件に対して，これまでは維持に関する明確な基準が

存在しなかったため，言いかえると，設備を維持する研究がほとんど行われていな

かったことにより．圧力設備の各部位や部品は製作にかかわる特定設備検査規則を

準用してきたが，上記 API579(32)のような供用中の圧力機器の強度を評価診断でき

る規格が世界的にも認められるようになってきた．しかし，供用中に圧力設備内の

各部位や部品が減肉しても十分な安全裕度があり問題なく継続使用できるという新

しい考え方は，残念ながら，石油精製・石油化学工業では法的に認可されていない．

この理由として，供用中における圧力設備の各部位や各部品の強度評価と管フラン

ジ締結体などの密封性能に関する研究が不十分なためと言える． 

したがって，FFS 結果の安全裕度を研究証明することは，解決すべき急務の問題

であると言える． 

FFS 基準整備の最初の活動は，1991 年に 25 社のスポンサーのもと新規プロジェ

クトMaterial Properties Council (MPC)によるJoin Industry Project (JIP) が米国
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で発足され，実験を含む破壊力学的検討を行った． 

この背景にある動機は，プラントの安全性であった．圧力容器や配管等の設備は

長期運転すれば必ず経年劣化するが，現行法規では製作時の設計規格が適用される

ために供用後に検出された欠陥が無害なものであっても，割れや必要最小肉厚未満

の欠陥は許容されない. しかし，この様な欠陥を評価して放置できれば信頼性向上

と安全確保に繋がり，かつ圧力設備の保全費も低減させられる運転が可能となる. 

このため，割れや欠陥を有する圧力設備の「欠陥評価技術」即ち，「限界まで使用す

る技術の標準化」を構築したいという企業の声が大きくなってきた．しかし，企業

独自の標準では米国各州の立法政府が法的に認めづらいこともあり，きずや損傷を

伴って圧力機器を運転する際に圧力機器の健全性が安全に維持されることの公的認

知を目的に，この欠陥評価手法を API 規格化するための技術検討が開始された．さ

らに，US OSHA 1910 PSM 法(36)を遵守していることを示すためにも，この欠陥評

価手法が必要だった． 

新しい FFS 基準の整備の出発点として，MPC JIP の委員らによる既存の各国の

FFS 基準の再調査が 1991 年に開始されたが．この再調査の結果によると，石油精

製・石油化学産業で見られる典型的なきずや損傷の多くをカバーする包括的な FFS

基準は存在しないとの結論であった．さらに，企業独自に作成された多くの FFS 手

法の存在，一企業単独で行うことの出来ないほどの複雑さ，ならびに米国の地方管

轄による承認を得ることの必要から，新しい基準に対するニーズが生じていた．し

たがって，JIP は，石油精製・石油化学産業のための包括的な FFS 基準を提供する

ことのできる FFS 技術の整備の開始を決定した．この事業の成果は，MPC FFS JIP 

Consultant’s Report (37)としてまとめられ，FFS 基準の整備を担うことになる API 

CRE FFS Task Force へと引き継がれた． 

FFS 評価はその機器が継続して供用されるかどうかを決定するためのエンジニア

リング的な解析手法である．ここでいう機器には，きずの内在，既存の設計基準に

合わない，またはもともとの設計条件よりも厳しい環境におかれていることなどが

予想される．したがって FFS 評価によって得られるものは，その機器がそのまま，

部分的改造，補修，監視または交換して運転するかどうかの判断であり，検査間隔

に関する指針も与えられるものであり，通常以下に示すような工学的なアプローチ

を必要とする． 

(a) 損傷メカニズム/材料の挙動に関する知見 
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(b) 過去ならびに将来にわたる運転や運転員とのやりとりに関する情報 

(c) 非破壊検査（きずの位置や寸法） 

(d) 材料特性（環境の影響） 

(e) 応力解析（主に有限要素解析） 

(f) データ解析（エンジニアリング信頼性モデル） 

上述のアプローチに基づき，API CRE FFS Task Group は，MPC JIP が作成した

初版の FFS 評価手順を改良及び大幅に発展させ 2000 年 1 月に供用適性評価規格

（APIRP579）が発行された.2007 年には API-ASME 規格(38)として整備され，石油

以外の機械工業分野でも FFS が使用できるようになった． 

 

(2)API 579 発行以前の評価方法 

(a)欧州 

 1980 年に世界で初めて PD6493 より亀裂の CTOD（亀裂開口変位）の運用を試み

た規格(39)が発行された．但し，塑性崩壊を考慮していない事や基本となる計算式は

経験則という保守的な内容であった．その後，この PD6493 は 11 年後の 1991 年に

弾塑性手法を取り入れた３段階のアプローチを取り入れた FAD（Failure 

Assessment Diagram：破壊機構図）手法に改訂(40)された．但し，体積欠陥（局

部減肉，ブリスター，グラインダー跡）は考慮されていなかったが，1999 年にこれ

ら体積欠陥を考慮し BS7910(41,42)として全面改訂された． 

(b)米国 

 米国では 1984 年に ASME B31G(43)が，内圧のみ作用するパイプラインの局部減

肉指針として発行された．その後同指針は 1991 年に改定されたが，BS と同様に体

積欠陥に対する配慮の欠如に加えて材料劣化も考慮されていなかった.なお，API 

579 が発行される前はパイプラインの減肉評価は下記の規格により行われていた. 

(i)圧力容器：API 510(33) 

これは，下記の長さ L の領域で測定肉厚の平均をとり，平均測定肉厚（tam）を求

め，(1.1)及び(1.2)式で強度評価を行うもの． 

   直径が 60inch 以上の場合は，直径/2 と 20inch の小さい方を L 

   直径が 60inch 未満の場合は，直径/3 と 40inch の小さい方を L 

下記の（式 1.1)及び（式 1.2)両方満足すれば合格 

 平均測定肉厚（tam）－腐食代（FAC）≧必要最小肉厚（tmin）      (1.1) 



21 
 

 測定最小肉厚（tmm）－腐食代（FAC）≧0.5＊必要最小肉厚（tmin）   (1.2) 

 

但し，孔食の場合は以下の条件が満たされる限り無視することができる.とされてい

た． 

＊孔食深さが肉厚の半分未満であること． 

＊孔食領域が任意の位置における半径 20 cm の円内で 45 cm2 を越えないこと． 

＊この円内で任意の直線上に存在する孔食の径合計が 5 cm を越えないこと． 

   

(ⅱ)配管：API 570(34) 

ASME B31G(43)，API 510(33)の手法，ASME SEC� Div2 Appendix�(44)の手法を

自由に採用して評価して良いとされていた．これらの評価ルールは長年使用された

実績を有しているが，ほとんどが経験則的なものであり，その制限を緩和できるか

否かの技術的研究は不充分であった． 

この様な背景のもと，これらの技術的背景を論理的に解明するために研究が開始さ

れた． 

 

(3)現状の減肉評価規格 

現在は下記の 8 つの欠陥評価規格があるが，それぞれ適用分野及び範囲が異なっ

ているので，これらを下記に示す． 

(a)配管 

ASME Case N488(45)  

  減肉形態：原子力用配管内面側のエロージョン・コロージョンが対象 

  材料  ：炭素鋼と低合金鋼に適用 

  作用圧力：内圧のみ対象（外圧は対象外） 

  評価部位：配管の直管のみ（エルボー，レデューサー，分岐部が対象） 

ASME Case N597(46) 

  減肉形態：原子力用配管の内外面腐食が対象 

  材料  ：炭素鋼と低合金鋼に適用 

  作用圧力：内外圧共に対象 

  評価部位：配管直管及びエルボー，レデューサー，分岐部も含む 

ASME B31G(43) 
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  減肉形態：一般産業用配管の内面側腐食が対象 

       但し，溶接近傍の腐食や機械的損傷及び製造欠陥は対象外 

  材料  ：溶接可能な炭素鋼や高強度低合金鋼が対象 

  作用圧力：内圧のみ対象 

  評価部位：ASME B31 系列配管（直管及びエルボー，レデューサー分岐部含む） 

API 570(34) 

  配管の減肉を対象として以下のような表現をしているが，具体的な手法は提示

していない．（ASME B31G や詳細な応力解析による 等） 

(b)圧力容器 

ASME Case N2243(47) 

  減肉形態：円筒胴の内外面腐食が対象 

  材料  ：鍛造機器は対象外 

  作用圧力：内圧のみ対象 

  評価部位：ASME SECⅧ Div１で製作された機器 

API 510(33) 

 圧力容器の減肉を対象とし減肉部分を平均肉厚で評価する． 

(c)配管及び圧力容器 

BS7910 Annex G(48) 

  減肉形態：内外面腐食が対象 

  材料  ：降伏強さ 550N/mm2以下で且つ降伏強度／引張強度の比が 0.9 以下

の材料が対象．尚，API GrB 配管は対象外 

  作用圧力：内圧のみ対象 

  評価部位：配管及び圧力容器（球形胴も対象） 

API 579(2000) (32) 

  減肉形態：内外面腐食が対象 

  材料  ：ASME 規格で許容している材料 

  作用圧力：内外圧共に対象 

  評価部位：配管及び圧力容器（球形胴も対象） 

 但し，配管及び圧力容器の規格内容は，API 579(32)と BS7910(41,42)の 2 つの規格

にほとんど包含されているので，この 2 つが代表的規格である．これらの規格の差

異は，API は主に石油精製・化学設備でよく見られる広範囲の損傷タイプをカバー
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するのに対して，BS の場合は，業種は限定せずに主に溶接継手及びその廻りの欠陥

を取扱っている．   

以下に比較を示す． 

(i)API579はASMEコードを使用して作られており，評価結果はASMEの安全率と一

致している．尚，他の設計規格を使用した機器にも適用できるが，評価手順の適切

な解釈が必要になる． 

(ⅱ)BS7910は，特定の産業界，デザインコード，材料によらず，全ての金属構造物  

  に適用できる． 

(ⅲ)API579は石油精製，石油化学に多く見られる色々な減肉を広くカバーしている． 

(ⅳ)BS7910は主に溶接部の疲労及び欠陥評価を扱い，付属書として目違い，複合荷 

    重，残留応力の影響，破壊前リークのような応用例をカバーしている． 

(ⅴ)API579は現場のインスペクタ－やプラントエンジニアが最小の検査情報で使用 

   できるよう設計されている． 

(ⅵ)BS7910は破壊力学の技術的な専門性が要求され，破壊パラメータの計算とデー 

    タが必要である． 

(ⅶ)API579は米国をベースに構成された組織でサポートされる． 

(ⅷ)BS7910は英国で開発され，TWIが主に研究，訓練，ソフトウエア化をサポート 

    している． 

 

(4)FFS 評価手法の技術的背景と検証 

   API579(32)における各種の式及び数値は基本的に ASME B31G(43)をベースとして

実験で確認されているが，定性的には「き裂や減肉は廻りの残存面積で補償される」

という基本的な考え方，定量的には SIMS(49)の式によっている． 

  即ち，実際に減肉した位置，方向，深さ，長(CTP：critical Thickness profile と

呼ばれる )を求め，必要最小肉厚又は残存強度係 (RSF：Remaining Strength 

Factor)(50)と比較して合否判定を行い，3 段階の評価レベルで評価される． 

API 579 では，それぞれのきずや損傷タイプに対して，その保守性，評価に必要な

情報量，評価を実施する使用者の技量，ならびに評価の複雑さの間でバランスがと

れるようにしてある．レベル 1 はもっとも保守的だが，最も簡便な評価である．評

価レベル 1 で許容できる結果を示さなかったり，その決断のための明確な根拠が得

られなかったりした場合に，評価手法に制限されない限りレベル 1 からレベル 3 へ
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順を追って評価を進める方式を採用している．(51) 

(a)レベル 1：最も安全側で保守的評価 

 このレベルで示されている評価手法は，限られた量の検査や部材に関す

る情報を基に，保守的なスクリーニングを行うためのものである． 

レベル 1 評価はプラント検査員またはエンジニアのいずれによっても

実施することができる． 

(b)レべル 2：より精度のある詳細解析 

    このレベルによる評価は，レベル 1 よりもより保守性を制限した，より

詳細な評価を行うためのものである．レベル 2 では，レベル 1 と同様の

検査情報が要求される．しかし，さらに詳細な計算が行われる．レベル

2 評価は通常プラントエンジニアまたは FFS 評価の経験豊富で高い見

識のある専門家によって行われる． 

(c)レベル 3：有限要素法による詳細解析(52,53) 

    このレベルによる評価は，レベル 2 よりもさらに保守性を制限した結果

に基づく，最も詳細な評価結果を得るためのものである．レベル 3 評価

では，最も詳細な検査ならびに部材の情報が通常求められ，推奨される

解析は有限要素解析などの数値解析手法である．レベル 3 評価はもとも

と FFS 評価の実施について経験豊富で見識の高い専門家による使用を

目的としている． 

このように API 579 で用いている評価レベルの定義は，そのほかの基準で使用され

ているものとは大きく異なっている． 

 

(5) 残存強度係数の検証 

ここで,残存強度係数 (RSF: Remaining Strength Factor)は,減肉評価のみならず

孔食評価や変形評価でも使われている概念で以下の形で定義されている． 

 RSF = LDC/LUC   (1.3) 

  LDC : 損傷を受けた部材の極限荷重もしくは塑性崩壊荷重  

  LUC :  損傷を受けていない部材の極限荷重もしくは塑性崩壊荷重 

つまり，「当該部材に損傷が生じたことで，損傷前に比べて耐荷重性能がどれだけ

低下したか」を表す数値がRSFである．このRSFが各指針の定める一定の許容値

(RSFa)を下回った場合に，許容不可の評価が下ることになる． 
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 減肉評価におけるRSFの計算は，「減肉部の残存断面積が元の部材断面積に比べて

どれだけ減少しているか」を，比の形で求めることが基本となる．減肉が広範囲に

渡って比較的均一である「全面減肉」の評価では，減肉領域の残存肉厚の平均値を

使った「平均減肉法:the thickness averaging method」が採用されている．この平

均減肉法の考え方は，「部分的に減肉が設計時の必要最小肉厚(tmin)を割っている場

合でも，一定の評価区間 Lを設定し，その区間内での肉厚の平均値がtminを上回っ

ていれば，全体の構造健全性に問題はないと考える．Fig.1.2.1は平均減肉法のイメ

ージを示す． 

 この考え方は，API579成立前の複数の規格で評価法として採用されており，現在

まで使用されてきた実績がある．しかしその評価式は経験則ベースであり，現行の

適用制限を拡張するために必要となる技術的基盤(54)はない. 

 この評価区間Lの設定方法について概説する． 

まずAPI510では，評価区間Lを次のように設定し，この区間内の肉厚の平均を取っ

て，これを測定最小肉厚とする(tmm=tam)ことが記載されている． 

 L=min[D/2，20(inch)]：D≦60inchの場合 

  =min[D/3，30(inch)]：D>60inchの場合             (1.4) 

ここでDは圧力容器の外径 

一方，タンクのAPI653では，Lを次のように定義されている． 

L=min[ 3.7 Dt2 ， 40(inch)]                   (1.5) 

ここでDはタンクの内径，t2は測定された最小肉厚値(=tmm)  

API579におけるLの定義は次のとおりであり，API653の(式1.5)に近い形であること

が判る． 

L  Q Dtmin                          (1.6) 

ここでtminは設計時の必要最小肉厚．Qは許容残存強度係数RSFaと残存板厚比Rtか

ら定められる係数      

 上記(1.6)の係数QはRSFaとRt=(tmm-FCA)/tminの関数なので，(1.6)で得られるLは，

「タンクのAPI653の規定をtmmからtminベースに置き換え，複数のtmmとRSFaに対応

するために係数Qを別表の形で用意したもの」と考えることができる． 

 このように，API 579における全面減肉評価は，基本的にタンクのAPI653をベー

スにAPI579の適用範囲である機器や配管でも利用可能なように修正を加えたもの
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と考えることができる． 

 一方，局部的に減肉の大きい箇所がある「局部減肉」の評価においては，より詳

細な断面積計算に加えて，記号Mtで表されるFolias (Bulging) Factorを同時に計算

し，部材形状と減肉形状に依存する補正を行う「有効面積法」が採用されている．

全面減肉評価における「平均減肉法」は，見方を変えると「減肉領域を，長さL × 深

さ“tnom-tam” の矩形にモデル化して評価」していることになる． 

この減肉領域のモデル化をより精確な形で行うため，「半楕円形状」などでモデル化

する試みが古くから行われてきた． Fig.1.2.2は半楕円形状のモデルを示す． 

「有効面積法(the effective area method)」と呼ばれるこの手法はそもそも，き裂状

きずを破壊力学的手法で評価するために1960年代に考案されたもので，その応用と

して腐食などによる減肉領域へ適用されるようになった経緯がある．Fig.1.2.3は円

筒胴における減肉を半楕円形状へしたモデル化を示している．この様に減肉深さを

長手方向に投影したCTP (Critical Thickness Profile)を設定し，これを半楕円状に

モデル化する． 有効面積法では，このときの部材の崩壊応力σfailを次のように定義

する． 

  σfail = σflow Ms                (1.7) 

  Ms 
 fail

 flow


1

A

A0











1
1

Mt











A

A0





























     (1.8) 

  σflow：材料の流動応力 

  A：減肉部の断面積 

  A0：減肉前(オリジナル)の断面積 

  Mt：Folias (Bulging) Factor (貫通きずにおける) 

 

 ここで出てくる係数Mtは，Bulging(膨れ) Factor，もしくはこの分野で著名な研究

者の名前を取ってFolias Factor(55,56)，または「表面補正係数」(Surface correction 

factor)と呼ばれる． 

 例えば円筒部材の長手方向に長い貫通き裂がある場合，部材に内圧による周方向

応力が加わると，き裂の存在によって局部的な剛性が低下し膨れ変形を起こすが，

これに対応してき裂の無いときには存在しなかった二次的なモーメントが新たに発

生する．このように，湾曲した部材の表面にき裂が存在することで発生する膨れ変
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形の影響を数値化したものが，Folias (Bulging) Factorと呼ばれる係数である．

Fig.1.2.4はFolias (Bulging) Factorのイメージを示す 

Folias Factor は部材の形状とき裂長さの関数であり，き裂モデルが決まれば形状

係数として扱うことができる．1960 年代から現在まで，Folias Factor を得るため

のさまざまな式が提案されてきた．最終的な結論はまだ得られていないが，API 579
の Appendix D D2.3 項に詳しい． 

 この Folias Factor は，レベル 1 評価の式は ASME B31G と同じもの，レベル 2

評価の式は 1960 年代に Folias が最初に提案したものである． 

レベル１評価用： Mt  1 0.482         (1.9) 

レベル２評価用（円筒胴の場合）：

 Mt 
1.02 0.4411()2  0.0006124()4

1.0 0.02642()2 1.533(10)6()4









       (1.10) 

式(1.9)，（1.10)ともに，  1.285
s

Dt
：λをシェルパラメータと呼ぶ． 

ここに s は減肉領域の長さ，D は部材の径，t は部材肉厚． 

 

 なお，式(1.8)の Msは，元来が貫通き裂用である Folias Factor を非貫通きず（減

肉含む）に適用するための修正係数である．式(1.8)の形は実験的に得られたもので，

同じものが米国の原子力向け維持規格である ASME B&PV Code Section XI(57)でも

用いられている 

 この Ms は，式(1.7)を変形した式(1.8)の中間項から推察されるように，減肉評価

で重要な意味を持つ残存強度係数 RSF と等価である．API579 の局部減肉評価のレ

ベル１評価では，式(1.8)を肉厚ベースで表した式が RSF であり，レベル 2 評価では

式(1.8)自体が計算各区間における RSFiの定義式となっている． 

 局部減肉評価に有効面積法を使った初期の代表的規格が，ASME の配管評価規格

B31G(1984 年初版)である．1960 年代から 70 年代にかけて実施された破壊試験結

果をベースに開発されたこの規格は一連の局部減肉評価の出発点になっている． 

 この ASME B31G では，長さ L，深さ d の減肉領域を半楕円にモデル化し，この

ときの減肉領域の断面積を A=2/3Ld とみなす． 

式(1.8)より，Ms=RSF は次のように計算される． 
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RSF  Ms 

1
2

3








d

t











1
2

3








d

t









1

Mt































                        (1.11) 

 ASME B31G の評価法は，簡便さに主眼を置いて開発されたために，やがてその

結果の保守性を指摘されるようになり，改良の提案がなされるようになる．API579

は，Sims らの提案(1991 年)(49)をレベル１評価のベースに，また，コンピュータプ

ログラム RSTRENG(1989 年)の計算手順(44)をレベル 2 評価のベースに，それぞれ

採用している． 

 Sims の式は，ASME B31G における半楕円モデルを元の矩形モデルに戻した点

と，Rt=(tmm-FCA)/tminの形で以下のように表現している点を除くと，B31G の内容

とほぼ同じ形をしている． 

RSF  Ms 
Rt

1 1 Rt  1

Mt





























                        (1.12) 

Mt  1 0.8
s

Dt

2







 

 Sims の式の特長は，式(1.10)が適用できる減肉幅 wsmについて次のような制限を

設け，この式(1.11)を満たさない「狭い溝」については，Folias Factor = Mtを次の

式(1.12)のものに置き換えるよう提案していることである． 

 wsm > 6(tmin-tmm) (wsm：減肉(溝)の幅)                (1.13) 

Mt  1 2.5
s

Dt

2







                         (1.14) 

 API 579 は，この Sims の「狭い溝」の式(1.14)は採用されなかった．  

 一方，レベル２評価で採用されたのは，ASME B31G の考え方を発展させ，さら

に，繰り返し計算に強いコンピュータ用にプログラム化した，RSTRENG ソフトウ

ェアの計算手順である． 

 この手法をひとことで表すと，次のようになる． 

「減肉領域を矩形や半楕円にモデル化するのをやめ，断面形状を細部に区切って各
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部の断面積を（数値積分法により）逐一計算して，式(1.8)から区間ごとの RSF(RSFi

とする)を都度計算し，その中で最小の RSFi を全体の RSF とする」 

 繰り返し計算を行うことと，個々の評価式の複雑さから，何らかの計算ソフトの

利用がほぼ必須となるレベル 2 評価であるが，式(1.7)，（1.8)に代表される有効面積

法の考え方の観点からは，レベル１など他の評価法よりも明らかに高い精度の RSF

が期待できることが分かる (58-62)． 

 なお，先に述べた Folias Factor の前提（円筒胴などの軸方向に長いき裂の存在）

から分かるように，局部減肉評価に関する式は，すべて長手方向減肉(作用応力とし

ては周方向応力)を対象とするものであり，採用経緯は Osage の WRC 文献(61)に概

要が述べられている．レベル１評価では長手方向減肉評価の場合とよく似た評価線

図(FAD)を使って評価することになるが，この線図はレベル 2 評価の式をレベル 1

相当の評価条件で計算して得たものであり，そのレベル 2 の評価式はここまで紹介

した RSF ベースの評価法とは異なる手法を用いているので，本章では説明を割愛す

る． 

FFS 評価手法の技術的背景と実際の使用による検証は現在一連の WRC 

bulletins(62-65)から刊行され，以下のような項目を網羅している． 

(ⅰ)亀裂状傷に関する既存の FFS 許容限界の再調査 

(ⅱ)圧力機器におけるエロージョン/コロージョン，孔食，ブリスター，シェルの

変形，溶接継手のずれ，バルジならびにへこみの評価に対する手法 

(ⅲ)表面ならびに埋没した亀裂に対する新しい応力拡大係数による手法 

(ⅳ)局部減肉に対する FFS 評価手法の概要と検証 

(ⅴ)孔食に対する FFS 評価手法の概要と検証 

(ⅵ)溶接継手のずれとシェルの変形に対する FFS 評価手法の概要 

(ⅶ)亀裂状きずに対する FFS 評価手法の概要と検証 

(ⅷ)クリープ損傷に対する FFS 評価手法の概要と検証 

 

(5)まとめ 

 供用適性(FFS)評価は，きずもしくは損傷を内在する供用中部材の構造健全性を確

認するために用いられる定量的かつ工学的評価法である．API 579 は石油精製およ

び石油化学分野において，設備の FFS 評価を行うための指針を与えるものとして策

定され，発行以後，石油精製および石油化学分野における FFS 評価の国際的デファ
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クト・スタンダードとなった．この評価手法は，検査で特定されたきずが内在する

圧力設備を安全に継続使用可能できるかを確認するための，「(継続)使用-補修-交換」

の決断(run-repair-replace decisions)に用いることができる． 

FFS は，経年設備の使用可能寿命を延長することができ，場合によっては新設圧

力設備にきず，または損傷を有する際に，補修なしで運転に入ることを認めること

もできる強力な技術である．多くの場合，かなりのコストセーブを実現することが

できる．これは，FFS を用いれば，オーナー/ユーザーは次の計画シャットダウンま

での間，安全面での評判を落とすような妥協なしに技術検討時間が得られる．そし

てその結果，計画外の運転停止時間を最小化させて設備を運転することができるか

らであり，多くのケースで補修または更新を避けることができる． 

このため，FFS を採用する際，きず，または損傷を受けても強度と密封性能を確

保できるかの判断を行うために安全裕度を把握することは重要な研究課題である． 

                                          

 

Fig.1 平均減肉法の適用イメージ例 

減肉領域 

L x (tnom-tmm) 

 

Fig.1.2.1 Image of thickness-averaging method 
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Fig.1.2.2  Semi-elliptical LTA modeling in effective-area method(37) 

 

 

 

Fig.1.2.3  Projection and modeling of LTA in Cylindrical component 

周方向へ 

投影 

長手方向へ 

投影 

半楕円形状 

へのモデル化 
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Fig.1.2.4  Bulging Factor 
 

L 

L

t

t 
P 

 
P P 

(貫通き裂無し) (貫通き裂有り) 

円筒胴など湾曲を持つ部材の表面に

入った長い軸方向貫通き裂が元来の

対象． 

(非貫通きずには修正係数で対応) 

内圧(P)が作用する場合に，きずが

なければ発生しない二次的なモー

メントが発生 

表面近傍の“膨れ”のイメージ 
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1.2.3 フランジ締結体に関する研究について 

本節では，従来のフランジ締結体に関する研究を概括し，その成果をまとめると

共に未解決の問題を挙げる． 

本論文の内容とは直接には関係しないが，巨大システムの安全運転のためには，こ

のようなフランジ締結体の信頼性および強度保障は重要な問題である．例えば，管

フランジ締結体を構成するボルト･ナット，特にナットが腐食する事例が見られるが，

ナットの腐食により締結体強度および密封性に影響を及ぼすことが推測される。こ

のため将来の更なる研究の深化のため，この分野の研究を概括しておくことにする． 

(1)～(8)では，フランジ締結体の力学特性と密封特性に関する研究について述べる．

従来のフランジ設計法としてよく用いられる各規格の計算法および弾性論による解

析，有限要素法による解析など，1920 年代から現在に至る研究について主なものを

まとめる． 

(9)では，ガスケットの密封特性に関する研究について述べる．単体の密封特性は

本研究の対象とはしないが，フランジ締結体の密封性能を議論する場合には，フラ

ンジ・ボルト・ガスケットを１つの力学系として取り扱う必要があり，ガスケット

の密封性能は重要なパラメーターとなるため，現在までの研究成果についてまとめ

る． 

(10)では，フランジ締結体のボルト締結に関する研究について述べる．フランジ

締結体は多本数のボルトで締結するため，締付方法によってボルト軸力やそのばら

つきに違いが生じ，結果として密封性能に影響するため，ボルト締結に関する研究

成果についてまとめる． 

(11)では，ガスケットの密封特性とフランジ締結体のボルト締結の力学特性と密

封特性及び締結に関する研究について概括し，問題点を述べる． 

 

Table 1.2.1 はフランジ締結体に関する研究分野と主な研究の一覧を示す． 
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Table 1.2.1 フランジ締結体に関する研究分野と主な研究一覧 

研 究 分 野              主 な 研 究 

フランジ応力解析         Waters(90-94)，林(95),西岡(96,97) 

                森田(98,99)，Timoshenko(102),尾田(108)  

フランジ塑性解析        Schwaigerer(103)，Lake(104)  

管フランジ締結体の剛性計算   Wesstrom(100),河村(112-115)，大山（119），Bouzid(120-122) 

弾性論によるボルト締結体の解析 吉本（124），沢（127-129，157），諸星（130） 

弾性論による管フランジ締結体の 沢(131-133，135，158，161)，Sawa(134),諸星(159)，Kumano(162) 

解析              勝尾(163) 

フランジ締結体の有限要素解析  沢(135，142)，福岡（136-138），高木（139,200），Shoji(140), 

                Nagata(141),Sawa(143),Bouzid(144),Takaki(145),松本(160) 

                佐藤(170)，福岡(198-199) 

曲げモーメントを受ける     Rodabaugh(149),Bouzid(150)，Marchand(151),Bibel(152)， 

管フランジ締結体         Birembaut(153),安藤(154)，Koves(155),Dekker(156),沢(158)， 

                諸星(159)，松本(160) 

熱荷重を受ける管フランジ締結体 沢(161)，Kumano(162),勝尾(163)，Maile(164),Brown(165), 

                     Nechache(166)           

フランジ締結体の密封特性       沢(135,142)，Sawa(143),Bouzid(144),Takaki(145), 

Rodabaugh(149),Bouzid(150),Marchand(151),Bibel(152), 

                                Birembaut(153),安藤(154)，Koves(155),松本(160) 

漏えいを考慮したフランジ締結体 Crowly(183),Payne(187),大山(186)，山中(193)，辻(207) 

設計法 

RTJ フランジ締結体        Eichenberg(167),森下(168，169)，佐藤(170)  

 

ガスケットの密封特性       Rosseheim(172),西田(173,184),Raut(174-175), 

                                Derenne(176,177,181),Birembaut(178)，Nau(179), 

                 Marchand(180),Asahina(182),Kobayashi(189-191), 

ガスケットのクリープ挙動     Kobayashi(194),Bouzid(195) 

ボルト締付け           Bibel(197),福岡(198-199)，高木(200)，萩原(203)，亀畑(204) 
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(1)ASME フランジ計算規格の成立 

ASME規格(86)のフランジ計算に採用されているのはWatersら(90-94)の解析方法で

ある．フランジ単体の応力解析に関する研究であり，1937 年に発表された論文(94)

が出典とされている．1800 年代後半，ボイラの高圧化に伴ってフランジの応力解析

が始められたが，当時のフランジはラップジョイントやねじ込み式あるいは大きな

ハブを有する鋳鋼製であり，もっぱらフランジリングの曲げによって生じる周方向

応力に注目したものあった．1900 年代に入り，プラント設備の高温高圧化が進み，

一体形の鍛造フランジが使用されるようになると，その応力計算にはパイプ・ハブ・

フランジリングの相互作用を考慮する必要性が生じた．Waters ら(90-94)の解析はこれ

に応えるものであり，現在の ASME 規格(86)にもほぼそのままの形で採用されてい

る．この解析は，パイプを半無限円筒，ハブをテーパ付きる有限円筒，リングを中

央に円孔を有する円板としてモデル化して各部材の接続条件を満足する解を最小ひ

ずみエネルギー原理により解いている．ただし，Waters ら(90-94)の解析ではボルト締

付力によるモーメントで生じる応力と内圧で生じる応力を重ね合わせて応力を算出

しているが，ASME 規格計算(86)では簡単のため内圧による応力を無視している．解

析の詳細は文献(107)に詳しい．この手法は現在の EN(87)や JIS(88,89)にも採用されてい

る．ASME 規格のフランジ応力計算(86)について，光弾性実験(95)や有限要素解析(96-99)

による検証などによって，妥当であるとする見解が一般的ではあるが，実務者の間

には規格計算式は応力を過大評価しているのではないかということも挙がっている．

また，Waters ら(90-94)の解析は，ボルト荷重やガスケット荷重が条件として与えられ

た場合の解析であり，フランジ・ボルト・ガスケットを一体の締結体として不静定

問題を解いている訳ではないため，1951 年 Wesstrom ら(100)は Waters らの解析か

ら算定されるフランジの曲げ剛性を用いてボルト荷重あるいは内圧推力と変形量と

の関係式を導き，線形ばねとしてモデル化したガスケット，ボルトの力と変形量の

式と連立させて，ボルト初期締付状態から内圧作用状態までのボルト荷重およびガ

スケット荷重と各部の変形量の関係を明らかにした．また，この関係を図示し，フ

ランジ締結体の力学特性と設計上使用可能な条件を示した．この研究は，それまで

フランジ単体を対象とした解析に留まっていた解析を，締結体として解析した点で

非常に優れた研究であったが，ASME 設計規格に採用されることはなかった．しか

し，変形による漏えいが問題となる大口径フランジを使用する熱交換器の設計(101)

ではよく利用されてきた． 
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(2)その他のフランジ解析法 

この他にも 1950 年代には数多くのフランジの応力解析に関する研究が報告され

ている．Timoshenko(102)は，ハブの無い一体型フランジに対して，シェル(殻)とプ

レート（円板）の理論を適用した解析を示している．米国ではフランジを弾性体と

した解析が発展したが，欧州ではフランジの弾塑性挙動まで考慮し，より限界設計

を行う研究(103，104)が発展した．Schwaigerer(103)はハブ内のある断面で塑性関節が生

じると仮定し，これを設計の限界とした．力とモーメントの釣り合いおよびその断

面での変位の連続条件から限界荷重に対する必要断面係数を求めた． 

その後塑性関節が，フランジリングとハブの接続部に生じ，せん断力を無視する

などの仮定を導入し，西独規格 DIN2505(105)に採用された．Lake(104)らも弾性解析

による応力をフランジ設計に用いることに疑問を唱えた．ハブ表面の一部が降伏し

ても直ちに継手として機能を喪失する訳ではないため，弾塑性状態を考慮した Load 

Capacity を設計の基準とした．計算はハブの無い差込みフランジを対象としている．

この考え方は英国規格 BS1500(106)に採用されたが，この規格は既に廃止されている． 

フランジ締結体の研究全般の歴史的変遷に関しては，文献(107)に詳しい．なお，西

独規格 DIN2505(105)には上記のフランジ強度評価に加えて，フランジ締結体の密封

性能に対する要求も規定されている．ボルト荷重および内圧推力とガスケットの変

形量の関係図を作成することが義務付けられており，これにより運転時のボルト荷

重やガスケット荷重が求められる．また，温度変化やクリープに対する考慮もなさ

れている． 

このように 1950 年代の提案されたフランジ締結体に関する種々の解析方法が，

それぞれ各国の設計規格に採用され，実用されてきた．しかし現状のフランジ設計

の主流は Waters ら(90-94)の解析に基づく ASME 規格(86)となっている．強度的最適形

状設計に関する研究(108)もあるが，長い間 ASME 規格そのものがほとんど変わって

いないため，設計実務者の中には，この ASME のフランジ設計法が，既に確立され

た技術であり，この設計法に則っていれば十分安全な設計が出来ると考えられてき

た．しかし，フランジ締結体の密封性能評価に際しては，幾つかの問題点が発生し

ている． 
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(3)管フランジ締結体の剛性計算 

日本では，いわゆる JIS フランジ（110,111）（現在の JIS B 2220(212)）の寸法体化系

に用いた ASME 規格(86)とは異なった応力解析による設計法（109）があったが，設計

規格としては採用されず ASME 規格（86）をそのまま採用する形で現在の JIS 規格

（88,89）となっている．しかし，鋼製のフランジでは十分な実績のあった ASME 規格

（86）の設計法も，縦弾性係数が小さい非金属製のフランジ設計への適用は疑問視さ

れた．鋼製のフランジと同様の設計を行うとフランジローテーションが大きくなり，

密封性能が確保出来なくなる懸念がある．1980 年代に進められたアルミニウム合金

製フランジの JIS 規格化に際して，河村（112－115）はフランジ締結体の使用状態にお

ける変形および荷重条件の理論的考察の必要を述べ，フランジ，・ガスケット・ボル

トを含めた締結体の変形解析を行い，使用状態における荷重条件を決定する設計方

法を確立させた． 

解析の特徴は，フランジをパイプ・ハブ・フランジリングの 3 つの部分に分けて

シェル（殻）とプレート（円板）の理論によりモデル化し，ばねとしてモデル化し

たボルトとガスケットを組み込んで，各部品の接合部における変位と回転角の一致

を条件に変形を解く点である．リング部は断面変形を無視し，回転変形のみを考慮

した円孔円板，ハブ部はハブの平均肉厚を持った有限円筒殻，パイプ部は半無限円

筒殻として扱う，ガスケットの扱いにも特徴がある．うず巻きガスケットやジョイ

ントシートガスケットなどソフトガスケットの圧縮復元特製は非線形負荷履歴依存

性を示すが，圧縮曲線と復元曲線をそれぞれ線形近似した圧縮復元特性を用いて，

ボルト初期締付時は圧縮時縦弾性係数，内圧作用時には復元時縦弾性係数を解析に

用いる．これは，それまでの研究に無い画期的な試みであった．さらにリングの回

転角とガスケットの圧縮量からガスケットの接触幅とガスケット圧縮力の作用点を

収束計算で求めることができ，また，フランジローテーションによりボルト軸力の

作用点がボルト中心位置からナット座面端部へ移動するナットの片当たりも計算で

きるなどの特長もある． 

この研究成果に基づき，アルミニウム合金製フランジに関する 3 つの JIS 規格

(116-118)が成立した．なお，最近になって，ガスケット接触幅や復元量の定義に関す

る矛盾が大山ら(119)により指摘され，修正が提案されている．河村の研究（112－115）か

ら約 10 年のち，Bouzid ら(120－122)はガスケットの非線形圧縮復元特性や内圧による

周方向の変形も考慮した精緻なフランジ締結体の変形解析法を提案し，内圧作用時
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のガスケット接触面圧分布と接触幅を解析的に求めた．パイプは半無限円筒，ハブ

は台形断面を持つ有限円筒，フランジリングは円孔円板としてシェル（殻）とプレ

ート（円板）の理論によりモデル化し，ガスケットばねとボルトばねを組合せてボ

ルト荷重および内圧によるフランジ締結体の変形を解いている．そして解析的に内

圧作用時のガスケット接触面圧分布と接触幅を求めた．この頃になると漏えいに対

する規制から，漏えい量基準のフランジ締結体設計法の確立が急務と認識され始め

た．後述する米国圧力容器研究会議(Pressure Vessel Research Council ;PVRC)の研

究成果(123)から，ガスケットの漏えい量がガスケット応力で整理できることが実験な

どから明らかにされており，使用状態におけるフランジ締結体からの漏えい量を確

定するための基礎研究として重要な意味を持つ． 

 

(4)弾性論によるフランジ締結体の解析 

以上で述べてきた解析は，フランジの強度設計の目的から始まった，フランジの

応力あるいは変形に主眼をおいて発展してきたもので，ガスケット・ボルトを含め

た締結体としての力学挙動を捉えて，密封性能評価と結び付くところまで発展して

きた．多くはシェルとプレートの理論に基づいた解析によっている． 

この弾性論によるフランジ締結体の挙動解析の基礎となる，ボルト締結体の挙動

解析を扱った研究は 1970 年代に報告されている．吉本ら(124)は，中空円筒を一本の

ボルトで締結した締結体に軸方向外力が作用する場合の挙動を弾性論に基づき解析

した．ボルト軸力と，理論解析から得られるナット座面の変位を用いてボルト・ナ

ット系の引張ばね定数と被締結体の圧縮ばね定数を求めると共に，新たに被締結体

の引張ばね定数を定義した．これらのばね定数を用いて作用外力に対するボルト軸

力増分の比を示す内力係数の計算式を定義し，この式の妥当性を実験で実証した．

この式は，従来の内力係数に修正係数を乗じた形になっており，その係数は被締結

体の引張ばね定数と圧縮ばね定数の比で与えられる．これによって Junker(125)の提

案する実験結果に基づく修正係数の理論的根拠が与えられた．この修正係数は外力

の作用点とボルト軸力の作用点の偏心の影響を表すものであり，被締結体における

外力によるナット座面の変位とナット座面に外力と同じ大きさの力を与えた場合に

生じるナット座面の変位の比，即ち，外力の寄与率を意味するものと考えられる．

また，従来の Thum(126)の締結線図に被締結体の圧縮ばね定数を意味する線を追加し，

外力に対するボルト軸力増分を正しく図示する方法を示した．この研究で示された
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修正係数の考え方はフランジ締結体の内力係数を定義する上で非常に有効な示唆を

与えており，重要な研究成果の１つとして挙げられる． 

また，沢ら（127,128）は，ボルト頭部およびナットの変形やねじ込みボルトの変形を

厳密に解析し，ボルトのばね定数を算定する際の指針を示した．さらに，沢ら(129)

は，金属平板ガスケットを 2 枚の中空円筒ではさみ，一本のボルトで締結した締結

体に軸方向外力が作用する場合の挙動を弾性論に基づき解析した．解析は中空円筒

とガスケットの接触を弾性接触問題として扱い，ガスケットの接触応力分布を計算

した．また，解析で得た締結体の変形から文献(124)と同様の考え方で各ばね定数を算

出して内力係数の計算式を定義し，実験によって解析および内力係数の定義の妥当

性を検証した． 

この研究で採られた解析のアプロ－チはガスケット付きフランジ締結体の理論解

析の基礎となっており，上述の研究と並んで重要な研究成果である．諸星ら(130)は，

文献(129)の研究に対してボルトを多数本とした場合の解析および実験を行い，ボルト

の配置とガスケット応力分布などを検討した． 

以上で述べたボルト締結体の研究成果を元に，弾性論に基づくフランジ締結体の

解析に関する研究が 1980 年頃から報告されている．沢ら(131)は，文献(124，129)の解析

方法を拡張し，フランジ締結体の挙動解析を行った．全面座と平面座それぞれの場

合について三次元軸対称弾性論による理論解析と実験による検証を行い，接触面の

分離開始荷重などを求めている．ボルト締付け位置が内圧推力や外力の作用位置よ

り外側にあるために生じるボルトの曲げの影響も考慮している．フランジ締結体の

挙動を厳密に解析した先駆的研究として重要な意味を持つ．また，解析から得たナ

ット座面の変位を用いて被締結体の引張ばね定数および圧縮ばね定数を算出し，ボ

ルト・ナット系のばね定数と組み合わせてフランジ締結体の内力係数の計算式を提

案した．沢ら(132)は，前述の研究(131)をさらにフランジとガスケットの弾性接触問題

として拡張し，金属平形ガスケットを挟んだ全面座フランジ締結体の初期締付時お

よび内圧作用時の挙動を三次元軸対称弾性論により解析した．理論解析によってガ

スケット厚さ，ガスケット縦弾性係数，および，ボルト円直径がガスケット接触応

力分布に与える影響を検討し，さらに，フランジ締結体の内力係数の計算式を提案

し，実験により理論解析の妥当性を検証した． 

沢ら(133,134)は，上述の研究(132)を平面座フランジに拡張し，さらに金属ガスケット

の扱いをうず巻きガスケットに拡張した．うず巻きガスケットの場合，その圧縮復
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元特性に非線形負荷履歴依存性を示すため，厳密な理論解析は困難であるが，圧縮

曲線と復元曲線をそれぞれ線形近似して扱い，初期締付時には圧縮縦弾性係数を内

圧作用時は復元縦弾性係数を用いることで解析的に取り扱い，うず巻きガスケット

を考慮したフランジ締結体の内力係数の計算式を提案した．これによって，弾性論

によるガスケット付きフランジ締結体の解析は確立を見たと言える． 

 

(5)管フランジ締結体の有限要素解析 

2000 年前後には有限要素法によるフランジ締結体の非線形解析法も開発された．

福岡ら(136-138)はフランジ・ボルト・ナットを三体接触問題として解析可能な独自の

解析コードを開発した．ただし，ガスケットは金属平形ガスケットを想定した弾性

体としてモデル化された．高木ら(139)は，これをより汎用的なソフトガスケットが示

す非線形荷重負荷履歴依存の圧縮復元特性を考慮できるように拡張した．また，実

験で得たガスケット圧縮復元特性の離散データを，有限要素解析で扱うのに適した

近似式としてパラメータ化する手法を示した．一方，当時市販の汎用コードではガ

スケットの非線形性を扱える材料モデルは一般的でなかったため，正司ら（140）は汎

用コードで一般的に利用できるギャップ要素を用いてガスケットの圧縮時と復元時

の挙動をそれぞれ線形近似し，ガスケットの非線形性を表現する方法を提案した．

この解析は，ガスケットの圧縮時と復元時の弾性率の違いを考慮しなければ正しい

解析とならないことを示した．永田ら（141）は，これを三次元に拡張すると共に，軸

対称解析結果と三次元解析結果を比較し，ボルト荷重を均一とし，内圧のみを考慮

する場合には軸対称解析で十分な精度が得られることを示した．その後，多くの汎

用コードでガスケット要素が利用できるとうになり，フランジ締結体の力学特性と

密封特性評価に関する研究の発展に大きく寄与することになる． 

前述の研究(135)では，理論解析と共に有限要素解析も行い，内力係数の妥当を検証

した．また，漏えい量を測定して密封性能を評価し，圧力が高い場合に内圧作用時

に要求される密封性能を達成するには，後述する米国 PVRC の提案した設計法によ

って決定したボルト初期締付力では軸力不足であることを示した．これはフランジ

ローテーションの影響のためであり，密封性能を基準としたフランジ締結体の設計

において内圧作用時のフランジローテーションによるボルト軸力低下を考慮する必

要があることを示した． 

更に，沢ら(142,143)は呼び径 20 インチのフランジ締結体について有限要素解析と実
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験により密封性能を評価した．呼び径が大きくなるとフランジローテーションの影

響が大きくなるため，ボルト軸力低下が顕著になること，ガスケット応力が半径方

向に大きく変化することを示した． 

Bouzid ら(144)や高木ら(145)は，それぞれフランジ締結体の有限要素解析を行い，ガ

スケット応力分布と漏えい量の関係を精査し，ガスケット接触幅の外周縁における

接触応力と漏えい量に密接な関係があることを見出した．これはフランジ締結体設

計における密封性能の基準と実漏えい量との裕度を測る上で重要な研究成果である． 

 

(6)曲げモーメントを受ける管フランジ締結体 

フランジ締結体の設計では，Fig.1.2.1 に示すように，内圧だけでなく曲げモーメ

ントが作用する使用状態におけるフランジの強度と密封性能についても古くから議

論されてきた．現在のフランジ設計規格で曲げモーメントを考慮する場合には，等

価内圧の考え方を採用しているものが多い(146,147).この考え方はプラント配管設計の

教科書といわれる Kellogg 社の書籍(148)の中で，すでに 1950 年代に紹介されている． 

 米国では，Rodabaugh ら(149)によって大規模な曲げモーメントを受けるフランジ

の強度検証や漏えい実験が行われた．最近でも PVRC を中心にして曲げモーメント

を受けるフランジ締結体の漏えい試験(150-153)が多数報告されている． 

日本でも兵庫県南部地震時における液化石油ガスの大量漏えい原因が貯蔵タンク

元弁に過大な曲げモーメントが作用したことによるものだったことを受けて，漏え

いの観点から曲げモーメントを受けるフランジ締結体の耐震性能を検討した研究

(154)が報告されている． 

曲げモーメントを受けるフランジの設計法については，Koves(155)が従来の ASME

設計規格計算(86)と等価内圧(148)の組合せによる設計は過度に安全側の評価を与える

ことを指摘し，非軸対称荷重である曲げモーメントを受ける場合には規格(86)で用い

られている軸対称解析に基づくフランジ剛性計算式を修正する必要があることを示

した． 

Dekker ら(156)は Koves の方法(155)を有限要素解析により検証するとともに，ねじ

り問題への拡張も検討している．沢ら(157,158)，諸星ら(159)は，三次元弾性論により，

曲げモーメントを受けるフランジ締結体の力学特性を明らかにしている． 
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Fig.1.2.1 Bolted Flange Joints  

 

沢ら(157,158)の研究では，フランジ締結体に作用する離散的な非軸対称ボルト締結力

をフーリエ級数およびベッセル関数の級数展開を施し，フランジ締結体に曲げモー

メントが作用した場合の挙動を三次元弾性論により解析して，曲げモーメントに対

するフランジ締結体に内力係数の計算式を示した．そして，三次元光弾性実験によ

り接合面の接触応力分布を測定し，理論解析の妥当性を検証した．また，内力係数

についても実験結果と比較した．この研究は曲げモーメントのような非軸対称荷重

に対するフランジ締結体の厳密な挙動解析手法を示した点で非常に重要な研究の一

つとして位置づけられる．ただし，この研究ではガスケットは扱っていない． 

諸星ら(159)は,上記研究(157,158)を,金属平形ガスケットをはさんだ全面座フランジ締

結体に拡張した．ソフトガスケットを対象とした研究では，松本ら(160)らが同様に解
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析している．さらに解析から得たガスケット接触応力を用い，PVRC の密封性能評

価手法(123)に基づいて漏えい量を推定した．実験を行い，数値解析の妥当性を検証す

るおともに，漏えい量を測定し，曲げモーメントを想定していない PVRC のフランジ

設計法(185)の問題点を指摘した．曲げモーメントがフランジ締結体からの漏えいに及

ぼす影響は大きく，密封性能を基準としたフランジ締結体の設計において，周方向

のガスケット応力分布の考慮が不可欠であることを示した点は重要な研究成果の一

つである． 

 

(7)熱荷重を受ける管フランジ締結体 

フランジ締結体の実際の使用状態は，内圧と外荷重に加えて熱を受ける場合が多

い．特に高温流体を扱うフランジ締結体では漏えいの問題が重要である．沢ら(161)

や kumano ら(162)は，内部流体によって加熱される金属平形ガスケット付き平面座

フランジ締結体の三次元過度温度分布を差分法で計算し，フランジ・ガスケット・

ボルトの平均温度から各部の熱膨張差を算出した．この熱膨張差と，軸対称弾性論

により求めた被締結体の引張ばね定数および圧縮ばね定数，ボルト・ナット系のば

ね定数を用いて熱荷重によるボルト軸力増分の計算式を示した．また，実験により

計算の妥当性を検証した．これらの研究は熱荷重によるフランジ締結体のボルト軸

力変化を扱った先駆的研究として重要である．ただし，この研究では温度分布を考

慮した厳密な挙動解析は行っていない． 

勝尾ら(163)は，内部流体によって加熱される金属平板ガスケット付き全面座と平面

座フランジ締結体の三次元過度温度分布を三次元熱伝導問題として解析し，得られ

た温度分布を用いてフランジ締結体の熱応力分布および変位を軸対称弾性論により

厳密に解析した．解析により各部の熱膨張率の違いや縦弾性係数の違い，ガスケッ

ト厚さの違い，全面座と平面座の違いがガスケット接触応力に及ぼす影響を検討し

た．さらに，各部の熱膨張差とばね定数を用いて，熱荷重によるボルト軸力増分を

計算する方法を示した．また，実験を行い，温度分布解析および挙動解析の妥当性

を検証した．その結果，熱荷重を受けるフランジ締結体の挙動に関する研究は多数

ある(164-166)が，実験室レベルで扱えるフランジの大きさ大きさや再現できる温度条

件には限界があり，さらに高温下におけるガスケットの材料特性や密封特性も完全

に解明されていないため，解析結果の妥当性の検証など課題は多い． 

さらに，高温条件（ここでは内部温度 350℃以上）で数万時間以上，長期間運転
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される場合，ボルト自身が応力緩和（リラクゼーション）を起こし，密封性能を満

足できなくなる事象が発生するが，その特性に関する研究はほとんど行われていな

い．唯一 BS4882 で 1972(230)と 1990 年(231)にこの応力緩和率を公表しているが，試

験時間が少ない・対象鋼種が少ないなどの問題が指摘されている．実験室レベルで

は数万時間も試験を継続出来ない等々の問題もあるが，今後，ますます長期連続運

転時間が増加することに対して，応力緩和による密封特性評価は，早急に解明しな

ければならない研究テーマと言える． 

 

(8)リングジョイントタイプガスケットを用いた管フランジ締結体 

フランジ面に設けた溝にリングジョイントと呼ばれる八角形や長円形断面の金属

ガスケットをはめ込んで組立てる RTJ（Ring Type Joint)フランジ締結体がある．

配管フランジには実績のある標準寸法のフランジを用いるが，フランジを設計する

場合には通常の平形ガスケットの設計法をそのまま適用している．この RTJ フラン

ジ締結体は石油精製・石油化学設備の高温高圧部位に用いられるが，漏えいや応力

腐食割れ等が問題となっている．Eichenberg(167)の応力解析や森下(168,169)の使用条件

下における挙動に関する検討があるが，RTJ フランジ締結体の力学特性と密封性能

を体系的に解明するには，基礎的な検討がまだ十分では無いと思われる．温度変化

と弾組成変形を伴うその力学特性は大変複雑で，密封特性の評価を定量的に行うの

は難しい．佐藤ら(170)は，弾塑性有限要素解析を用いて，プラント設備の起動停止の

運転シーケンスを再現し，ボルト荷重やガスケット接触応力について温度と内圧の

負荷履歴の影響を定性的に検討した．この研究は運転中の RTJ フランジ締結体の力

学特性を把握する上で非常に参考になる． 

 

(9)ガスケットの密封特性 

ASME 規格(66)に密封性能に関する規定(171)が導入されたのは 1942 年である．現

在でも使用されている Gasketed Loading Constants(172),いわゆるガスケット係数

m と最小設計締付圧力 y は，ガスケット有効幅と共に，設計においてボルト荷重を

規定するために用いられる．その導入において明確な理論的根拠や実験的検証が与

えられておらず(173),その妥当性について Raut らの報告(174)など多くの研究が行われ

た． 

1930 年代に入ってアスベストの使用規制から，新素材ガスケットの開発が進めら
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れたが，m と y の試験方法などについて規定が無かったため，これらをどの様に定

めるかが問題となった．それまでの研究では，ガスケットの密封性能を m と y だけ

で評価するのは，単純化し過ぎであるとの見方で一致しており，米国圧力容器研究

委員会（PVRC：Pressure Vessel Research Council)で，この全面的な見直しを目

的とした大規模な研究(175‐181)が開始された． 

研究対象のガスケットは，欧米でアスベスト代替材料として有望視されていた膨

張黒鉛や PTFE(polytetrafluoroethylene）に関するものが中心であった．日本では

有機化学物繊維とゴムを混錬した，いわゆる非石綿シートガスケットに関する新ガ

スケット係数の研究(182)も行われた．実験結果の整理には，当時，環境問題への関心

の高まりから注目され始めた微小漏えいの考え方が取り入れられた(183)． 

微小漏えいに関する代表的な規制には米国環境保護庁(EPA)が，1990 年の改正大

気浄化法(CAAA,Clean Air Act Amendment of 1990)に従って策定したものなどが

あり，プラントから放出される有害大気汚染物質「HAP(Hazardous Air Pollutant)」

と揮発性有機化合物「VOC(Volatile Organic Compound)」の排出量が規制されてい

る．こうして，ガスケット応力と密封性能の関係を整理する理論体系と，材料定数

としての新ガスケット係数が PVRC から提案された(123,185)． 

新ガスケット係数を決定するための試験法は ROTT(Room temperature Tightness 

 Test) (187)と呼ばれ，密封性能を表す新しい概念としてタイトネスパラメータを導入

した．また，新ガスケット係数を用いて要求タイトネスに基づくフランジ設計法を

提案した(185)．この新しい設計法で用いるガスケット応力と密封性能の関係付けは，

多くの実験結果に基づいており，一定の合理性がある反面，ばらつきの非常に大き

いデータを一本の近似直線で代表させて新ガスケット係数を定義しており，現実と

の乖離につき問題視する声も多い． また，初期締付けボルト荷重の決定については，

使用時に必要なボルト荷重を，内圧作用時のタイトネスパラメーターTp の 1.5 倍し

たボルト締付け時タイトネスパラメータとする時のガスケット応力を規定するもの

である．したがって，フランジ締結体の力学挙動解析に関する研究成果は反映され

ていない．さらに，この設計法によってフランジを設計すると従来に比べて相当板

厚を増やす必要があり不経済になるなど問題が指摘されている(186)．また，ガスケッ

トは圧縮時と復元時で弾性率が異なるため，ガスケット応力との関係付けにおいて

ガスケットが圧縮過程にあるか復元過程にあるかを区別する必要があって設計が複

雑になるなど設計規格として不都合な部分もある．これらの理由から，当初現ASME
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規格(86)の代替案として導入される予定であった新設計法であるが，未だ審議中であ

る． 

ROTT(187) や欧州規格ガスケット試験法である EN13555(188) が，ガスケットの密

封特性をガスケット応力で整理するのに対し，小林ら(189,191) はガスケットの圧縮量

と漏えい量の相関を取り，ガスケットが圧縮過程にあるか復元過程にあるかに関わ

らず，漏えい量がガスケット圧縮量で整理出来ることを示した．また種々の寸法の

ガスケットで漏えい試験を行い，漏えい量はガスケット内径に比例し，接触幅に反

比例することを明らかにした．これによって，ある寸法のガスケットで漏えい試験

を行えば，寸法の異なる同じ材質のガスケットの漏えい量を推定できることが示さ

れた． 

これらの研究成果に基づき，日本独自のガスケット密封特性試験法(192)が JIS とし

て作成された．許容漏えい量をガスケット圧縮量で規定すれば，フランジの変形計

算から密封性能を推定できるため，漏えい量基準のフランジ設計法として有望であ

ると思われる(193)．また，高温下での長期使用で問題となるガスケットのクリープの

問題についても，漏えい量がガスケットの圧縮量で整理できれば統一的に扱える可

能性もあり期待される(194)． 

Bouzid ら(195)はフランジ締結体に挟まれた使用状態におけるガスケットのクリー

プと漏えいについて検討している． 

 

(10)ボルト締結のばらつき 

 フランジ締結体の密封性能を左右する重要な要素として，ボルト締付力のばら

つきがある．ボルト締結力の極端なばらつきは漏えいに繋がるものあり避けなけれ

ばならない．プラント設備において，漏えいを特に防止したい場合，フランジ締結

体における実際のボルト締付けは，トルクレンチなどを用いてトルク法で行われる．

ボルトの締付けパターンは，対角パターンで締付けることが保全の実務者の間で半

ば常識となっており，経験的にこの締付け方法によって均一な締付けが得られると

信じている．現に ASME PCC-1(196)では，米国メジャーの社内マニュアルに基づい

た，徐々に締付けトルクを増やしながら，対角パターンで締付ける手順をフランジ

締付けのガイドラインとして提示している． 

しかし，一度締付けたボルトの隣のボルトを締付けると，締っていたボルトが再

び緩むことも，現実には良く知られている．この現象を弾性相互作用と呼ぶが，フ
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ランジ締結体のボルト締結手順に対して，この弾性相互作用を考慮して理論的な考

察が加えられるようになったのは最近になってからである． 

Bibel ら(197)は，2 サイズのフランジと数種類のガスケットの組合わせについて，

幾つかのボルト締付け手順でフランジ締結体を組立てる体系的なボルト締付け実験

を行い，弾性相互作用によるボルト軸力の変化などの締付け特性を評価した． 

福岡(198,199)，高木ら(200)は，精密な三次元有限要素解析と実験により，フランジ締

結体のボルト締付け特性を評価した．これによると経験的に実施していた対角パタ

ーンの締付けは，フランジに並行度を維持して片締めを防ぐなどの意味はあるが，

ボルト軸力の均一化にはほとんど寄与していないことが明らかになり従来の常識が

覆された．アライメントにさえ気を付ければ，最初から目標締付けトルクの 100%

で，次々燐のボルトを周回方向に締付けていくパターンの方が，ボルト軸力の収束

が早く効率的であることを示した． 

この研究成果に基づき，日本独自のフランジ締結体のボルト締付け手順の JIS 規

格(201)が作成された．規格によると，5 周回から 7 周回程度で平均ボルト軸力の達成

率は締付けトルクの 90%以上となり，このときのボルト軸力のばらつきは，一般の

ボルト締結体の軸力のばらつきより相当小さい，±20％程度に抑えられるようである

(202)． 

実際の現場におけるフランジ締結体の締付け管理については，ボルト締付け手順

だけでなく，ボルト締付け力の決定やフランジ座面の養生，潤滑材など幅広い知識

と注意深い施工が必要である(203,204)．石油学会規格(205,206)では，ASME 規格(86)のフ

ランジ応力計算式を用いて，ハブ軸方向応力がフランジ材料の降伏応力の 90%とな

るボルト荷重を逆算し，これをボルト締付け力とするよう推奨している．このこと

からも ASME 設計規格(86)のフランジ設計条件が，現場実際のフランジ締結体の使

用条件と大きく乖離していることが窺える． 

フランジ締結体の信頼性を向上するには，ボルト軸力の均一性を保障する締付け

手順，ガスケットの密封性能の把握，および，その上でフランジ締結体の力学特性

解析に基づく強度評価と密封性能評価を行う，総合的な設計法の確立が不可欠であ

る(207)． 
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(11)まとめ 

以上，フランジ締結体の力学特性と密封特性に関する研究の発展について歴史的

に展望した．基礎研究の蓄積によりフランジ締結体(Bolted flange Joints)の力学特

性そのものの解明は進んでいると言える．また，シェルとプレートの理論，弾性論，

有限要素法などの解析手法を問わず，内圧や外荷重を受けた際のボルト荷重，ガス

ケット荷重の変化，ガスケット接触応力分布が計算できるようになった．今後は漏

えい量とガスケット接触応力分布の関係の解明が重要となる． 

曲げモ－メントに対するフランジ締結体の挙動解析は，弾性論による解析手法そ

のものはほぼ確立していると考えられるが，設計に応用するにはより簡便な解析方

法が必要である． 

熱荷重に対するフランジ締結体の挙動解析は，温度分布解析の精度に依存するが，

フランジとボルト間の熱移動に関して十分解明されていないこと，また温度分布は

フランジ表面の熱伝達係数のとり方によって変化することなどから，まだ基礎研究

の段階にあると考えられる． 

ボルト軸力のばらつきがフランジ締結体の挙動に与える影響がある． 

なお，世界に先駆けて欧州では，Wölfel の研究(208)に基づく解析法を採用した，漏

えい量基準のフランジ締結体設計方法 EN1591-1(209)がすでに発行されている．しか

しながら，圧力容器の設計において Normative 事項に指定されているわけでなく，

実用されるのはまだ先のようである．その制定の経緯と背景などの詳細は文献

(210,211)を参照されたい． 

 

しかし，これまでの研究はすべて設計時における評価である，また，フランジ各

部材が健全であることが前提であり，腐食された場合の漏えい特性に関する研究は

今まで行われて来なかった．設備は長期にわたって使用すれば，必ず劣化・腐食す

るものであり供用中における設備の健全性評価は．極めて重要な課題であり，この

課題に対する早急な研究の遂行が必要であり，評価技術の早期確立が望まれている． 
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1.3 従来の研究の問題点と本研究の目的意義 

巨大複合システムを維持管理（保全）するために重要なことは，事前に圧力設備

の劣化状況を把握及び予測し，損傷や漏えいを未然防止することである．このよう

な巨大システムの安全・安定ができるためにが上述の圧力設備の劣化状況は把握が

必要である． 

そのためには，検査計画（Plan），検査実施（Do），結果の評価（Check），対策

実施（Action）の PDCA を確実に遂行することが重要である．しかしながら，今ま

でにPDCAの各段階において残念ながら十分な研究と対策は行われているとは言い

難い．実際にも配管フランジ締結体からの漏えい事例(245)が発生している．これらを

防止するためにも，圧力設備管理全般について総合的に研究し，事故防止のための

対応が急務である． 

前項では，設備管理に関する従来の研究を概括した．その結果，以下の問題点を

指摘した． 

(1)外面が保温で被覆された配管の内，特に小径配管の健全性(きずの深さ・位置お

よび範囲等々を把握)検査を行うために行われる非破壊検査技術は，まだ研究が不

十分である．特に保温解体や足場組立に要する費用はかなり高額であり，安価で

信頼性が高く，且つ，運転中に検査出来る非破壊検査技術の確立が望まれている． 

(2)空冷式熱交換器チューブのように，伝熱効果を上げるためにチューブに取付けて

あるフィンがある場合は，技術的な問題から過流探傷試験法が使用できない．こ

のため水浸超音波法が使用されるが，検査速度が遅いため効率的な検査が出来な

い．このため空冷式熱交換器チューブの健全性検査が十分に出来ていない．検査

速度が速く，且つ，検査精度が高い非破壊検査技術の確立が望まれている． 

(3)圧力設備の信頼性向上のためには，全数検査が必要であるが，現実問題として高

額な検査費用，長期の検査期間，および検査技術の問題等から全数検査は不可能

である．そのため代替えできる精度の高い抜取検査方法が必要とされている． 

(4)供用中に圧力設備の部位部品が減肉しても十分な安全裕度があり問題なく継続使

用できるという事実があるにも係わらず，現在，国内の石油精製・石油化学工業

では法的に規定されている値以下に腐食した圧力設備を継続運転することは認可

されていない．しかし，米国では，ある程度これらが減肉しても継続運転できる

ことが認可されている．この技術的背景を調査研究し，事実を明確化する必要が

ある．日本に維持規格制度を導入する際の基礎資料として，API579 の減肉評価手
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法に規定されている判定基準値の意味する安全裕度を明確にする必要がある． 

(5)配管を接合するフランジ締結体の漏えい防止に関して，従来，製作時の寸法・構

造をベースとした評価研究しか行われていない．ところが，供用中ではナットや

ボルトおよびフランジ自体にも腐食が発生するが，その影響に関する管フランジ

締結体の密封性能に及ぼす影響は明らかにされていない．  

 

以上の問題点に対して，本研究では，圧力設備は必ず劣化するという前提に立ち，

圧力設備管理の PDCA から劣化状況を十分に検査確認出来ない部位に注目し，その対

応検査方法を低コストで実施可能な方法を提案するとともに，圧力設備の構成部位

が劣化した際の圧力設備全体の信頼性向上のために「漏えい防止評価」を考慮した

保全指針を提案するものである．（Fig.1.3.1 参照） 

 

本論文の構成と概要を以下に記す． 

本章，第 1 章「緒論」では，設備管理の PDCA の観点から，従来の研究を展望して，

検査技術，供用適性評価，およびフランジ締結体の漏えい防止評価の重要性を述べ，

現状の問題点と今後の展望を述べるとともに，解決すべき課題を挙げ，本研究の意

義目的を明確にする． 

第 2 章「SH 斜角波を用いた小口径配管の腐食減肉検出技術評価」では,外面が保

温で被覆された小口径配管(1～3B)の減肉検査手法として，運転中に検査するために

は，管内の流体の影響を受けないことが重要であり，かつ局部的な腐食が検出でき

ることが必須条件である．この方法としてエネルギー伝搬ロスが少ないガイド波波

動モードの中の SH 斜角波に注目し，この波を管軸方向に伝搬させて，その基礎伝

搬特性について明らかにし，新しい検出方法を提案する．   

第 3 章「電磁超音波共鳴法を用いたフィン付き空冷式熱交換器チューブの腐食減

肉検出技術評価」では，従来，伝熱効果を上げるためにチューブに取付けてあるフ

ィンの影響で検査スピードが遅かったものを，新たに電磁超音波波共鳴法を用いた

非接触方式の手法を用いて，検査スピードの改善を可能にする新たな検出方法を提

案する． 

従来，内部流体が漏えいした場合，即に火災に繋がる可能性が極めて高いにも係

わらず，抜き取りでしか検査できなかったものを，この方式を採用すれば短期間で

全数チューブの検査が可能となることを示す． 
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第 4 章「抜取り検査による熱交換器チューブの信頼性評価」では，現状でも，高

額な検査費用の面から抜取り検査対応を行っている循環冷却水環境で使用している

炭素鋼製熱交換器チューブに対して，抜取り位置・本数．サンプル数等の違いによ

る最大孔食深さの予測精度差を明確にし，精度向上が得られる抜取り検査方法を提

案し，実機により測定精度と有効性を示す． 

第 5 章「供用中における圧力設備の安全裕度評価」では，現存する維持規格

API579FFS-1/ASME-12007)の技術的背景を調査・明確化し、日本に維持規格制度

を導入する際の基礎資料として，当該規格の減肉評価手法に規定されている技術的

背景，評価式を整理検討すると共に，合否判定基準値の意味する安全裕度を明らか

にする．さらに破壊試験実験及び有限要素解析により安全裕度の妥当性を詳細に検

討評価する． 

第 6 章「ナットの減肉が内圧を受けるフランジ締結体の強度と密封性能に及ぼす

影響」では，漏えいに直結するボルト・ナットに経年減肉(外面腐食)が認められた

場合の配管を接合する管フランジ締結体の密封性能に及ぼす影響を有限要素応力解

析により評価しボルト締付力低下に及ぼすナット減肉の影響を明らかにする．さら

に要求される密封性能を満足するためのナットの必要最小高さと必要最小幅を提案

する．  

第 7 章「圧力設備における信頼性向上のための保全指針の検討」では，圧力設備

の維持管理のために必要と考えられる各管理項目の制限値を検討すると共に，保全

指針を提案する．漏えい防止評価を考慮して腐食劣化評価のための検査方法，FFS

評価だけでなく，自然災害事象の発生確率も考慮した設備の安全裕度やフランジ締

結体の漏えい防止に関する総合的・合理的な設備の維持管理方法を示す． 

第 8 章「結論」では，本研究で得られた成果を要約するとともに残された課題を

述べる． 

 

 

 

 

 

 

 



52 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      Fig.1.3.1 The relationship of each chapter in PDCA 

 

  従来、検査が出来なかった部位、時間を要した部位、検査コストが高い部位 

  に対する新しい検出方法を提案 

   

２章 小口径配管の周方向        

の腐食減肉検出技術（検査不可） 

 

  ３章 フィン付き空冷式熱交換器チューブ 

の腐食減肉検出技術（長時間） 

   

４章 抜取り検査による熱交換器チューブ 

の信頼性評価技術（高コスト） 

 

圧力設備の安全裕度(漏えい,損傷しない限界腐食値）を提案 

  ５章 供用中における圧力設備の安全裕度評価（信頼性） 

  ６章 ナットの減肉が内圧を受けるフランジ締結体の強度と密封性能に 

及ぼす影響（信頼性） 

 

圧力設備における信頼性向上のための保全指針を提言 

  7 章 圧力設備における信頼性向上のための保全指針の検討 

複合システムの維持管理（保全）
・劣化状況を把握及び予測
・損傷・漏えいを未然防止する対策

⇒安全・安定な運転を継続

検査計画

検査実施

結果の評価と集約

リスク評価と緩和策

対策実施

Plan

Do

Check

Action

2 章，3 章，4 章 

７章

5 章，6 章

開発探触子

開発探触子
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1.4 結言 

本章では，従来の圧力設備の設備管理（保全）の信頼性向上を目的に，漏えい防

止の観点から，その力学特性と密封特性把握の重要性を述べ，現状の問題点を指摘

した．圧力設備は運転操業すれば，必ず劣化するものであり，その劣化状況を確実

に把握し管理する必要がある．設備管理に関する従来の研究につき，圧力設備の劣

化状況の検出方法，劣化設備の健全性評価方法のそれぞれの視点から従来の研究を

展望した．さらに従来の研究の問題点を指摘，問題点の中から緊急に解決すべき課

題を挙げ，本研究の目的意義を明確にした．即ち，本研究の目的は以下である． 

(1)小口径配管における円周方向の腐食減肉を，SH 斜角波探傷法による保温を解体

せずに行う検査方法を提案する(第 2 章)． 

(2)空冷式熱交換器チューブの腐食検査に電磁超音波共鳴法を用いた新たな検査方法

を提案する(第 3 章)． 

(3)熱交換器チューブの余寿命予測方法として，抜き取り検査による信頼性向上方法

を提案する(第 4 章)． 

(4)供用中における減肉した圧力設備の安全裕度を明らかにする(第 5 章)． 

(5)ナット減肉が管フランジ締結体の密封性能に及ぼす影響を明らかにする 

(第 6 章)． 

(6)経年劣化が進行している圧力設備の維持管理のための保全指針を提案する(第 7

章)． 

以上の各目的に対して，以下の章(2 章～7 章）で検討を行う． 
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第 2 章 ＳＨ斜角波を用いた小口径配管

の腐食減肉検出技術評価 
 

2.1 緒言 

石油精製・石油化学プラントは，塔，槽，熱交換器，反応塔，タンク等々の

数多くの機器を配管でつないで構成された巨大複合システムである．この複合

システムを維持管理(保全)するには，全ての機器の劣化状況を把握及び予測する

ことが必要である．ここで，プラントの規模にもよるが配管の長さは数百 km に

も達することから，配管の劣化予測は特に重要な管理項目である． 

しかし,これら多くの石油精製・石油化学プラントは，建設後 30～40 年が経

過しており，特に保温配管の場合，保温のシール劣化に起因する外面腐食状況

は目視では直接確認できないので，保温を解体しての点検検査が必要となる．

ところが，この点検検査のためには仮設足場組立，保温解体，復旧，仮設足場

解体等々の時間とコストがかかるため配管長さを考慮すると効率の悪い検査方

法と言える．このため，低コストでかつ効率的な検査方法が望まれている．こ

の要望に対して近年，放射線，電磁気及び超音波手法等により保温上又は保温

の部分解体だけで検査できる方法が活発的に開発されつつある． 

これら従来の検査技術を概括すると，コスト的に安価で，かつ配管の長距離

性を考慮すると配管探傷は超音波ガイド波探傷法が優れていると言える(6-13)． 

しかし，従来の方法は配管の肉厚断面積の変化に応じて発生した反射波より腐

食量を評価するので，周方向の減肉位置の特定が出来ないことが問題で，特に

配管呼び径３インチ以下の小口径配管の場合，管肉厚も薄く，経年劣化による

漏えいの可能性が大口径配管と比べてより大きく，健全性を把握する上で小口

径配管の円周方向の局所減肉検査技術開発は急務の問題である．しかし，従来

より，小口径配管の周方向の局所減肉の検出検査に関する研究は行われていな

いのが現状である． 

本研究では，反射面でのモード変換が生じないことからエネルギーロスが少

なく解析が容易であり，さらに，ねじりモードと比較して周方向の局部減肉デ

ータを採取できる可能性がある SH 斜角波に注目し，腐食を模擬した人工きず

を入れた配管呼び径 3 インチ以下の小口径配管の試験片を作製し，本手法を用
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いてこの人工きずを探傷し，測定精度を検討した．また，検出検査は効率化を

考えて運転中，即ち，配管内部に流体がある状態でも人工きずを検出できるこ

とが必須条件であるので，配管内部に流体を充填した状態で人工きずが検出で

きるかについて検討した． 

さらに本研究では，実際に使用されている呼び径 1 インチ(1B)と 2 インチ( 

2B)配管の腐食検出も行い，測定結果と実際の状態との比較を行い，本方法の有

効性についても検討した．  
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2.2 超音波探傷探触子の最適入射角の検討 

2.2.1 入射角設定方法 

SH 斜角波の最適入射角を検討する．Fig.2.2.1 は可変角度プローブを用いて入

射角検討のための試験片仕様を示す．今回検討対象は配管径呼び径 3 インチ以

下の小口径配管であるので 4mm 厚さの鋼材を用いた．これは小口径配管肉厚の

平均値が 4mm となるためである．Table 2.3.1 及び Table 2.3.2 に人工きずを入

れた各配管口径の肉厚を示す．各配管口径の板厚は 3.6，4.1，5.7mm である．

探傷は 1MHz の可変角 SH 探触子を用い，バースト波が発生できるガイド波用

ディジタル超音波探傷器を使用し，接触媒質はソニコートを使用して，サンプ

リング周波数，12.5MHz，バッファ 64kB ，平均化 8 回の条件で端面からの信

号を 100mm の位置で表示器に現れるようにして，入射角を変化させて振幅が

最大となる入射角を求めた． 

 

2.2.2 設定入射角 

Fig.2.2.2 はスパイクパルス及び 3 波のバースト波を用いたときの入射角と振

幅の関係を示す．送信方法は低い電圧でも高いエネルギーの送信波を発信でき

るバースト波を選択した．1 波ではスパイクパルス波と変わらず，5 波では分解

能が低下したが，中間の 3波のバースト波を用いたときに大きな振幅が得られ，

また入射角 19 度で最大振幅が得られた．この結果から，1MHz で入射角 19 度

の SH 斜角探触子を製作し，以降の実験に用いた． 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2.2.1 Schematic for determining the incident angle using variable  

angle probe  

 

 

100

可変角探触子Variable angle probe 
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Fig.2.2.2 Measured echo amplitude of incident angle(SH wave) 

 

 

2.3 実験配管仕様 

Table2.3.1及び Fig.2.3.1はグラインダーで腐食を模擬した9個の人工きずが

入った管の試験仕様を示す．ここで，断面欠損率は No.1 は 2.5%，No.2 は 5%

及び No.3 は 10%とした．Table2.3.2 及び Fig.2.3.2 は伝搬距離の影響を確認す

るため 5.5m 長さの 1B，2B，3B の 3 本の管に 5m の位置にグラインダーで腐

食を模擬した人工きず（断面欠損率約 5%）入りの管試験片仕様を示す．いずれ

も，材質は石油精製・石油化学プラントで汎用的に使用されている炭素鋼管

（STPG370：JIS G3454 圧力配管用炭素鋼管）とした． 
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Table 2.3.1 Test specimens and size of artificial flaws 
(1800mm in length)  

Pipe size 1B 2B 3B 

Diameter 34.0 60.5 89.1 

Thickness：t 3.6 4.1 5.7 

Depth of 
Flaw：dt 

No.1 1.1 1.5 2.1 

No.2 1.7 2.3 3.3 

No.3 2.7 3.7 5.2 

(Unit : mm) 

 

 

 

 

                              (Unit :mm) 

Fig.2.3.1 Configuration of test specimens(1800mm in length) 

 

Table 2.3.2 Test specimens and size of artificial flaws 
(5500mm in length)  

Pipe size 1B 2B 3B 

Diameter 34.0 60.5 89.1 

Thickness：t 3.6 4.1 5.7 

Depth of 
Flaw：dt 

No.1 1.1 1.5 2.1 

No.2 1.7 2.3 3.3 

No.3 2.7 3.7 5.2 

(Unit : mm) 

 

 

 

 

 

                                                          (Unit : mm) 

Fig.2.3.2  Configuration of test specimens(5500mm in length) 
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2.4 人工きずの検出状況 

2.4.1 検出された人工きずエコーの特性 

Fig.2.4.1 は SH 斜角探触子を用いて Table1 2.3.1 に示した試験体を管軸方向

に探傷したときの代表的な探傷波形を示す．配管サイズに無関係に管端面のエ

コーの手前に人工きずから発生するエコーが 2 つ以上現れる．これは配管の場

合は平板と異なり局率を有しているので，SH 波の振動方向が反射面と必ずしも

平行とならないためモード変換を起こしてこのような現象を生じていると考え

られる．      

Fig.2.4.2 はこのうち最初に現れるエコーについて，人工きずの大きさとエコ

ー高さの関係をまとめた結果を示す．各サイズの試験体で必ずしも人工きずの

深さ(断面欠損率）と振幅の間に相関が見られない．これは異なったモードのガ

イド波が存在し，エネルギーが分散されることに起因すると考えられる． 

 

 

Fig.2.4.1  Typical example of measured waveform 

 

 

 

 

Edge echo 

Flaw echo 
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Fig.2.4.2  The relationship between flaw size and echo Amplitude 

 

2.4.2 人工きずの位置の同定 

Table2.4.1 は Table 2.3.2 の 2B 配管の試験体を管端部から管軸方向に探傷し

たときの人工きず距離の測定結果を示す．ここで，人工きずの位置の距離同定

は人工きずを別な人が指で触った時にエコー高さの変化を見て確認した．これ

から，実測値と比較して誤差は数%程度であり実用上の精度は十分あると判断さ

れる． 

 

Table2.4.1  The relationship of distance between measured distance by 

SH wave angle probe and actual distance 

Actual Distance Measured distance by SH Wave angle probe 

1000 1000～1030 

2000 2000～2030 

3000 3000～3030 

4000 4000～4030 

(Unit : mm) 

Flaw No. 
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2.4.3 人工きずの周方向位置の影響 

Fig.2.4.3 は人工きずの周方向位置が検出状況に及ぼす影響についての検査方

法を示す． 

Fig.2.4.4 は Table2.3.1 の 2B 配管の No.2 人工きずを 1m 離れた位置において

探触子を周方向に45度ピッチで移動させたときの人工きずエコー高さを測定し

た結果を示す． 

Fig.2.4.5 は Table2.3.2 の 2B 配管の人工きずから 4m 離れた位置において同

様に周方向に45度ピッチで移動させたときのきずエコー高さを測定した結果の

中から 0 度と 45 度ずれた時の探傷波形の比較を示す．0 度方向すなわち探触子

と人工きずが同一線状にあるときは十分に高いエコーが 4.1～4.3m の位置に見

られているが，周方向に 45 度だけ探触子がずれるとエコー高さは表示されなか

った．すなわち，SH 斜角波は周方向にはほとんど広がりをもたずに伝搬すると

言える．この理由は小口径配管では表面が大きな曲率をもつため水平偏波の音

波が周方向に広がらないためと考えられる．このことから，SH 斜角波は局所的

な損傷検出に有効である． 

 

 

 

 

(Unit : mm) 

Fig.2.4.3 Relationship of position between variable angle probe  

and artificial flaws  

可変角探触子

人工欠陥

Distance：4000 

Variable angle probe 
Flaw 
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Fig.2.4.4 Direction characteristic of SH guided wave in circumference 

extent(2B,No.2,1ｍ) 

 

Fig.2.4.5  Direction of flaw with SH wave（2B,No.2,4m） 
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2.4.4 伝搬距離の影響 

伝搬距離が人工きずの検出に及ぼす影響について調べるために，Table2.3.2 の

長さ 5.5m の管に加工した人工きずに対して距離を変化させてエコー高さを測

定した．Fig.2.4.6 は 2B と 3B 配管の人工きずを用いて距離特性を検査した測定

結果を示す．ここで，First wave, Second wave, Third wave とは Fig.2.4.1 で

示したように，人工きずから 2 つ以上のエコーが現れるので，最初の信号を First 

wave,二つ目を Second wave,三つ目を Third wave として示した．ここで距離

4m の位置でも人工きずが検出されているが，ここで使用した探触子及び測定条

件で，1m から 4m 間で約 30dB の感度減衰が認められた．このことから，断面

欠損率が 5%とより小さい減肉を探傷する場合は，さらに伝搬距離(4m)を長くす

るには限界があるものと考えられる 
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       (a) 2B case 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       Distance（mm） 

 

 

(b) 3B case 
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Fig.2.4.6 The relations between distance and echo amplitude 
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2.4.5 内部流体の影響 

Fig.2.4.7 は縦波の斜角波を用いて，管内部に水を満たした場合と満たさない

場合の試験結果を示す．Fig.2.4.8 は SH 斜角波を用いて，管内部に水を満たし

た場合と空の場合の試験結果を示す．試験片はいずれも Table2.3.1 の 3B No.3

きずを用い，管からの距離は 1.5m とした．縦波の斜角波の場合は管内部に液が

満たされている場合には，人工きずの検出はできないが，SH 斜角波の場合は内

部流体(水)の有無にかかわらず，人工きずエコー高さは変わらず，人工きずを検

出できることを示している．このことから SH 斜角波は管内の液体の影響を受

けないことが確認された． 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  Fig.2.4.7 Influence of internal fluid in the case of Longitudinal wave 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2.4.8 Influence of internal fluid in the case of SH wave 

Empty pipe Filled with water 

Edge echo 

Flaw echo 

Flaw echo Flaw echo 
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Empty pipe Filled with water 
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2.5 実証試験結果 

2．5．1 試験対象配管 

Fig.2.5.1 はラック上の呼び径 1B と 2B 配管外観を示す．Fig.2.5.2 は呼び径 2B

配管の寸法を示す．目視試験の結果，一部に塗装の剥離と錆を認めるが概ね良

好な外観形状であった．しかし 7.5m 先の架構サポートと接触している配管下部

に断面欠損約 20%の大きい減肉が認められた． 

Fig.2.5.3 は呼び径 1B 配管の寸法を示す．本配管は撤去のため 2m 毎に切断さ

れた配管の中から，管端から 1.2m 付近に外面腐食が認められた配管を用いた．

また，いずれも計測は 2.2.2 節で求めた最適入射角 19 度の探触子を用いた． 

 

2.5.2．検査結果 

(1)ラック上呼び径 2B 配管の測定結果 

Fig.2.5.4 は呼び径 2B 配管の測定結果を示す．伝搬特性として約 7.5m 先のサ

ポート部の腐食による減肉を十分な SN 比で検出できている．実験では 4m の位

置に設けた断面欠損率 5%の腐食の場合，大きな減衰が認められたが，今回のサ

ポートの位置の腐食による断面欠損率は 20%と大きい．この様な大きい腐食に

よる減肉であれば 7.5ｍ先の長距離でも検出できることが示された．実用上，周

方向の許容断面折損率は，内圧による必要最小肉厚で支配されるが，腐食によ

る局部減肉の場合，多くは断面欠損率が現肉厚の 70～80%まで減肉しても漏え

いには至らない．このことから，深い減肉であれば，さらに長距離でも検出で

きると言える．したがって，本手法は実用上,十分利用できる検査手法であると

言える． 

なお，試験周波数を探傷器で 250kHz～1MHz 程度の範囲で変化させながら波

形を採取し Fig.2.5.4(a)に示すような結果も表示した．現場における実機試験対

象物は，それぞれ減衰の程度が異なるため，超音波が伝搬しやすい周波数帯域

があると予想されるので，このような結果表示により，伝搬しやすい試験周波

数が容易に判断できるようにする目的で試作した． 

結果表示は MATLAB 関数により描画しており，横軸－周波数，縦軸－伝搬距

離（ここでは POINT 表示，1 ポイントは 0.24mm に相当），振幅－カラー表示

を示す． 
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(2)ラック上呼び径 1B 配管の測定結果 

Fig.2.5.5 は呼び径 1B 配管の測定結果を示す．ここで 1.2m 付近を中心に腐食

信号が得られており，腐食位置を正しく同定できている．局部減肉ではない幅

広い範囲の外面腐食の場合でもこの様に検出できていることは，検出方法とし

て本手法は実用上，十分利用できる検査手法であると言える． 

ここで，配管端信号の位置が，実際には 2m の位置に表示されなければなら

ないが，測定では 1.7m の位置に表示されている．これは腐食部を SH 斜角波が

透過する際に音速が変化したものであり，局部的な減肉については良好な結果

が得られるが，全体的に腐食が進行している場合は，SH 斜角波は減衰し，それ

以降ガイド波が伝搬しない可能性も示さている．しかしこの様な場合には距離

範囲を区切って測定を行えば，充分な精度で腐食を検出できるので実用上の問

題はない． 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   Fig.2.5.1 Piping on the rack 
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                                5050 

                            7460 

                         8140 

(Unit : mm) 

 

Fig.2.5.2 The relationship of position among SH Wave angle probe，weld 

line and support  

 

 

 

 

 

                     

1200 

                   2000               (Unit : mm) 

Fig.2.5.3 The relationship between SH Wave angle probe position and 

corrosion part 
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   (a)The relationship between amplitude and distance(point) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)The relationship between distance and echo amplitude 

 

      Fig.2.5.4  The results of inspection (2B Pipe on the rack) 
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（a）The relationship between amplitude , distance(point) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)  The relationship between distance and echo amplitude 

 

     Fig.2.5.5  The result of inspection (1B Pipe on the rack) 
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2.6 結言 

 本研究では，小口径配管(呼び径 1～3B)の減肉検出手法として SH 斜角波に注

目し，SH 斜角波を管軸方向に伝搬させてその特性について検討し，以下の結果

が得られた． 

(1)SH 斜角波探傷方法は小口径配管の円周方向の腐食による減肉を検出できる

ことを示した．  

(2)SH 斜角波探傷方法は配管内の流体の影響を受けないことを示し，運転中に

おける検出が可能であることを示した． 

(3)人工きずの深さと振幅との相関は見いだせないが，人工きずの検出精度につ

いて検討した結果，探触子から距離 4m の距離で断面欠損率 5%の腐食減肉を

検出できることを示した．  

(4)実機小口径配管の腐食減肉の測定結果から,断面欠損率が大きければ長距離

での腐食部の位置が特定できることを示した． 

(5)腐食が進行している場合も SH 斜角波で位置の特定ができることを示し，実

用上，本手法は外面腐食減肉検出手法として優れた手法であることを示した． 
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第 3 章 

電磁超音波共鳴法を用いたフィン付き空冷式熱交

換器チューブの腐食減肉検出技術評価 
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第 3 章 電磁超音波共鳴法を用いたフ

ィン付き空冷式熱交換器チュ

ーブの腐食減肉検出技術評価 

 
3.1 緒言 

石油精製，石油化学工業で使用されている空冷式熱交換器チューブは，伝熱効

果を上げるためにチューブにフィンを取付けてある．このフィン付チューブは，

シェル&チューブタイプの熱交換器と違い，内部流体が漏えいすると直ちに大気

側に洩れて火災が発生する危険性が高く，定期的に経年減肉変化を把握し健全性

を確認しておくことは重要かつ必要である．ところが，通常チューブ検査に用い

る渦流探傷試験法では，このフィンの溝を欠陥として評価してしまうため水浸超

音波法が使用される，この方法は検査精度が高く定量評価が可能だが，前処理と

して高圧ジェット水洗によるスケール除去を完全に行う必要と検査時に接触媒質

（水）を使用するので，これらの廃水処理も必要である．また，この手法の短所

は，探触子の超音波指向性が一方向のためフィン付チューブ内面の全周検査に時

間がかかることにあり，定期検査の工程期間内に全数を精度よく検査をすること

が困難という問題点がある．したがって，検査速度が速く，かつ，検査精度が高

い非破壊検査技術が望まれている． 

設備の信頼性を十分に確保するためには，これらの問題を早急に解決すべきで

あり，本章では，この問題を解決するために新たな検査方法として電磁超音波共

鳴法（EMAR：Electro-Magnetic Acoustic Resonance）を利用した電磁超音波セ

ンサ（EMAT：Electro-magnetic Acoustic Transducer）に注目した．この方法

は EMAT により金属内に非接触で板厚方向に超音波を励起し，超音波共鳴を生

じさせ，その共鳴スペクトルから板厚の変化を検査する方法である．すなわち内

外径差(板厚）と共鳴周波数との関係付けを明確にし，チューブの板厚変化を共鳴

周波数を測定することにより検出方法を検討する．変換効率が低く，S/N 比の悪

いことが EMAT の短所であるが，共鳴状態で同位相多重エコーを受信すること
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この EMAT の短所が解消され，且つ，EMAT の長所である非接触性のため高精

度の検査が可能である． 

EMARは1970年台にFilimonovら 14)とNikiforenkoら 15)によって提案され，

その後 1990 年に川島 16)が縦波と横波の共鳴周波数から薄鋼板を材料評価して以

来，Johnson ら 18)による基礎研究や平尾ら 19-26)による炭素鋼結晶粒度評価や疲

労評価が報告されている．また,EMAR ではないが，電磁超音波を用いた検査方

法 27)も報告されているが，これは管外面検査に限定されている． 

本研究の目的は，フィン付チューブ内に軸対称 SH 波を励起・検出する EMAT

を開発し，軸対称 SH 波の EMAR 信号から腐食量を評価することである．軸対

称 SH 波とは，円柱・円管内を軸方向に偏向しながら周方向に伝搬する横波弾性

波である．チューブの場合，その基本モードは内表面近傍を伝搬し，高次のモー

ドになるほど内部領域を伝搬する．高次になると減衰率も大きくなるが，対象と

なる試験体の肉厚によって EMAR の共鳴モードを使い分けて減肉変化を検出す

ることができる．  

軸対称 SH 波の EMAR を使用した管の腐食減肉検査方法としては，磁化方向

を交互に配置した PPM-EMAT(periodic permanent magnet electromagnetic 

acoustic transducer ) を発展させた管外面側の検査方法を平尾ら 26)が提案して

いる．ところが，管内面検査については今まで研究された例はなく，本研究で基

礎的伝搬特性を明らかにすべく人工きずを加工したフィン付チューブを用いて

欠陥検出能を調べた．さらに本研究では，上記方法を用いて，現場での実証試験

を行い，得られた結果と実際の値との比較を行う． 
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3.2 電磁超音波探傷法の原理 

 Fig.3.2.1 は電磁超音波の発生メカニズムを示す． 

磁石の作るバイアス磁場に高周波電流（バースト波）を流すと「うず電流」が

誘起される．この「うず電流」を周期的に変化させると、近接した金属試験体

間に発生するローレンツ力も周期的に変化して超音波が発生する． 

このように EMAT はローレンツ力により直接試験体に超音波を発生させるので、

試験体に接触することなく超音波の送受信を行える． 

測定原理は，駆動周波数を変化させることで，管円周方向伝搬時間と同期さ

せ，共鳴状態を発生させる条件で振動数方程式を解くと，共鳴周波数が決定さ

れる． 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3.2.1 The generating mechanism of the electromagnetic supersonic wave 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

X 

Y 

Z 

バイアス磁場

うず電流（J)

ローレンツ力



 
 

79

3.3 軸対称 SH 波 EMAT 探触子 

 Fig.3.3.1 は本研究で開発したフィン付チューブ探傷用の EMAT 外観を示す．

Fig.3.3.2 は EMAT の形状を示す． 

フィン付チューブ内面の腐食検査に適用することから EMAT はチューブ内に挿

入できるように磁極(N-S)を周方向に相互に反転させた複数個の永久磁石を分

割組み合わせた円筒型の形状とし，その外周にソレノイド状に送受信コイルを

巻き付けた構成とした． この磁石形状とコイルで構成した EMAT をチューブ

内に挿入して，チューブにバイアス磁場を与えて磁化し，送信コイルに高周波

電流（バースト波）を流すと，磁化方向にひずみが生じる．磁化は加えた交流

電流と同じ周期で変動し，ローレンツ力と磁わい力の作用によりチューブ内に

周期的に振動するせん断ひずみが生じるので，これが超音波源となる． 

Fig.3.3.3 は超音波の伝搬方向を示す．このようにチューブの軸方向に偏向し，

円周方向に伝わる軸対称 SH 波を発生させ，この超音波を使用することにより

センサーを回転せずに全周を探傷することができる． 

 

 

 

 
 

Fig.3.3.1  Appearance of axial-shear EMAT 
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Fig.3.3.2  Configuration of the EMAT 

 

 

 

                   

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3.3.3   Propagation of axial shear wave  

 

 

EMAT

Axial shear wave

Permanent Magnets 

Transmission Coil 

Receiving Coil 

Ｎ 

Ｎ 

Ｎ 

Ｎ 

Ｎ 

Ｎ 

Ｓ 

Ｎ 

Ｎ 

Ｎ 
Ｎ 

Ｎ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｎ 
Ｓ 

Ｓ 

Tube 



 
 

81

3.3.1 軸対称 SH 波の振動数方程式 

 ｒ，θ，ｚで表わされる円筒座標系において，軸方向に偏向し周方向に伝搬す

る弾性波の変位を u=uz(ｒ,θ)とおいて(3.1)式の波動方程式の解を求める． 

∂ u
2

z

∂ t 2
ρ μ[ ＋ ＋ ]=

∂u2

∂r
1 ∂u2

r ∂ r
1 ∂u2

r ∂θ
z z z

2 22
                   (3.1) 

このため Uz＝R(r)･Θ(θ)･T(t)とおいて変数分離解を求めると，Uz＝R(r)･

exp[j(ωt-nθ)]と表わされる．位相の変域を 0≦Φ≦2πとするための 2nπの任意性

を用いて共鳴条件を Θ(θ)= Θ(θ+2nπ)]として解くと(3.2)式が得られる． 

dR(r)
2

dr2
＋ ＋

1dR(r)
rd r

ρω
2

µ r2

2n R(r)=0dR(r)
2

dr2
＋ ＋

1dR(r)
rd r

ρω
2

µ r2

2n R(r)=0
            (3.2) 

この微分方程式は(3.3)式のように n次の第 1種および第 2種のベッセル関数で表

わすことが出来る． 

R (r’)= c  J  (r’)+ c  Y (r’)1 n   2 n
                  (3.3) 

ここで Jn : n 次の第１種ベッセル関数 Yn  : n 次の第２種ベッセル関数 

    r’  :ｒω/Cs                 Cs ：SH 波の音速(=√μρ) 

     ω ：SH 波の角周波数(=2πｆ) 

 

さらに境界条件として，r =Ro(外半径)，ｒ=RI（内半径）において応力がゼロを

用いると(3.4)式が得られる． 

d R     d R
d r d ｒ

= = 0
r = R 0 r = R I

                       (3.4) 

これらより，次の式が得られる． 

nJn
2pf
Cs

・Ro

2pf
Cs

・Ro

Jn＋１
2pf

・Ro
Cs

・

nJn
2pf
Cs

・RI

2pf
Cs

・RI

Jn＋１
2pf

・RI
Cs

・

nYn
2pf
Cs

・RI

2pf
Cs

・RI

Yn＋１
2pf

・RI
Cs

－

nYn
2pf
Cs

・Ro

2pf
Cs

・Ro

Yn＋１
2pf

・Ro
Cs

＝0

   （3.5） 

ここで，n は EMAT を構成する永久磁石数の半分の値である． 
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3.4 探傷装置の構成と各部の詳細 

 Fig.3.4.1 は装置のシステム概要を示す．信号処理用及び解析用 CPU、セン

サー送り装置、プリンターで構成している． 

ここで共鳴周波数の計測は，入射するバースト波(Burst in Cycle;10,Burst 

Width Microsecond;100μs，Power；Ave.500V)の周波数を小刻みに変化させ

て，個々の周波数に対する受信信号の振幅を測定し，振幅の周波数依存性から

共鳴スペクトルを測定した． 

周波数の刻み幅は小さい方が精度上好ましいが．そうすると検査スピードが

低下するので，実用化を目指し 0.005MHz を採用．測定は文献 26）に記述された

スーパヘテロダイン周波数分析方法を採用した．スーパーヘテロダイン周波数

分析器は 0.1MHz～ 20MHz 間で周波数を可変できる共鳴波共鳴装置

（RAM-5000）を使用した． 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3.4.1  Measurement system  
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3．5 検討内容 

3.5.1 検討対象設備 

 対象設備は石油精製・石油化学プラントで汎用的に使用されている空冷式熱

交換器のフィン付チューブで材質は炭素鋼製鋼管（STPG370：JISG3454 圧力

配管用炭素鋼鋼管で公称肉厚 2.77mm：実測 3.0mm，外径 25.4mm）である．

この炭素鋼鋼管にらせん状の溝(幅 0.4mm,間隔 2mm)を設けてアルミニウム製

（A1100，厚さ 0.4mm）のフィンが取り付けられている．  

 

3.5.2 事前検討  

 (1)永久磁石仕様 

Fig.3.5.1 は永久磁形状寸法を示す．磁石材質は，ネオジム・鉄・ボロン系の

焼結磁石を採用し，各磁石間はスペーサー（材質テフロン）を挿入した． 
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Fig.3.5.1  Actual shape and dimensions 
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(2)EMAT 仕様 

Fig.3.5.2 は EMAT 各部の寸法を示す． 

磁石外周に径 0.2mm エナメルワイアーを 10mm 幅で巻いて、受信部の軸方向

長さを 10mmとした．チューブ内面との磁石間のクリアランスは片側 0.4mm(充

填率 96%=EMAT 外径(18.6mm)/フィン付チューブ内径;19.4mm)とした． 

又、スケール等の付着があっても支障の無いようにスペーサーを設置し，全長

は 96.7mm とした．  

 

(3)永久磁石の分割数 

軸対称 SH 波の波長は振動方程式により，EMAT の分割した永久磁石の磁石

間隔が半波長となる．したがって，小さな傷の検出感度を高めるには分割数を

多くして波長を短くすることが必要だが，分割数を多くすると磁石サイズの縮

小化に繋がり磁化力が弱くなることから，8 分割，10 分割，12 分割を選択して

最適分割数を決定する事前実験を行った結果，8，10 および 12 分割すべてに高

いノイズ信号スペクトルを示した． 

代表例として Fig.3.5.3 は 8 分割の EMAT 単独信号のノイズ信号スペクトル

を示す．EMAT 単体の共振による振幅ピークがフィン付チューブからの共鳴ピ

ークの近傍にあるとノイズ信号となるので，理想は EMAT 単体のスペクトルが

発生しないことであるが，本研究では振幅が 3.0V 以上のスペクトルをノイズ信

号と定義した．この解決法として Fig.3.5.4 に磁石端面に点線で示した格子状の

スリットを施工するとノイズ信号の発生を抑えることができた． 

Fig.3.5.5はスリットを入れた同じ 8分割のEMAT単独信号のノイズ信号スペク

トルを示す．この様に，磁石端面に破線で示す格子状のスリットを加工すると，

良い EMAT 単体の S/N 比が得られた．   

スリットを入れるとノイズ信号が低減する件は，EMAT 内の共振は，EMAT

の規則的な形状により生じるので，表面のスリットがあると散乱された超音波

が他の超音波と位相が合わなくなり，結果的に共振が起こりにくくなったもの

と推測した． 
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Fig.3.5.2  EMAT Sensor dimensions 
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          Fig.3.5.3  Resonant spectrum for n=4(8 pieces) 

  

 

A
m

p
li

t
u

d
e
(V

)
 

Coil(Enamel wire:φ0.2） 

 

Magnet(φ18.6)   

96.7 

10 

Spacer（MC nylon）φ19.2   

 

(SUS)   

φ19.0   
(SUS) 

 

φ19.0 



 
 

86

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8

N4-EMAT

 

 

                         Slit 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3.5.4  Configuration of the EMAT 
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Fig.3.5.5  Resonant spectrum for n=4 (8 pieces)with noise suppression 
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(4)電磁共鳴周波数の確認 

EMAT 単体のノイズ信号が抑えられたことを確認した．このため以降の実験

は，分割数を大きくした方が小さな傷の検出感度を高められるので，12 分割

EMAT を用い，厚さ 3 mm の素管(フィンが付いていないチューブ），およびフ

ィン付チューブの新管試験片で共鳴周波数の確認を行った． 

Fig.3.5.6 は素管を 0.1～2.0 MHz の範囲で周波数掃引して測定した共鳴周波数

測定結果を示す． 

Fig.3.5.7 はフィン付チューブ(新管）を上記と同一条件で掃引して測定した共

鳴周波数測定結果を示す． 

いずれも赤色は試験片の共鳴周波数，紺色は EMAT 自体の共鳴周波数を示し．

EMAT 自体の共鳴周波数は、試験片の共鳴周波数より著しく低いことが確認で

きた． 

・素管の共鳴周波数 

振動数方程式の共鳴周波数解は、一次モード共鳴周波数 0.29MHz，二次モー

ド 0.61 MHz，三次モード 1.10MHz，四次モード 1.62MHz となるのに対して，

実測の共鳴周波数を図中に記入した．両者は良く一致していることを確認した． 
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        Fig.3.5.6  Measured resonant spectrum for the bare tube 
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・フィン付チューブの共鳴周波数 

素管の場合と感度を同じにして共鳴周波数を測定した結果，高次モードは減

衰して得られなかったが，一次モード 0.288 MHz，二次モード 0.593 MHz に

明確な共鳴ピークが得られることが判明した．したがって，フィンがあっても

電磁超音波法による検査は可能であることが示された． 

ピーク値は振動数方程式の解の一次モード共鳴周波数 0.29MHz，二次モード

0.61 MHz と比べると小さな値を示した．この理由はフィン付チューブ外面側

にらせん状のフィン溝（深さ 0.4mm、2mm 間隔）があるので断面積が小さい

ためである．また，三次以降のピークが出ない理由は，このフィン溝により減

衰したものである．これは素管外面にアルミテープを巻くと共鳴周波数が得ら

れなかったことから判断した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Frequency(MHz) 

Fig.3.5.7 Measured resonant spectrum for the fin tube 
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(5)共鳴周波数と板厚の関係 

 Table 3.5.1 は素管とフィン付チューブ（どちらも新管）の，板厚ごとの二次

モードおける共鳴周波数を示す． 

なお，各共鳴周波数の値は同一管を 5回測定した平均値を示す．ここで，Fig.3.5.7

に見られるとおり共鳴周波数は EMAT 自体のノイズが少ない二次モードを採

用した． 

共鳴周波数はチューブの板厚が薄くなるに従って高周波数側に明瞭にシフトし

ており，板厚変化は共鳴周波数を測定することで検出できることが確認できた． 

 

   

Table 3.5.1  Result of resonant frequency measurements 

Thickness 

 (mm) 

Resonant frequency  (MHZ) 

  Bare  tube    Fin  tube 

  3.0     0.6022      0.5908 

  2.8     0.6463      0.6320 

  2.6     0.6903     0.6732 

  2.4     0.7344     0.7144 

  2.2     0.7784     0.7556 
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3.5.3 人工欠陥試験体 

 Table 3.5.2 は放電加工により管内面に設けたスリットきずと円形きずの人工

きず形状を示す． 

上段はきずサイズ（W はスリット幅，Φは円形の径，d は深さ）下段は管端か

らの距離である．このきずは，現在行われている水浸法による超音波探傷法の

検出限界値であり，現況の検出精度との比較も兼ねた．  

 

 

     Table 3.5.2 Test specimens and size of artificial flaws 

 Material Flaw size＆Shape／Distance 

Bare tube 2Φ-0.7d 

 100 

2Φ-1.4d 

 100  

4Φ-0.7d 

 100 

2Ｗ-0.7d 

   100     

2Ｗ-1.4d 

   100     

   ― 

Fin tube 

 

2Φ-0.7d 

  100    

2Φ-1.4d  

  100 

   ― 

2Ｗ-0.7d 

   95     

2Ｗ-1.4d 

   95     

   ― 

                                              (Unit：mm）  
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3.6 人工欠陥試験体の探傷結果 

 Fig.3.6.1 はフイン付チューブのスリットきず（2W-0.7d）の共鳴周波数検査

結果を示す． 

Fig.3.6.2 はフイン付チューブのスリットきず（2W-0.7d）の振幅検査結果を

示す． 

fig.3.6.3 はフイン付チューブの円形きず（2φ-0.7d）の共鳴周波数検査結果を

示す． 

fig.3.6.4 はフイン付チューブの円形きず（2φ-0.7d）の振幅検査結果を示す． 

スリットきず（2W-0.7d）の場合は，管端部より 95mm の位置に明瞭な共鳴

ピーク周波数および振幅の変化が検出された． 

円形きずの場合も 2Φ-1.4d であれば明瞭な共鳴ピーク周波数変化と振幅変化

が検出されるが，2Φ-0.7d と小さい径となると減肉面積が少なくなり，共鳴

ピーク周波数変化は検出されなかったが，振幅分布では管端部より 95mm の

位置に不明瞭ながら欠陥の存在を示す振幅減少が現れており,きず検出できる

ことが判明した．170mm 付近にも振幅減少が認められるが，センサーのリフ

トオフ変化による減衰変化（振幅変化）と同程度であり,きずとは判定しない． 

このように開発した EMAT はフィン付チューブでも，水浸法と同等な精度を

有することが示された．  
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            Distance(mm) 

Fig.3.6.1 Distribution of measured resonant frequency(2W-0.7d） 
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Fig.3.6.2 Distribution of measured resonant amplitude（2Ｗ-0.7ｄ） 
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       Distance(mm) 

   Fig.3.6.3 Distribution of measured resonant frequency (2Φ-0.7d） 
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   Fig.3.6.4 Distribution of measured resonant amplitude (2Φ-0.7d） 
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3.7 実証試験 

3.7.1 フｲン付チューブ仕様 

  実機からサンプリングしたフィン付チューブ 3 本（A,B,C）の仕様は，いずれ

も炭素鋼管（STPG370：JISG3454 圧力配管用炭素鋼管，公称肉厚 2.77mm，

製作当初の外径 25.4mm）で，フィンはこの炭素鋼管にらせん状の溝(幅 0.4mm，

間隔 3mm)にアルミ製フィン（A1100，0.4mm 厚さ）が取付けられている． 

製作した新フィン付チューブの内径 19.4mm に対して，実機よりサンプリン

グしたフィン付チューブ A の内径は 20.7～21.4mm であり，EMAT 磁石外径と

のクリアランスは両側で 1.05～1.4mm となり，EMAT の充填率は 89.8%～

86.9％である． 

 

3.7.2 探傷結果 

Fig.3.7.1 はスイープ周波数の刻み幅を 0.005MHz として測定してえられた各

サンプルのフィン付チューブの共鳴周波数を示す． 

このように実機でも PPM-EMAT での探傷は明瞭な共鳴ピーク周波数の変化

が検出された．この共鳴周波数に相当する肉厚検証のため、各フィン付チュー

ブを半割りして共鳴周波数が得られた位置の肉厚を円周方向にポイントマイク

ロメータで確認した． 

Table3.7.1 は EMAT の肉厚測定値とポイントマイクロメータでの測定値を示

す．この様に実機においても、実測結果と EMAT で探傷した値は，かなり良い

一致が確認された． 

Fig.3.7.2 はサンプル A の半分割りした内側及び外側の外観を示す．内面ス

ケールはほぼ除去された状態で，局部減肉は認められず，全面的に軽微な腐食

が発生していた．実測値の肉厚にばらつきはあるが，全体として EMAT で検査

された肉厚値が支配的であった． 
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 Frequency(MHz) 

Fig.3.7.1  Resonant frequency（used tube） 

 

   Table 3.7.1  Comparisons of EMAT results and actual thickness 

Sample   Resonant      thickness       Actual 

frequency      by EMAT     thickness 

          Ａ     0.681MHz      2.5mm       2.1～2.6mm 

Ｂ     0.714MHz       2.4mm       1.8～2.4mm  

Ｃ     0.741MHz      2.2mm       1.6～2.2mm 

 

 

 

 

 

 

Fig.3.17  Finned Used tube（A） 

 

   

       Fig.3.7.2   Used finned tube (inside＆outside) 
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3.7.3 探傷速度 

一般的に従来法である水浸法による探傷速度は実績値で15～20mm/秒程度と

言われているのに対して、EMATによる実証試験では最大78mm/秒で探傷でき，

従来法より約４倍の探傷速度で検査できることを確認された． 
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3.8 結言 

本研究では，フィン付チューブ内面の減肉検査手法として，電磁超音波共鳴

法を利用するために電磁超音波センサ－を製作し，送受信特性および人工欠陥

に対するきず検出能を検討した．得られた結果を以下に示す． 

(1)EMAT の磁石端部にスリット加工を施工するとノイズ信号の発生を抑えるこ

とができたことにより，かなり良い S/N 比が得られることが確認された． 

(2)フイン付チューブ(新管）のスリットきず（2Ｗ-0.7d）および円形きず（2φ-1.4d）

は本手法により明瞭に検出できることが確認された． 

(3)円形きず（2Φ-0.7d）の場合でも振幅分布では不明瞭ながら検出が出来ること

を確認された．このことから，振幅変化と共鳴ピーク周波数両方を一緒に確

認することにより，従来法(水浸超音波探傷法)と検出精度は同等以上と判断さ

れた．また,実機フィン付チューブでの充填率が 87%程度でも，従来法と同等

の検出精度があることが確認された． 

(4)フィン付チューブの共鳴周波数を測定した結果，高次モードは減衰して得ら

れなかったが，一次モード 0.29 MHz，二次モード 0.59 MHz に明確なピーク

が得られた． 

(5)従来法と比較して本手法では 4 倍の探傷速度が得られた．したがって，今後,

定期検査の工程期間内に本方法により全数検査を行うことができる可能性が

示された． 
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 第 4 章 抜取り検査による熱交換器 チ

ューブの信頼性評価 
4.１ 緒言 

 熱交換器は石油精製，石油化学プラントで熱の有効利用を目的に幅広く用い

られている．そのためチューブ肉厚は通常1.6～2.77mmとより薄く設計される．

また，熱交換器はたった 1 か所の僅かの洩れでもその全体の機能を失うことか

ら．最大腐食深さの把握が余寿命推定の重要なポイントである．熱交換器チュ

ーブの損傷形態は，全面腐食，割れ及び孔食に大別できる．通常，銅製の熱交

換器チューブは渦流探傷法試験によりこれら損傷量の検出が行われるが，チュ

ーブ材質が炭素鋼の場合，炭素鋼自体が強磁性体のため特有の磁気雑音が発生

するので，リモートフィールド法と呼ばれる渦流探法が使用される． 

この中で，腐食形態が孔食の場合，原理上，渦流探傷法試験は，直径 2mm 以

下の大きさのきずを検出できない致命的欠陥を有している．現場的には，直径

1mm 以下の径での開口も多いことから．精度の高い代替え検査方法または評価

方法が望まれている．特に循環冷却水環境においては，孔食損傷が支配的であ

り，余寿命推定できる評価方法が望まれている． 

循環冷却水環境とは，冷媒として工業用水を循環利用するもので，プロセス

側の要求がない限り，製作コストの関係から，より安価な炭素鋼が使用される．

循環冷却水系における障害は，(1)スケール，(2)スライム，(3)腐食に区分され，

これらが単独または複合された状態で発生するため，ケミカルの注入や流速，

温度管理等の防食管理を行っている．しかし，熱交換器の構造上，チューブ全

体の防食管理状況は確認できないことが問題点である． 

そこで本章では「腐食現象は本質的に確率的性質を有している」ことと，チ

ューブ内で最も大きく腐食した所が最初に漏えいすることから，統計的に最大

値の問題を推測できれば，余寿命予測が可能となることに注目し，Gumbel が

1958 年に発表した極値確率論 28)をベースに，実際に長年腐食環境で使用された

熱交換器チューブを用いて，極値統計手法における，サンプリング位置，サン

プリング方法，サンプリング本数及び検定条件等，最大値予測に関する多くの

影響因子と相関を明らかにし，極値統計手法による熱交換器チューブの最大腐

食深さを推測する方法を提案する． 
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4.2 極値概論 

（1）極値概要 

 Fig.4.2.1 は基本分布と最大値分布及び最小値分布の位置関係模式図を示す．

最大及び最小値分布は基本分布の裾野に位置する．孔食損傷のように最大値を

論ずる場合は，この最大値の集合に対する 2 重指数型最大値分布(Gumbel 分布)

が用いられる． 

Fig.4.2.2 はこの最大値分布を示す。非対象分布で確率関数ｙの高領域側に長

い裾のを持つのが特徴である． 

 

 
Minimum value distribution             Maximum value distribution 
                        Basic distribution 

 

Fig.4.2.1 Relationship between the basic distribution and maximum value 
distribution(Gumbel distribution) 

 
 

 
                     
 
 
 
 
 
 

 
Fig.4.2.2  Profile of probability density function F(x) of maximum value 

distribution 
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この分布関数 F(X)は式(4.1)の 2 重指数関数で与えられる． 

F(X)=exp［-exp｛-（X－λ）｝/α］                  (4.1)  

λは位置パラメータ，αは尺度パラメータである． 

両辺の自然対数を２回とると 

‐ln[lnF(X)]＝（X－λ）/α                      (4.2） 

ここで基準化変数Ｙを Y=‐ln[lnF(X)]とおけば式(4.2)の分布関数は次のよう

に，傾き１/α 切片λの直線式となる． 

 Y=（X－λ）/α                          (4.3) 

 

(2)極値確率紙 

Fig.4.2.3 は極値確率紙(Gumbel 確率紙)を示す。 

縦軸の一方に基準化変数 Y を目盛り，これに対応する累積確率 F(X)の値を同

じ（並行な）座標軸に設け，横軸に腐食深さ（X）の値を算術目盛りで設けるこ

とにより極値確率紙(Gumbel 確率紙)が得られ，確率紙上の直線が特定 Gumbel 

分布を表す． 

腐食データがこの極値確率紙上で直線性を示せば，腐食データは極値分布に従

うことになる． 

ここで，確率紙上で Y=０，F(X)=exp(-1)=0.368 に対応する X の値がλ(位置パ

ラメータ)を示し，直線の勾配（X-λ）/Y の値がα（尺度パラメータ）を示す． 

右側の縦軸に示した T は，ある測定値 X が観測される順番の期待値であり「再

現期間」と呼ばれ累積分布との関係は次式で表される． 

T＝１/｛1-F(X))                         (4.4) 

ちいさな面積（S）の試料の最大深さの分布関数 Fから，大きな面積(S)の試料

の最大腐食深さを推定するには，大きな面積の試料は小さな試料の集合と考え

る．熱交換器チューブの場合は，解析対象の(チューブ本数×長さ)/サンプルピ

ッチで表される． 

腐食深さの推定は，再帰期間の値から，直線の交点に当たる位置が最大腐食深

さとなる． 
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累積確率 基準化変数                 再帰期間 
F（X） Y                            T  

0.99   10                           1000 
 
           
     8                           500         

 
     
0.95   6                           200 
 
                    勾配α 

0.90   4                           100 
 
                                 50 
0.70   2  
 
0.50 

   0 
 
 
0.10   -1         λ 
 
0.01 
          -2 
 
            腐食深さ(ｍｍ） 

 
Fig. 4.2.3  A Gumbel probability graph 
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4.3 検討方法 

 Fig.4.3.1 は抜取り検査精度に影響を与える因子を示す． 

チューブ内面側の冷却水腐食によりスクラップにする予定だった熱交換器を用

いて全チューブを半割りして実際の腐食深さを測定し，１本毎に評価を行って

サンプリング位置，サンプリング方法，サンプリング本数及び検定条件等，最

大値予測に関する多くの影響因子と相関を調査した． 

Fig.4.3.2 は腐食状態を調査した熱交換器の配列図，Table4.3.1 は主な仕様と履

歴を示す． 

この熱交換器のチューブ側を流れる冷却水は入口パス（1 パス⇒2 パス⇒3 パス

⇒出口パス(4 パス）の順で各パスを流れる 

 
サンプリング方法      適用条件 

              腐食分布の形態が時間と共に変化する 

サンプル本数不足        腐食分布が異なる 

測定誤差が大 

サンプル位置が不適     分布の形態が異なる 

チューブ肉厚の                     統計処理が不可 

ばらつき大                    

 

精度の信頼性が低い 

限界肉厚の設定が不適      信頼区間設定が不適 

検定方法が不適                    データ処理が不適 

  異常値の考慮不足            検定方法が不適    

                  環境変化の考慮不足        データ数が不適 

腐食速度が不適                              再帰期間が不適 

  外面側の腐食考慮不足     サンプルピッチが不適  

 

評価方法         解析条件 

 
Fig.4.3.1  The factor which affects random inspection precision 

 
 
． 
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   Fig.4.3.2 Arrangement of tube in a heat exchanger  
 

         Table 4.3.1 Main specifications and history 
  チューブ主仕様   タ イ プ       固定管板タイプ 
   及び履歴     流体         Tube 側 循環冷却水 

設計圧力/温度          0.5MPa /60℃ 
材   質       STB340 

            外   径       25.4mm 
       公称肉厚       2.77mm 
       チューブ長さ          3,500mm 
             総 本 数         364 本 

     使用年数           8.5 年 
必要最小肉厚         0.4mm 

1 Pass 

4Pass 

2 Pass 3 Pass 
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(1)測定手順 

(a)全チューブサンプリング(364 本) 

(b)切断(縦方向に半割)  サンプル数は 364×2=728 本 

(c)各チューブを洗浄(サンドブラスト) 

(d)各チューブを 10mm ピッチ毎に，最大腐食深さを計測． 

 固定管板の部分は対象外なので，実質チューブ長さ 3300mm より，データ

総数は 728×(3300/10)=246,792 点 

 

測定は，ポイントマイクロメータで計測（先端針径 0.1mm） 

 測定誤差は，事前確認実験結果±0.1～0.2mm 

（同一チューブを３人で計測．日を改めて再度同じチューブを３人で計測） 

 

(2)解析条件 

(a)チューブ原肉厚は公称肉厚の６%増とした．理由はチューブ製作時は公称肉

厚プラス 10%を下限界として製作されるので，その２σとした． 

(b)限界肉厚は必要最小肉厚の 50%とした．必要最小肉厚は材料の許容応力ベ

ースから算出された値であり，引張応力ベースで４倍の安全率を有している．

本来，限界肉厚は流動応力ベースで設定すべきだが，測定誤差や，製作時の

キズ等も考慮して設定した． 

 なお，当時，米国の NBIC(National Board Inspection Cord)も，チューブ

の場合，限界肉厚は必要最小肉厚の 50%としていた． 

 

(3)腐食進展速度 

 循環冷却水環境の場合，次式のような指数式で与えられる． 

 C=X/Yｙ
n                                                                         (4.4) 

  ここで，C ：腐食率 

     Yｙ：使用年数 

     X ：推定最大腐食深さ 

     ｎ  ：定数（一般的に 0.3～0.5） 
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4.4 実験結果 

4.4.1 統計モデル 

Fig.4.4.1 はサンプルデータを正規分布(Normal distribution)，ワイブル分布

(Weibull distribution）,極値分布（Extreme value distribution）で表示した結果を示

す． 

一般的に多くの腐食分布は正規分布に従うと言われているので，循環冷却水の

腐食分布を確認した所，正規及びワイブルの場合は２本の直線で近似されるの

に対して極値の場合は１本の直線で近似されていることが確認できた．このこ

とから腐食分布は極値分布と対応していることが示された．  

 

Normal distribution       Weibull distribution     Extreme value distribution 

.99            .99            .99 
 
                        .90 
.90                                              .90 
                                               

            .50 
.50 
                          .50 
.20                        .10 
.10             .10 
 
         1       2              1       2                1       2 

Corrosion depth(mm)    Corrosion depth(mm)    Corrosion depth(mm) 
 

   Fig,4.4.1 Comparisons of probability distributions among Normal,       

Weibull and Extreme value distributions 
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4.4.2 サンプリング位置 

 Fig. 4.4.2 はサンプリング位置による極値解析結果の差異を示す。この様にパ

スの内周部からサンプリングして評価した場合は，最大及び最小評価のばらつ

きが少なくなることを示した．これより最適母集団はパスの内周部と言える． 

 

(1)パス外周部からサンプリングした場合 

Measured Max.2.1ｍｍ 

 
 
 
 
 
 
 
    

|      |      |      |      |      |      |      |      |      |      |     |     | 

1 . 8  1 .9  2 .0  2 .1  2 .2  2 .3  2 .4  2 .5  2 .6  2 .7  2 .8  2 .9  3 .0 
Estimated maximum corrosion depth(mm) 

 
(2)パス内周部からサンプリングした場合 

       Measured Max.2.1mm 
 
 
 
 
 
 
 
 

|      |      |      |      |      |      |      |      |      |      |     |     | 

 1 .8  1 .9  2 .0  2 .1  2 .2  2 .3  2 .4  2 .5  2 .6  2 .7  2 .8  2 .9  3 .0 
Estimated maximum corrosion depth(mm) 

 
Fig. 4.4.2  Comparison of cumulative frequencies according to different 

sampling positions 
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(3)サンプルパス位置 

サンプリングパスは，循環冷却水環境の場合，腐食は温度が高い出口パスの

方が最も腐食し易い環境にあるので，この位置からサンプリングした． 

 

4.4.3 サンプリング本数 

 チューブの腐食分布が極値分布に従うことが解析の前提条件だが，実際には

色々な要因（測定検定データの信頼性，製作時のキズ，清掃不足，腐食の進展

速度が位置によって異なる等）により従わないこともある．調査結果，極値分

布に従う確率は以下となり，3 本以上サンプリングすれば高い確率で評価ができ，

さらに，前項の最大，最小値分布から平均化することで最大値の推測信頼性は

上がると判断される． 

 ・１本  63.0～88％ ・２本  88.0～98.5% ・３本    98.5～99.9% 

さらに，数多くサンプリングすれば，信頼性は更に上がるが，逆にコストアッ

プとなるので．1 パス当たり 3～5 本が適当であると判断される．  

 

4.4.4 検定 

(1)分布検定 

 極値分布に従うか否かの検定は下記に設定した 

 ・信頼区間は，1.5σ 

 ・適合度は K.S 検定の 5％危険率で判定． 

(2)測定データの分布幅検定 

Fig.4.4.3 は測定データの分布幅と最大腐食との相関を示す． 

測定データの分布幅が小さい場合，経験上，極値解析の推定値と実測値との差

異が大きく，非常に安全サイドまたは危険サイドの評価となる．そこで，実機

との最大腐食との相関を調査した結果，測定データの分布幅が 0.75mm 以上で

あれば，極値解析の値と実測最大値間のばらつきは±0.2mm の間に入り，良い

相関が得られた．この意味することは，測定データのばらつきが小さいことは，

腐食分布が全面腐食形態であることを意味するものであり，最大値を解析する

極値統計手法は使用できないことを示している． 

なお，ここでの，妥当性判定は実測値と推定最大腐食深さとの差が 1σ以内を妥

当性良好とした． 
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Fig.4.4.3  Relationship between corrosion depth and distribution range of 

measured data 
 
 

(3)回帰直線 

   MVLUE（Minimum Variance Unbiased Linear order Statistics  

     Estimator）法を採用．採用理由は，直線回帰の方法として MVLUE 法，

最尤法，モーメント法，最小二乗法等があるが， MVLUE 法は中央値に

重みをおいて回帰しているのに対して，最小二乗法等らは全データに対し

て均等に重みをおいて回帰するので，最大値を推測する場合は推定精度が

悪いと報告されている文献(29)によった． 

(4)採用データ数 

   最適採用データ数は，加瀬(29)によって報告されている数値の 20～50 デー

タを採用した． 

(5)再帰期間 

   大きな面積の試料は小さな試料の集合と考えるが，まったく同じ環境で

は無いので，再帰期間の値は大きくなるほど精度は低下傾向となる． 

今回は，加瀬や腐食防食協会 29,30)が推奨している値の 500～8000 間とし

た． 
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4.5 推定値と実測値との比較 

Fig.4.5.1 は解析結果例を示す。Table4.5.1 は解析結果と実測との比較例を示す． 
極 値 解 析 結 果 

１．サンプリング日時                2009.7.12 
２．管財番号                     R‐E001 
３．チューブ材質                      STB340 
４．チューブサイズ(ｍｍ)                 25.4  
５．公称肉厚（ｍｍ）                     2.11 
６．極値対象のチューブ本数                   102 
７．サンプリングチューブ長さ（ｍｍ）             3500 
８．サンプルピッチ（ｍｍ）                  100 
９．サンプル数                                              35 
１０．使用年数(年)                        16.0 
１１．必要最小肉厚（ｍｍ）                               0.28 
１２．再帰期間                                              3570 
１３．推定最大孔食深さ（ｍｍ）              1.60(土 0.15） 
１４．推定最小肉厚（ｍｍ）                0.64(土 0.15） 
１５．外面側からの腐食深さ（ｍｍ）                        0.0 
 
  Ａ：   ｄ≦３０％           （d:推定最大減肉率） 
  Ｂ：３０＜ｄ≦５０％ 

Ｃ：５０＜ｄ≦７０％ 
Ｄ：７０＜ｄ≦８５％ 
Ｅ：８６＜ｄ 
Ｆ：余寿命なし 

 
現時点における最大減肉率      71.5％ 
推定余寿命年数            7.9 年 
ランク Ｄ  ⇒更新計画を作成 
 
Ｙ=７.７９Ｘ－４.２７ 

10 
 

8                              再帰期間 
          3570 

6 
 

4 
 
2 
 
0 
 

-2 
0  0.5  1.0  1.5  2.0  2.5  3.0 

  腐食深さ(mm) 
 

Fig.4.5.1 An analysis result example 

・
・・
 ・
ｻ・
ﾏ・
・



 
 

112

Table 4.5.1  An example of comparison between estimate extreme value    
and actual value 

      Item         Estimated extreme value        Actual value 

       A               1～12 point leak            3 tube leak 

       B           1～ 4 point leak        2 tube leak 

       C                  1～ 4 point leak        1 tube leak 

       D                  1～ 2 point leak     After 1 months 1 tube leak 

       F             1～       7 point leak            1 tube leak 

       G           1～  9 point leak            1 tube leak 

       H                 1～15 point leak        2 tube leak 

       I                    1～ 2 point leak             1 tube leak 

       J                    1～ 8 point leak        1 tube leak 

       K                  1～30 point leak        3 tube leak 

       L                   1～ 4 point leak     After 2 months 2 tube leak  

       M                1～ 3 point leak     After 2 months 1 tube leak 

       N             After 6 months 1 point leak       After 5 months 1 tube leak 

       O         After 2 months 1 point leak       After 8 months 1 tube leak 

P         After 3 months 1 point leak     After 3 months 1 tube leak 

 

ここで，極値解析の推定値は洩れ箇所及び余寿命を示し，実績値は洩れたチ

ューブの本数を及び時期を示した．1 本のチューブに多数の洩れ箇所がある場合

や，1 箇所しか洩れが無い場合もあるが，漏えい防止の観点から数値は異なって

いても，最大深さの推定結果は良く適合していることを示した． 

なお，今までの実績から，推定精度のばらつきは 0.5 年以内に入っている．  
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4.6 結言 

 本研究から得られた結果は以下のとおりである． 

(1)サンプリング母集団の採り方によって，推定精度は大きくばらつくことを示

し，下記方法で行えば実機との比較で腐食深さは±0.2mm のばらつき範囲，

余寿命は±0.5 年以内の精度まで推定可能とした．  

①サンプリング位置は腐食量が大きい最終出口パス． 

②最終出口パスの中のサンプリング位置はパス内周部とする． 

③サンプリング本数は 1 パス当たり 3 から 5 本をとり，最大推測値を平均化

させる． 

④測定データ分布幅は 0.75mm 以上であること． 

⑤再帰期間は 500～8000 

⑥直線回帰方法は MVLUE 法． 

⑦測定データは 20～50 データ/本数． 

⑧漏えい限界値も必要最小肉厚ではなく，その 1/2 を採用． 

⑨製作誤差も考慮し，元肉厚は公称肉厚の 6％増の値を採用 

⑩腐食進展速度は指数式を採用（係数ｎは 0.3～0.5） 

 

(2)本手法確立後，保全検査の方法をマニュアル化し循環冷却水の全熱交換器チ

ューブ設備に運用した結果，平成元年に連続運転中におけるチューブ漏えい

トラブルゼロ件を達成し，さらにその後も PM (Productive Maintenance)管

理対象の機器は漏えいトラブルゼロを22年間継続している．平成元年以前は，

実際の圧力設備(出光石油化学,千葉工場）で，毎年 3～4 件チューブ洩れトラ

ブルが発生し，設備の運転を止めて補修しており，年間約１億円程度の機会

損失を出していた．  

 

(3)寿命予測をしなければならない材料を選定するよりも，腐食しない高級材料

を選定する方が重要という考え方もあるが，この様な方式を採用すると初期

投資費用が高額となるので，ライフサイクルコストミニマムの観点から本手

法は極めて有効な手法であり，推奨する． 
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第 5 章 価供用中における圧力設備の

安全裕度評価 

5.1 緒言 

 日本の多くの石油精製・石油化学プラントは 1970 年代の高度成長期に建設

された設備を中心に，30 年を超えて稼動している経年化プラントも数多くあり，

一部の機器では 40 年に達している．このような，さまざまな履歴，特徴を持つ

プラントの安全，安定操業を維持していくことは，重要な課題となってきてい

る． 

プラントの圧力設備の安全性を確保するためには，その設計，製作技術が重

要である．国内の圧力設備の設計，製作は圧力容器関連四法（高圧ガス保安法，

労働安全衛生法，電気事業法，ガス事業法）によって性能規定化された技術上

の基準が定められ，日本工業規格（JIS）により設計の仕様規定が制定されてい

る．この JIS 規格は，国際的な圧力設備の設計規格であるアメリカ機械学会

（American Society of Mechanical Engineers: ASME）Boiler and Pressure Vessel Code 

と整合性が取られている． 

設計，製作に並ぶ重要な技術がプラントの維持技術である．維持技術は，検

査，評価，補修・取替えの 3 本柱から成っている．検査とは，供用中に発生し

た損傷を検出するための非破壊検査技術であり，評価とは，検査で検出された

損傷が，設備の健全性に影響するかどうかを破壊力学的観点から評価を行う技

術である．この評価を供用適性評価（Fitness For Service: FFS）と呼ぶ．補修・

取替えとは，供用適性評価の結果，健全性に影響すると判断された損傷につい

て補修・取替えを行う技術である．これらの技術は，個々の圧力設備に対し，

一律のメンテナンスを行うのではなく，設備の種類，履歴，損傷の種類，部材

の強度に応じた最適な判断指標を提供するものである． 

国内の石油精製・石油化学工業の圧力設備分野では，これらのプラント維持

技術について設備の使用状況等に応じた体系的な規格の作成，運用を目指して

いる．その中でも，石油連盟/石油化学工業協会主催の供用適性評価研究会（FFS
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研究会）では，ASME とアメリカ石油協会（American Petroleum Institute: API）

とが合同で作成した維持規格 API 579-1/ASME FFS-1(38)（以下，API/ASME 

FFS-1）に参画し，FFS 評価についてさまざまな活動を行っている． 

本研究では，FFS 評価の導入を目指すにあたって，まず石油精製･石油化学工

業における圧力設備の設計基準と維持基準の関係を整理する．次に，FFS 評価

のうち減肉損傷評価について技術背景を調査し文献等から今まで明確でなかっ

た安全裕度を評価する．更に，破壊試験および実機での減肉を有限要素法（Finite 

Element Method: FEM）により検証比較を行い，圧力設備の安全裕度を明らか

にすることを目的としている． 

 

5.2 設計基準と維持基準 

FFS 評価を含む維持基準の導入を目指すためには，設計基準の考え方との関

係を整理する必要がある．一般的な思想として，「モノは製作時のままでなけれ

ばならない」という考え方が存在する．しかし，モノは必ず損傷，劣化を生じ

る．本質的には損傷，劣化を避けられないモノを安全かつ継続的に供用してい

くための基準が維持基準である．ここでは圧力設備の設計基準と維持基準に分

けてそれぞれどのような思想で安全を確保しているのかを述べる． 

 

5.2.1 設計基準 

圧力設備の設計基準は，公式による設計(Design by rule)と解析による設計

（Design by analysis）に分類される．公式による設計では，起こりうる全ての

破壊モードを想定せずに塑性崩壊で代表させて大きい安全係数（Safety factor : 

S）を設定し，他の破壊モードに対する安全性を確保している．圧力設備の塑性

崩壊とは，荷重を負荷していったときに，シェルが全断面降伏して荷重の増加

が無い状態で変形が進行しうる状態である．ここでの安全係数（S）とは，基準

強度（ c ）を確定値としたとき，許容応力（allowable stress  ）を次のように

制限する係数のことである． 

S
c                   (5.1) 

一方，解析による設計では，起こりうる全ての破壊モードを想定し，詳細応

力解析を実施して，応力制限と温度制限を行い，公式による設計よりも安全係

数を小さく設定できる． 
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Fig. 5.1.1 は公式による設計，解析による設計の例として国内の設計規格であ

る JIS B8265(88)，B8266(84)，B8267（85）の非クリープ域での基準応力と安全係

数を示す．なお，σuts は材料の引張強さ，σｙｓは材料の降伏応力である． 

設計基準において許容応力式に定義されている安全係数は，運転状態の予測

に基づいて設定されるものであり経験的なものである．全ての破壊モードに対

して安全性を確保するために大きなマージンを取らざるを得ないが，許容応力

という一律の考え方を導入することで，設計で必要な圧力設備の肉厚が一意に

決まり，労力を軽減できるという利点もあり，これを安全率としている． 

Fig.5.1.1 で言えば，引張応力の１/4 ,1/3.5,1/3 が相当する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.1.1  Normative stress and design factor 
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5.2.2 維持基準 

維持基準の役割は設計時の予測が正しかったかどうか確認し，安全，安定操

業を継続していくことである．実績データを集めることで，想定する破壊形態

をある特定の破壊モードに特定して安全係数を設定する．したがって，全ての

破壊モードを考慮した設計基準と維持基準の安全係数は異なる値となる．さら

に，「基準強度に対する安全係数」という考え方自体も維持基準では見直され，

破壊モードや損傷の種類等に応じて合理的な安全確保の考え方が採用される． 

API/ASME FFS-1(38)における減肉損傷評価では，破壊モードを塑性崩壊に特

定し，安全確保を評価する指標として，残存強度係数（Remaining Strength 

Factor: RSF ）を用いる． 

UC

DC

P

P
RSF                   (5.2) 

ここで，PDCは減肉損傷を受けた設備の塑性崩壊荷重，PUC は健全な設備の塑

性崩壊荷重である．RSF は減肉損傷を受けた設備の塑性崩壊に対する強度がど

れだけ残存しているかを表すものである．例えば RSF =0.8 とは，減肉損傷を受

けた設備に 80%の強度が残存していることを表しており，言い換えると 20%強

度が低下したといえる．RSF を最大許容運転圧力（Maximum Allowable 

Working Pressure: MAWP ）という概念と組み合わせることで次のように設備

の安全性評価を行う． 

tc決定の決定 

式(5.3)，(5.4)のどちらかを利用して評価に用いる肉厚ｔｃを算出する．ｔｃは

将来における健全な部位の実肉厚を表す． 

FCALOSStt nomc                  (5.3) 

FCAtt rdc                   (5.4) 

ここで，tnomは公称肉厚，LOSS は建設から評価時までの一様減肉量，trdは減

肉から離れた位置での肉厚，FCAは将来腐食しろである． 

MAWP の決定 

次式により MAWP を求める（設備が円筒容器の場合）． 

c

ca

tR

Et
MAWP

6.0



                (5.5) 

ここで，σa は設計時の許容応力，E は設計時の溶接継手効率，R は内半径で

ある．この MAWP の意味するところは減肉損傷を受けていない設備を想定した
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ときの仮の最大許容運転圧力である． 

MAWPrの決定 

次式により減肉損傷を受けた設備の最大許容運転圧力（reduced permissible 

Maximum Allowable Working Pressure: MAWPr ）を定義する． 

ar RSFRSFforMAWPMAWP               (5.6) 

a
a

r RSFRSFfor
RSF

RSF
MAWPMAWP               (5.7) 

ここで，RSFaは RSF の許容値である． 

API/ASME FFS-1(38)では減肉損傷を受けた圧力設備は MAWPrの圧力以下で

運転することが許される．式(5.6)は， aRSFRSF  である限り，減肉損傷を受けて

いない設備と同じ最大許容運転圧力を MAWPr として定めるものである．つま

り，RSFa の強度が残存していれば安全性に問題は無いと考える．式(5.7)は，

aRSFRSF  のときは減肉損傷を受けていない設備の MAWP に対し，RSF を乗じ

ることによって減肉損傷による強度低下分を MAWPrに転嫁し，RSFaで除する

ことによって許容されている強度低下分を MAWPr に上乗せするものである．

これは， aRSFRSF  となった減肉においても MAWPr を低下させることにより，

RSF = RSFa のときと同等の塑性崩壊荷重に対する安全マージンを確保するも

のである． 

API/ASME FFS-1(38)において RSFaは保守的な値として 0.9 としている．こ

の値の意味するところは，「維持基準では減肉損傷を生じることによる 10%強度

低下を許容する」である．API/ASME FFS-1(38)では 10%の根拠として，設計基

準における一次局部膜応力の定義を挙げている．ASME Boiler and Pressure 

Vessel Code Sec. VIII Div.2(44)では次の記述がある．なお，国内の設計基準であ

る JIS B8266(84)にも同様の以下の記述がある． 

「設計荷重によって生じる一次局部膜応力強さに対する許容値は mkS5.1 とする． 

ここで局部とは1.1Sｍを越える一次膜応力強さの範囲が子午線方向に1.0√RT以

内でその領域から子午線方向に 2.5√Rmtm の範囲内に mS1.1 を越える一次膜応力

強さが存在しない場合をいう．ここに，Sm は材料の許容応力（設計応力強さ），

k は許容応力に乗じる割増係数，R は当該部の法線半径（中立面から中立軸まで

の法線距離），t は当該部の最小厚さ，Rm，tm は一次局部膜応力強さが Sm を超

える部分の法線半径の平均及び最小厚さの平均．」 

このように，設計基準では局部周辺で膜応力が 10%上昇する範囲は無視して
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おり，RSFa =0.9 は設計基準と整合を取る形で説明がされている． 

 

5.3 減肉損傷の供用適性評価 

前項では設計基準と維持基準の関係を整理し，維持基準における減肉損傷の

安全性評価方法について述べた．本項では，減肉損傷評価で重要である減肉損

傷を受けた圧力設備の塑性崩壊荷重について述べる．ここでは設備の形状を円

筒容器，荷重は内圧のみと仮定する． 

 

5.3.1 健全な容器の塑性崩壊 

健全な容器は，シェルにかかる応力が流動応力に達したときに塑性崩壊する

と考える．塑性崩壊荷重 UP は薄肉円筒を仮定し，内径基準で考えたとき，流動

応力 σｆlow，内径 iD ，肉厚 tを用いて，以下の式で表される． 

flow
i

U

D

t
P 2

                  (5.8) 

また，厚肉円筒を仮定したときには以下の Nadai(75)が提案した式がある． 











i

o
flow

U

R

R
P ln

3

2                  (5.9) 

ここで，Ro は外半径，Ri は内半径．流動応力は，一般には降伏応力 σｙｓと引

張強さ σuts の平均値(σｙｓ＋σuts)/2 が用いられるが，材料毎や破壊試験の結果とよ

く合うように種々の提案がある． 

 

5.3.2 軸方向貫通き裂を有する円筒容器の塑性崩壊 

減肉を有する円筒容器の塑性崩壊荷重推定手法の基礎は，貫通き裂を有する

耐圧円筒の解析に基づいたものである．軸方向に貫通き裂を有する円筒の内圧

による破壊時の周方向応力は，き裂を含む平板から得られる破壊応力より低く

円筒は平板より弱い．これは，円筒は内圧による円周方向応力を受けるだけで

なくき裂のまわりで膨れ（bulging）を生じるような曲げを受けるためである．

Folias は，軸方向貫通き裂を有する薄肉円筒の応力拡大係数の解析(55,56)を行い，

円筒の破壊応力と平板の破壊応力の関係を理論的に見出した． 

1**  MH                  (5.10) 
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1
2 2

1 1.61
C

M
Rt

 
  
 

               (5.11) 

ここで，σ＊ Hは円筒容器の破壊応力，σ*は平板の破壊応力，C は軸方向き裂

長さの 1/2，R は内半径，t は肉厚である．M は Stress amplification factor，

Bulging factor，もしくは，Folias factor と呼ばれ，材料特性には依存せず，円

筒とき裂の形状によって定まるものである．Folias(55,56)は応力拡大数計算を元に

した弾性計算により M を求めたが，Hahn(57)は，靭性が中程度，もしくは高靭

性の材料にも適用するために，塑性域を考慮した破壊応力についても，Folias

の導いた M を元に提案している．その中で，Hahn(57)が提案した高靭性材料の

円筒の破壊応力 σｆについては流動応力を用いて以下のように表される． 

1 tflowf M              (5.12) 

1
2 2

1 1.61t

C
M

Rt

 
  
 

               (5.13) 

Hahn の提案した高靭性材料の破壊応力式は，係数 Mt に Folias の提案した

Bulging factor と同様の式を採用している．この他にも Mtには種々の提案がな

されている． 

 

5.3.3 表面き裂を有する円筒容器の塑性崩壊 

Fig.5.3.1は軸方向に生じた表面き裂モデルを示す.貫通き裂を有する円筒容器

の塑性崩壊に対し，表面き裂を有する円筒容器の塑性崩壊は貫通き裂の解析で

のＭｔを用いて定式化される．大規模降伏条件下で破壊する耐圧円筒の破壊応力

は全体崩壊の式と局部崩壊の式の 2 種類が存在する． 

 

 

 

 

Fig. 5.3.1  Longitudinal crack-like flow model 
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破壊応力
*

f は次式で表される． 

* 1
f flow sM                              (5.14) 

ＭＳは表面き裂に対する形状補正係数でありＭｔを用いて表される．局部崩壊式

と全体崩壊式は次式で表される． 

・局部崩壊式 

 

t

t
t

s R

R
M

M




1
1

1

                           (5.15) 

・全体崩壊式 

 t
t

t

s

R
M

R
M




1
1

1
                          (5.16) 

t

d
Rt 1  ：残存肉厚比 

ここで，Rt は残存肉厚比，d はき裂深さ，t は肉厚である．両者の大きな違い

は d→t のときの Msの挙動である．局部崩壊式の Msは d→t で Ms→∞となり破

壊応力は 0 に収束する．全体崩壊式の Msは d→t で Mtとなり破壊応力は貫通き

裂の破壊応力値に収束する．表面き裂の場合，局部崩壊荷重に達すると板厚を

貫通して貫通き裂の状態になる．全体崩壊荷重に達すると円筒胴は軸方向にも

破壊する． 
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5.3.4 減肉を有する円筒容器の塑性崩壊 

Fig.5.3.2 は円筒容器の減肉形状を長手方向に投影したモデルを示す． 

減肉形状を長手方向に投影したき裂と等価と考えると，き裂が減肉に変わっ

ても塑性崩壊荷重の算出式は基本的に変わらない．ただし，き裂においては[局

部崩壊＝表面き裂の貫通]，[全体崩壊＝容器の軸方向破壊]と区分することがで

きたが，減肉では「き裂の進展」という概念が無いため，こういった区分がで

きない．また，き裂を有する円筒容器の塑性崩壊を表す式を，三次元的広がり

を持つ減肉を有する円筒容器の塑性崩壊を表す式としてそのまま扱うことは，

必ずしも現実に近い結果が得られるとは限らない．したがって，減肉を有する

円筒容器の塑性崩壊を表現するために，式(5.13)におけるＭＳに対応する係数を

見出す必要がある． 

API/ASME FFS-1 がＭＳに対応する係数として採用した考え方は式(5.2)で定

義した RSF を用いた方法である．Ｍｓ
－１が RSF に対応する．API/ASME FFS-1

では規格に採用する RSF 式を定めるために合計 32 種類の評価式を挙げ最適な

手法を検討した．次頁にその検討内容を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5.3.2  Projection of local thin area in cylindrical component 
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(1)破壊試験，FEM 解析結果の収集 

1000 近い破壊試験，FEM 解析結果を収集し，容器形状，減肉形状，破壊圧

力を整理した． 

(2)塑性崩壊荷重の算出 

(1)で整理したそれぞれの試験，解析条件（容器形状，減肉形状）に対し，32

種類の評価方法によって RSF を算出し塑性崩壊荷重を求めた．減肉を有する

圧力設備の塑性崩壊荷重は式(5.2)から次式を導いて求めた． 

RSFPP UCDC                             (5.17) 

ここで，健全な圧力設備の塑性崩壊荷重 PUC については(5.8)や(5.9)で示した

流動応力を用いる方法を採用し，API/ASME FFS-1 では，Svensson の提案

する式を用いている． 

























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o
n

utsUC R

R

nn

e
P ln

227.0

25.0                   (5.18) 

ここで，n は材料の加工硬化指数である．Svensson の式は Nadai の式の変形

であり，近似的に流動応力を引張強さと加工硬化指数を用いて求めたもので

ある． 

 

(3)破壊試験，FEM 解析結果と RSF 算出式から求めた塑性崩壊荷重との比較 

（1）で収集した試験，解析結果と（2）で算出した塑性崩壊荷重を比較して

32 種類の方法から最も試験と解析結果に合致する式を検討した． 

 

上記の検討によって採用された RSF は以下の式である（API/ASME FFS-1 

Part5 Level 1）． 

 t
t

t

R
M

R
RSF




1
1

1
                      (5.19) 

ここで， 

c

mm
t t

FCAt
R


  ：残存肉厚比 
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ａ)円筒容器の場合 

     
    101098

8775645

432

104656.1105631.1

101553.7108462.1109570.20030540.0

020890.0096420.029090.0014195.00010.1















tM

 (5.20) 

ｂ)球形容器の場合 

2

2

011067.050144.00.1

32409.049001.00005.1







tM              (5.21) 

cDt

s285.1
                 (5.22) 

mmt  ：最小測定肉厚 

FCA  ：将来腐食しろ 

s  ：軸方向減肉長さ 

ct  ：減肉部から離れた場所での健全な肉厚 

D  ：容器の内径 

式(5.19）は，表面き裂の局部崩壊式(5.15)の Ms の逆数と同じ形をしている．

ただし Mtについては，Jannele(71-73)らが行った弾塑性解析結果をフィッティン

グすることで導出されている． 

 

5.3.5 曲げ荷重に関する評価 

これまで内圧を受ける設備についての評価手法を述べたが，曲げ荷重を受け

る設備についても評価を行う必要がある．API/ASME FFS-1 Part 5 では，Level 

1 評価においては，曲げ荷重を受ける設備は適用不可としているが，Level 2 評

価では，曲げ荷重の影響を評価するために材料力学に基づいた断面係数による

評価式を与えている．内圧による周方向応力，内圧，運転荷重および地震力に

よる軸方向応力より算出されたミーゼス相当応力によって評価している． 

本報では詳細を割愛するが，API/ASME FFS-1 の曲げ荷重に関する評価によ

って，地震荷重に対する評価を行うことが可能である． 
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5.4 従来の研究(文献)からの安全裕度評価 

前項では，減肉損傷評価で重要である減肉損傷を受けた圧力設備の塑性崩壊荷

重について述べた．API/ASME FFS-1 は，き裂評価を減肉損傷評価へ拡張する

ために破壊試験や FEM シミュレーション結果から経験的に算出式を定めてい

る．これらは API RP579 Fitness For Service 作成の中心的人物である Osage

らにより論文 WRC Bulletin 465(61)や WRC Bulletin 505(71)及び WRC LLL

（WRC505 のドラフト）(72,73)に検討結果が記載されているので，これらの文献

から安全裕度について述べる． 

尚，本項では安全率及び安全係数と類似する二つの用語を使い分けている． 

それぞれの定義は以下の通りである． 

・安全率；設計規格で引張強度から許容応力を設定する際に使用する応力の低

減の程度．1999 年以前の ASME(43-44)は 4.0,1999 年以降の ASME は 3.5．日

本では高圧ガス保安法が 2002 以降は一部 3.5 としているが，その他の法律は

4.0 のままである． 

・安全係数；破裂試験による実破壊圧力と，強度計算上の最高許容圧力（MAWP）

の比（破壊圧力／MAWP）．その容器の実際の破壊までの余裕度を表す． 

 

5.4.1 破壊安全性の検証 

以下の手順で FFS 手法の技術的妥当性検証を行う． 

・きずのある容器の FFS 評価（残存強度係数 RSF を求める） 

・破壊圧力と最高許容圧力 MAWP の予測 

・実物の破壊圧力，有限要素解析結果（引張破断強度まで負荷）との比較 

(1)WRC Bulletin 465(61) 

Fig.5.4.1 は 各 FFS 手法ごとの再定格 MAWP と破壊圧力の比を示す．このよ

うな実機破壊試験のデータのサンプルはガスパイプラインから腐食した部分を

取り出し破裂試験に供した．その数は 107 である． 

また，Table 5.4.1 はこれらのデータの統計量（平均値，標準偏差，最小値，最

大値）を示す．Fig.5.4.2 はこのデータから上述と同じ 95%予測下限を試算した

値を示す． 
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    Fig. 5.4.1 Ratio of Burst Pressure to Re-Rated MAWP by WRC465 

 

Table 5.4.1 Burst test results statistics in WRC465 

Model 平均値μ 標準偏差σ Min. Max. 
95%予測下限μ-1.964σ 

（追加） 

ASME 31G 4.62 2 2.29 14.02 0.692 

Mod. B31G 4.56 1.17 2.35 8.12 2.26212 

RSTRENG 3.94 0.85 2.28 6.84 2.2706 

Chell 4.31 1.04 2.28 7.75 2.26744 

Kanninen 7.69 2.84 4.13 14.26 2.11224 

Ritchie 4.19 1.15 2.28 8.25 1.9314 

Sims RTA 5.63 1.93 2.88 11.84 1.83948 

Sims Narrow LTA 5.49 1.64 3.38 11.08 2.26904 

Sims Wide LTA 5.05 1.47 2.63 10.25 2.16292 

API 579 Level 1 5.05 1.47 2.63 10.25 2.16292 

API 579 Level 2 3.9 0.77 2.28 6.04 2.38772 
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Fig. 5.4.2 MAWP ratio statistics by data in WRC465 

 

以上の結果，ASME B31G（ばらつきが大きい）を除き，破壊圧力に対する再

定格 MAWP の安全係数マージンは概ね 2 倍以上である． 

 

(2)WRC Bulletin 505(71) 

WRC505 ではさらに実機破壊試験並びに FEM 解析も実施している． 

(a)きずのある容器のFFS評価 

Table 5.4.2 はいままで検討された 32 種類の FFS 手法を示す． 

これらの手法を使用して MAWP を計算するための RSF を求めている．なお，

Method1～25 は WRC LLL に記載された手法であり Method26～32 はその後

WRC505 において追加検討された手法である． 

Method 8（API510）と Method 9（API653）は測定肉厚のみ求める方法のた

め，測定肉厚から直接再定格 MAWP を求める． 
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Table 5.4.2 LTA Assessment methods 

Method Description 

1 API-579 Section 5, Level 1 Analysis ･ B31.G surface correction, rectangular area, API level 1 Folias factor

2 API 579 Section 5, Level 2 Analysis ･ B31.G surface correction, effective area, API level 2 Folias factor 

3 API 579 Section 5, Level 2 Analysis ･ B31.G surface correction, exact area, API level 2 Folias factor 

4 Modified B31-G Method ･ B31.G surface correction, 0.85dl area, AGA Folias factor 

5 Modified B31-G Method (RSTRENG) ･ B31.G surface correction, effective area, AGA Folias factor 

6 Modified  

7 Original B31-G Method ･ B31.G surface correction, parabolic exact area, B31-G Folias factor 

8 Thickness Averaging ･ API 510, 8th Edition 

9 Thickness Averaging ･ API 653, 2nd Edition 

10 British Gas Single Defect Method ･ B31.G surface correction, exact area, BG Folias factor 

11 British Gas Complex Defect Method ･ B31.G surface correction, exact area, BG Folias factor 

12 Chell Method ･ Chell surface correction, exact area, B31-G Folias factor 

13 Osage Method - Chell surface correction, effective area, D/t dependent Folias factor 

14 API-579 Level 1, Hybrid 1 Analysis ･ Chell surface correction, rectangular area, API level 1 Folias factor 

15 API-579 Level 2, Hybrid 1 Analysis ･ Chell surface correction, effective area, API level 2 Folias factor 

16 API-579 Level 1, Hybrid 2 Analysis ･ Chell surface correction, rectangular area, BG Folias factor 

17 API-579 Level 2, Hybrid 2 Analysis ･ Chell surface correction, effective area, BG Folias factor 

18 API-579 Level 1, Hybrid 3 Analysis ･ Chell surface correction, rectangular area, JO Folias factor 

19 API-579 Level 2, Hybrid 3 Analysis ･ Chell surface correction, effective area, JO Folias factor 

20 Battelle Method ･ B31.G surface correction, rectangular area, Battelle Folias factor 

21 BS 7910 Appendix G (Isolated Defect) ･ B31.G surface correction, rectangular area, BG Folias factor 

22 BS 7910 Appendix G (Grouped Defect) ･ B31.G surface correction, rectangular area, BG Folias factor 

23 Kanninen Equivalent Stress - B31.G surface correction, rectangular area, shell theory Folias factor 

24 Shell Theory Method ･ Chell surface correction, exact area, shell theory Folias factor 

25 Thickness Averaging ･ API 579, Level 1 

26 Thickness Averaging ･ API 579, Level 2 

27 Modified API 579 Section 5, Level 2 Analysis - B31.G surface correction, rectangular area, Modified API Folias 

factor 

28 API 579 Section 5, Level 2 Analysis - B31.G surface correction, effective area, Modified API Folias factor 

29 Janelle Method ･ rectangular area 

30 Janelle Method ･ effective area 

31 Fitnet Analysis - B31.G surface correction, rectangular area, B31-G Folias factor 

32 Fitnet Analysis - B31.G surface correction, effective area, B31-G Folias factor 

Note 1: Method 8 と 9 で平均肉厚法を採用している以外は，全て RSF を求める． 
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Table 5.4.3  Safety factor calculated by each design code 
Design Code Equipment Fys Futs 

ASME Section VIII, Division 1(Post 

1999) 

Pressure Vessels 

2/3 2/7 

ASME Section VIII, Division 1(Pre 

1999) 

2/3 1/4 

ASME Section VIII, Division 2 2/3 1/3 

AS 1210 1 1/4 

BS 5500 1 1/2.35 

CODAP 1 1/3 

ASME B31.1  Power Piping 2/3 1/4 

ASME B31.3 Process Piping 2/3 1/3 

ASME B31.4 Liquid Piping 0.72 1 

ASME B31.8, Class 1, Division I 

Gas Piping 

4/5 1 

ASME B31.8, Class 1, Division II 0.72 1 

ASME B31.8, Class 2 3/5 1 

ASME B31.8, Class 3 1/2 1 

ASME B31.8, Class 4 2/5 1 

API 620 Atmospheric Storage 

Tanks 

3/5 3/10 

API 650 Low-Pressure Storage 

Tanks 

2/3 2/5 

※）表中，ASME B31.4, B31.8 の Futs(引張強度ベースの安全率)=1 となっているのは，引張

強度では規定せず，降伏応力のみで許容応力を規定していることを意味する． 

 

・許容応力 σaの計算 

Table 5.4.3 は設計コード毎の安全係数を示す．この様に 設計コードごとに

安全率等が異なるためσaやσaの関数であるRSF及び再定格MAWPも異なる． 

・残存強度係数 RSF の計算 

上記で計算した σaとTable 5.4.1に示す各FFS手法によりRSFを計算する． 
 

(ｂ)破壊圧力及びMAWPの予測 

Table 5.4.4 は上記で求めた σaと RSF を用いて破壊圧力ならびに MAWP を 

予予測する方法を示す．再定格 MAWP に用いる許容残存強度係数 RSFa は，

0.7，0.75，0.8，0.85，0.9，0.95 及び 1.0 である． 
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Table 5.4.4 Prediction method for rupture and allowable pressure  

 
健全な容器 きずのある容器 

予測値 予測値 破壊試験

破壊圧力 R

t
P uts

0   

（薄肉円筒の式）  

00 PRSFP f    fP  

最大許容 

使用圧力 

MAWP 

tR

t
MAWP a

6.00 



 

（ASME Ⅷ-1 の式） 

（特定則も同じ） 

再定格 MAWP 

00 MAWP
RSF

RSF
MAWP

a

f  (RSF < RSFa) 

0MAWPRSF  (RSF > RSFa) 

 

※ 変数，数式の形状の見かけは比較しやすさを考慮して各引用文献から変えている． 

 

(c)破裂試験およびFEM解析結果の比較 

Table 5.4.5は破裂試験およびFEM解析結果が記載されたデータベースの概要

を示す．Failure Ratio と MAWP Ratio を式（5.23）と(5.24)で定義し，実物容

器の破裂試験と FEM 解析結果の 1,000 ケース近いデータサンプル数（旧版では

842 件(72)，最新版では 775 件(73)（著者の一人である J.L.Janelle 氏による．お

よび ASME PVP2000 の同様文献(74)では破裂試験 309 件＋FEM 解析 518 件と

なっている）と比較している． 

・ Failure Ratio 

各 FFS 手法の正確さそのものの検証．この比が 1.0 以上かつ限りなく近づ

く，かつ，ばらつきが少ないほど，予測精度が高いと言える． 

f

f

P

P
RatioFailure

0

_ 









予測された破壊圧力

破裂試験の破壊圧力
                  (5.23) 

・MAWP Ratio 

各 FFS 手法によって得られる MAWP の安全係数の検証．最新版の WRC 

LLL(73)においては，再定格 MAWP の算出に用いる手法は Method 2 に統一さ

れている． 

f

f

MAWP

P
RatioMAWP

0
MAWP

_ 









再定格

破裂試験の破壊圧力                  (5.24) 

 

Fig.5.4.3 は解析結果の整理方法を示す． 
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Table 5.4.5 LTA database description 
Database 

Identification 

Database Description 

LTA_1 “Continued Validation of RSTRENG”, prepared for PRC International by 

J.F.Kiefner, P.H.Vieth, and I.Roytman 

- 192 Cases 

- Complex shaped defects in pipes subject to burst tests 

LTA_2 “Final Reports of Research for MPC Fitness-Foe-Service Phase I Sponsored 

Srudies of Local Thin Areas”, prepared for The Materials Properties Council

- 52 Cases 

- Defects in two pressure vessels subject to burst test 

LTA_3 “Failure of Corroded Line Pipe (1) – Experimental Testing”, by B.Fu and D.Q.Vu

- 65 Cases 

- Machined defect subject to burst tests 

LTA_4 “Failure of Corroded Line Pipe (2) – Numerical Analysis”, by B.Fu and J.P.Noble

- 518 Cases 

- FEA Models run to ultimate stress 

LTA_Burst Composed of databases 1-3 

LTA_FEAI Composed of 32 FEA calibration cases from database LTA_4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5.4.3  The rearranging method of the analysis result 
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5.4.2 FF手法の検証  

Table 5.4.6 は各 FFS 手法の比較を示す．これら手法の中で，Method 2，即ち

API579 Section 5, Level 2 による手法の Failure Ratio の平均値は 1.0209 でほ

ぼ 1 に近く，標準偏差も 0.1498 で全 32 手法中最小レベルである，したがって

API579 Section 5, Level 2 に採用されている本手法が最も正確で適切であると

言える． 

 

Table 5.4.6 Failure Ratio Statistics for Method Validation 
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尚，表中では，Method 3 や Method 6 の平均値はさらに 1 に近く標準偏差も

小さいが，これらは exact area 法を用いており実際に機器で観察される複雑な

断面形状の減肉の評価の場合には精度が低下することから不採用としている． 

全体としては Effective method 法を採用している Method 2 が実用面を含めて

最も優れていると言える． 

・exact area（実面積）法； 

実際の減肉形状の断面積をそのまま用いて RSF を求める方法．形状変化の

激しい減肉形状の影響を受けにくい．なだらかな減肉と局部的に深い減肉

でも面積が同じなら RSF は同じになり，局部的に深い減肉の影響を考慮で

きない． 

・effective area（有効面積）法； 

局所的な RSF を求め，その最小値を全体の RSF としている．形状変化の

激しい減肉形状の影響を考慮できる． 

 

設計コード毎の MAWP Ratio を各 FFS 手法について検証する．尚，WRC LLL

の旧版と最新版ではデータ整理の方法が異なっているため，以下に各々の概要

を述べる． 

(1)WRC LLL 旧版によるデータ整理(72) 

Fig.5.4.7 と Fig.5.4.8 は box and whisker plot（箱ひげ図）の概念を示す． 

WRC LLL 旧版（72）および ASME-PVP2000 発表分(74)では box and whisker 

plot（箱ひげ図）によって整理している．が WRC LLL では Fig.5.4.8 のよう

に整理し，各設計コード毎かつ Method 1～25 ごとの多数の図が収録されてい

る．   

Fig.5.4.9はASME Section Ⅷ, Division 2による許容応力を用いた全破裂試

験結果との比較を示す． 

この様に，API 579 の局部減肉評価手法である Method 1～2 では概ね 95％以

上のデータが 2 倍以上の安全係数を持っていることが判る． 
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（←　外れ値　＝　第3四分位点＋1.5h以上にデータがある場合）

←　最大値

←　第3四分位点

←　第1四分位点

←　中央値

←　最小値

（←　外れ値　＝　第1四分位点－1.5h以下にデータがある場合）

この範囲に全体の
50％の数のデータ
が含まれる。

h

 

Fig. 5.4.7  General description of box plot 

 

 

 

←　95パーセンタイル（下から95％番目のデータの数値）

←　90パーセンタイル（下から90％番目のデータの数値）

←　第3四分位点

←　第1四分位点

←　中央値

←　10パーセンタイル（下から10％番目のデータの数値）

←　5パーセンタイル（下から5％番目のデータの数値）

この範囲に全体の
50％の数のデータ
が含まれる。

この範囲に全体の
80％の数のデータ
が含まれる。

この範囲に全体の
90％の数のデータ
が含まれる。

 

 

Fig. 5.4.8  Description of box plot in the draft WRC LLL 
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      Fig. 5.4.9 Comparison between MAWP and Actual Burst Pressure 

 (ASME VIII-2,RSFa=0.9)  

(2)WRC LLL 最新版によるデータ整理(73) 

Fig.5.4.10 は 95％予測区間の母集団分布の概念図を示す． 

WRC LLL 最新版(73)は RSF を求める手法として Failure Ratio による比較で

精度が高いと確認された Table5.4.6 の Method 2 (API579 Level 2, effective 

area 法)に統一している．更にそれぞれの MAWP Ratio に対応するデータ数

の分布が正規分布に近づくと仮定し，検証に用いた既知の実験データ（サンプ

ル）から未知の母集団の真の分布を統計的手法で推定している．すなわち，

「95%予測区間（全体の 95%が含まれると予想される区間）の下限値 μ－

1.964σ」を求めている（μ：平均値，σ：標準偏差）．これは，この下限値以上

の範囲に全体の 95+2.5＝97.5%のデータが含まれると予想されることを意味

する．  

Fa
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 / 

M
A

W
P

 

Method Number
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(a) サンプルの分布（イメージ・文献のデータではない）

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5MAWP Ratio

確
率

密
度

 

サンプル（既知）から母集団（未知）の推定 

(b)  推定された母集団の分布

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5MAWP Ratio

確
率

密
度

95％予測区間
（ この範囲に全体の9 5 ％が含ま れると予測される）

μ-1.964σ μ+1.964σμ μ+σμ-σ

この下限値を推定

2.5％2.5％

 
Fig. 5.4.10 Conceptual Diagram for 95 % Lower Limit of MAWP Ratio 
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その結果として 0.7 から 1.0 までの RSFa に対応した 95%予測下限を示した図

を設計コードごとに収録している．Fig.5.4.11 は ASME Section Ⅷ, Division 1

による許容応力が変わった 1999 年（安全率が 4 から 3.5 に変更）の RSFa と

MAWP の関係を示す．Fig.5.4.12 は安全率で再整理した関係を示し，Fig.5.4.13

は RSFa で再整理した関係を示す． 

（安全率 4.0）

（安全率 3.5） 

Fig.5.4.11 Comparison of MAWP ratio with allowable stress by ASME 

VIII-1 (upper: Safety Factor=4.0, lower: Safety Factor=3.5)   

Pre 1999 

Post 1999 
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安全率 2.35 (BS 5500)

安全率 2.5 (API 650)

安全率 3 (VIII-2, B31.3,
CODAP)

安全率 3.33 (API 620)

安全率 3.5 (VIII-1 post99)

安全率 4 (VIII-1 pre99,
B31.1, AS1210)
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Fig. 5.4.12  Relation between RSFa and MAWP ratio for each safety factor  

                    (Tensile strength basis) 
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Fig. 5.4.13  Relation between safety factor and MAWP ratio for each RSFa 

                   (Tensile strength basis) 
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Table5.4.7 は WRC505(71)が MAWP Ratio の統計値として平均，標準偏差，95%信

頼上限・下限を示す．ここで示した数値は ASME Section VIII, Division-1（安全率

4）の場合である．  

Table 5.4.7 MAWP ratio statistics in WRC505 
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5.4.3 検証結果の考察 

Fig.5.4.14 は破壊圧力（理論値）と破壊圧力（実際）との精度や安全係数の概

念図を示す． 

 

Fig. 5.4.14 Conceptual diagram for pressure comparison meaning of (1), (2) 

and (3) is referred to4.1 

 (1)健全な容器の安全係数 

WRC LLL で Osage らが使用した数式（応力として引張強度 σutsを使用）

を用いた場合，健全な容器の破壊圧力と許容圧力の比（MAWP ratio）を考え

ると理論的には以下のとおりほぼ設計時の安全率と等しいことが予想される． 

健全な容器の破壊圧力
R

t
P uts

0                  (5.25) 

健全な容器の許容圧力
tR

t
MAWP a

6.00 



              (5.26) 

a

uts

t

tR

R

t

MAWP

P
RatioMAWP


 6.0

 
0

0 
 安全率






 

R

t

a

uts 6.01

         (5.27) 

ここで上記の(5.27)において，例えば内径 R=1,000mm，肉厚 t=10mm の容

器の場合，1+0.6(t/R)=1.006 である． 

一方，ASME Section VIII Div. 1 により安全率 4.0 で設計・製作された実物

P
re

ss
ur

e
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の容器の破裂試験を実施したレポート(65)では，試験容器の安全係数は理論値

（安全率）4.0 に対して 3.0～4.5 のばらつきで平均 3.7 であり，その下限値は

理論値に対して約 75%程度であったと報告されている． 
 

(2)きずのある容器の安全係数 

一方，きずのある容器の破壊圧力と許容圧力の比（MAWP ratio）を考える

と理論的には以下のとおりであり，RSFa の分だけ目減りした値となる． 

まず，きずのある容器の破壊圧力 P0fは 

00 PRSFP f                              (5.28) 

また，きずのある容器の許容圧力 MAWP0fは 

00 MAWP
RSF

RSF
MAWP

a

f                          (5.29) 

したがって，式（5.28）及び（5.29）より 

0

0

0

0

MAWP

P
RSF

MAWP

P
af

f

  設計時の安全 aRSF               (5.30) 

従って安全率 4.0，RSFa=0.9 とした場合，きずのある容器の MAWP ratio

は 0.9 ×4.0 = 3.6 と理論上はなるはずである． 

ところが，実際には再定格 MAWP と実物の破壊圧力の間に 2～6 倍のばら

つきがある．ASME Section VIII, Division1 設計の容器の場合，その 95%予

測下限値は 2.8 であり理論値に対して約 77%であった． 

ところで，Osage らによる WRC LLL では破壊圧力の予測式(5.25)で引張強

度 σutsを用いているが，実際の破壊は流動応力支配である．流動応力の定義に

は諸説があるが，ラインパイプのように高降伏応力鋼材に当てはまる σf = 1.1

σys，ならびに一般的に知られている流動応力 σf = (σuts + σys)/2 を σutsの代わ

りに用いて破壊圧力の予測値を再計算した．例えば，圧力容器材料としてよく

使用される A516Gr.60 の場合，引張強度 σuts = 415 MPa，降伏強度 σys = 220 

MPa なので，安全率 4 の場合許容応力 σa = 415/4 = 104 MPa となり，流動応

力ベースの破壊圧力（予測）はそれぞれ以下の(a)及び(b)の通りとなる． 

尚，ここにおいては P0，P0f は引張強度に基づく破壊圧力とする． 
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(a)健全な容器の場合 

破壊圧力の予測（流動応力 σf = 1.1σysベース）は， 

00 1.11.1
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P
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
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                                         (5.31) 

安全係数の理論値（流動応力 σf = 1.1σysベース）は 
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



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1.11.1 
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
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   (5.32) 

(b)きずのある容器の場合 

破壊圧力の予測（流動応力 σf = 1.1σysベース）は， 

000 1.1 PRSFPRSFP
uts

ysf




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          (5.33) 

安全係数の理論値（流動応力 σf = 1.1σysベース）は， 

09.233.29.0
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0

0

0 





MAWP

P
RSF

MAWP

P
af

f

                (5.34) 

また，σf = (σuts + σys)/2を用いた場合は，σf = (415 + 220)/2 = 317.5 = 1.44σys

となる．Table 5.4.8は安全率4.0，RSFa = 0.9，A516 Gr.60の場合の値を示す． 

 

Table 5.4.8 Predicted burst pressure of A516 Gr.60 compared with actual  

burst test (Safety Factor = 4.0, RSFa = 0.9) 
 健全な容器 きずのある容器 

 理論値 

容

器

の

破

裂

試

験

理論値 

容

器

の

破

裂

試

験

ﾍﾞｰｽ 

引張 

強度 

σuts 

流動 

応力 

σf= 
1.1σys 

流動 

応力 

σf= 
(σuts+ 

σys)/2 

引張 

強度 

σuts 

流動 

応力 

σf= 
1.1σys 

流動 

応力 

σf= 
(σuts+ 

σys)/2 

破壊圧 
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この結果を見ると，より実際の破壊に近い流動応力ベースで再評価した安全

係数（理論値）に比較し実物の破壊試験でのばらつきの下限はそれと同程度ま

たは十分大きな数値となっている．従って今回採用しようとしている減肉評価

方法は十分に安全であると言える． 

Fig.5.4.15はこれらの模式図を示す．この図から分かる通り健全な容器もきず

のある容器も安全係数（破壊圧力とMAWPの比）はほぼ同じような分布を示し

ており，平均値で見た場合には健全な容器ときずのある容器はほとんど遜色が

ない．従ってFFSによる減肉評価方法は十分に安全であると言える． 
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Fig. 5.4.15 Comparison of safety factor in between vessels with or without 

flaw (safety factor = 4.0, RSFa = 0.9, A516Gr.60) / burst pressure 

result of vessels with flaw is from WRC505 Table 5.4.8  

(ASME VIII-1, Pre 1999) 

 

 

 

 



 
 

146

また，式 (5.29)を展開した次式から明らかなように，そもそも,きずのある容

器の許容圧力（MAWP）には既に安全率が含まれている． 
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    (5.35) 

このように安全率を含んだMAWPと破壊圧力を比較した結果で，ばらつきは

小さく，なおかつFig.5.4.15で示されているように2倍以上の余裕がある．従っ

てFFSによる減肉評価方法は十分に安全であると言える． 

 

(3)きずのある容器の破壊圧力の予測値と実験値の比較（Failure ratio） 

Fig.5.4.16 は WRC505 が公表した破壊圧力の予測値と実験値の比較（Failure 

ratio）の統計処理結果として，平均値，標準偏差，95%予測下限・上限数字を

図式化したものを示す．API579 Section 5, Level 2 相当である Method 2 につ

いては破壊圧力の予測と実験の比較（Failure ratio）の 95%予測下限値ならび

に上限値はそれぞれ 0.73 ならびに 1.3 であり，平均は 1.02．ばらつきの標準

偏差 σは 0.15 である．
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Fig. 5.4.16 Failure Ratio (Actual/Prediction) of each Method 
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以上より実際の破壊圧力を予測する手法としての Method 2 は予測値と実験

値の比がほぼ 1.0 であることから本手法は十分正確であると言える． 
尚，下限値で見ると 0.7 となり実験値が予測値を下回っている．比較的低圧力で

破壊に至った要因として次の点が考えられる． 
(a)材料強度のばらつき 

(b)塑性崩壊以外のモードによる試験片の破壊，即ち低い靱性材料の結果か

らの不安定破壊 

(c)予測時の解析方法による減肉寸法の測定方法や予測式の精度の差 

(d)実際の破壊で支配的になっていると思われる流動応力ではなく，引張強

度 σutsを基準にしていること． 

ここで流動応力とは， 

流動応力 σf = (σuts + σys)/2（A516 Gr.60 の場合 σf = 1.44σys程度）を用いて

計算し直した破壊圧力の予測と実験の比 Failure Ratio 式(5.1)と（5.36）

より 
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 (5.36) 

例えば，圧力容器材料としてよく使用される A516Gr.60 の場合，引張強度

σuts = 415 MPa，降伏強度 σys = 220 MPa（いずれも規定強度の最小値）な

ので，式(5.36)の分母は約 0.76 となる． 

76.0
415

220
44.144.1 
















uts

ys


                              (5.37) 

したがって，Osage らの予測式で 0.73 であった破壊圧力の予測値と実験

値の比は，本来は 0.73/0.76 = 0.96 程度，すなわちほぼ 1.0 になるはずであ

ろうと予測され，FFS 評価式は十分安全性が確保されていると判断できる． 
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したがって，基準としている強度の違いから，圧力容器設計規格で規定する安

全率（4.0 あるいは 3.5）は実際の破壊マージンを直接示すものではない． 
一方，きずのある容器に対して維持規格が最低限確保しておくべき余裕度の値

については多くの見解があるが，当該圧力容器が MAWP 以下での運転を保障さ

れるべく装置システムが設計されていること，欠陥部位が構造不連続部位から
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十分離れていること，および適切な検査や管理が実施されることを前提とすれ

ば，Fig.5.4.15 に示した様に MAWP に対して 2.8 倍以上の余裕度が実用上問題

のない値であることは，関係各方面に同意していただけると考える． 

 

5.5 国内の破壊試験に基づく検証 

5.5.1 国内の破壊試験結果と API/ASME FFS-1 の評価結果との比較 

 API/ASME FFS-1 では実物の容器の破裂試験ならびに FEM 解析結果より評価

しているが，詳細の生データを確認出来ていないので，内圧荷重，曲げ荷重，

内圧と曲げの複合荷重を付加した円筒容器の国内破壊試験データから

API/ASME FFS-1 の安全裕度を調査した． 

Fig.5.5.1 は国内破壊試験結果をの安全裕度を示す．ここで，データ数は合計

49 であり，図中の①は H10 高圧ガス保安協会データ(78)，②は H2 高圧ガス保安

協会データ（78）,③は H4 大阪府高圧ガス保安協会データ(78)，④は JFE エンジ試

験データ(79)，⑤は H18 茨城県高圧ガス施設設備維持基準策定事業によるデータ

(80)である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5.5.1 Safety margin of API/ASME FFS-1 part 
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横軸は曲げモーメントに対する安全裕度，縦軸は内圧に対する安全マージン

である．破壊試験に対する安全マージンは曲げモーメントに対しても，内圧に

対してもおおよそ 2 倍以上あることが分かる． 

Fig.5.5.2 は内圧のみで破壊したデータを集め，軸方向の減肉長さ λで整理した

図を示す．λが大きいと言うことは，減肉の軸方向長さが大きいことであり，

λが小さい言うことは，減肉の軸方向長さが小さいことである．結果，安全マ

ージンはλに依存しないという結果になった．このことは，様々な減肉形状に

おいて安全マージンが十分維持できていることを示している． 

以上、国内データからの検証結果も、API/ASME FFS-1 の検討結果と同様な

安全裕度があることが確認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5.5.2 Safety margin of API/ASME FFS 
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5.6 有限要素解析 

供用適性評価技術の国内導入を目指していくために重要なことは，国内でも

破壊試験や有限要素解析を蓄積していき，国際規格の検証を実施していくこと

だと考える．また，これらの結果は損傷評価手法が今後発展していくときにも

検証データとして有効である．本項では実際に減肉が認められた配管に対して

有限要素応力解析を行い，安全裕度を検証した． 

 

5.6.1 FFS 解析 

(1)解析対象配管 

Table 5.6.1 は解析対象の配管仕様を示す． 

Fig.5.6.1 は当該配管（呼び径：2B 配管，運転圧力：18.9MPa，運転温度：70℃，

内部流体：水素ガス）における運転中の放射線透過検査でエルボ及び水平部の

下側に認められた外面腐食状況を示す． 
放射線透過検査では 2 ｹ所に著しい減肉が認められたが，解析対象は減肉が大き

い減肉部１とした． 
 

Table 5.6.1 Specifications of modeled pipe 
Geometry － Pipe(2B)

Outside diameter D 60.5 mm

Operation pressure P 18.9 MPa

Operation temperature T 70 ℃ 

Material － STS480( JIS G 3445) 
Minimum required thickness tmin 4.5 mm (By high pressure gas safety 

law ,allowable stress at 75℃ is 102N/mm2.)  
Nominal thickness tnom 8.7 mm（Sch160) 

Future corrosion allowance FCA It is assumed 0 mm.  

Design code ‐ High pressure gas safety law  
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(2)FFS 合格限界となる減肉寸法の算出 

 FFS では、減肉の範囲と厚さに応じて合否が決定される．減肉のモデル化に

ついては減肉範囲を決定した後、減肉の厚さを可変して合格限界を求める． 

(3)減肉寸法 

FFS 規定では格子状の検査グリッドを切り、その交点の肉厚測定に基づいて、

長手、周方向ごとの最小値を投影して結んだ線図（Critical thickness 

profile;CTP という）により減肉をモデル化して計算する．Fig.5.6.2 は減肉部 1

の配管を周方向に 38 分割し，ポイントマイクロメータで 5mm ピッチ格子で全

面計測した測定値を示す．最小肉厚は 1.11mm であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.6.1    Location of corroded pipe 

減肉部1減肉部1
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Fig.5.6.2 Measured thickness at the pipe 

肉厚測定結果
肉厚最小値： mm 背側 腹側

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38
直管部端部1 8.21 8.16 8.00 7.48 7.72 7.65 7.16 6.85 6.66 6.57 6.17 5.30 5.56 6.39 7.68 8.00 8.26 8.27 8.67 7.70 7.74 7.94 8.49 8.31 8.67 8.59 8.76 8.70 8.65 8.51 8.99 8.76 8.66 8.63 8.75 8.46 8.48 8.42

2 8.39 7.99 7.79 8.14 7.97 7.48 6.89 6.40 6.35 7.27 7.06 6.58 5.96 6.97 7.81 8.20 8.42 8.65 8.65 8.25 8.02 8.54 8.45 8.51 8.68 8.71 8.62 8.73 8.56 8.60 8.85 9.00 8.78 8.79 8.97 8.94 8.99 8.51

3 8.08 8.09 8.08 8.29 8.19 7.31 7.54 7.26 6.24 6.94 6.78 6.91 7.33 7.02 8.09 8.30 8.27 8.42 8.71 8.64 8.51 8.55 8.59 8.63 8.70 8.72 8.76 8.62 8.41 8.52 8.91 8.79 8.70 8.78 8.79 8.59 8.50 8.42

4 8.43 8.29 8.20 8.16 7.70 7.44 7.63 7.45 7.07 6.50 7.33 6.95 6.85 7.84 8.14 8.29 8.25 8.43 8.74 8.32 8.52 8.57 8.46 8.55 8.69 8.66 8.77 8.66 8.60 8.75 9.13 8.80 9.04 8.68 8.76 8.60 8.56 8.41

5 8.27 8.20 8.23 8.05 8.17 7.60 7.33 7.24 6.70 7.10 7.56 7.38 7.49 7.51 8.45 8.52 8.46 8.59 8.56 8.45 8.31 8.42 8.58 8.60 8.84 8.77 8.64 8.55 8.59 9.01 8.81 9.00 8.75 8.74 8.56 8.50 8.55 8.50

6 8.48 8.09 8.21 8.30 8.07 7.34 6.47 6.28 6.90 6.79 7.24 7.53 8.15 7.45 8.14 8.45 8.39 8.75 8.74 8.22 8.49 8.45 8.49 8.43 8.64 8.63 8.77 8.60 8.57 8.60 8.92 8.84 8.84 8.81 8.77 8.53 8.38 8.34

7 8.59 8.04 8.25 8.10 8.15 7.64 7.50 6.62 6.60 6.63 6.85 7.54 7.69 7.64 7.68 8.12 8.41 8.30 8.68 8.73 8.39 8.54 8.57 8.44 8.54 8.79 8.84 8.86 8.74 8.56 8.91 9.03 8.69 8.83 8.84 8.89 8.65 8.49

8 8.62 8.29 8.26 8.15 7.86 7.56 7.67 6.64 6.87 6.90 7.08 6.85 7.10 7.29 7.78 8.10 7.99 8.92 8.52 8.15 8.32 8.23 8.61 8.64 8.92 8.66 8.76 8.66 8.46 8.48 穴 穴 4.48 8.56 8.88 8.88 8.64 8.53

9 8.42 8.21 8.27 8.24 7.99 7.45 7.80 6.99 6.49 7.08 6.98 6.37 6.82 7.26 7.88 8.00 8.26 8.89 8.45 8.52 8.23 8.09 8.31 8.53 8.65 8.69 8.70 8.63 8.54 8.49 8.92 8.93 8.62 8.64 8.90 8.80 8.68 8.57

10 8.50 8.14 8.29 7.97 7.29 7.40 7.30 6.51 6.26 6.87 6.78 6.88 6.77 6.51 6.57 7.43 8.42 8.60 8.79 8.16 7.86 7.84 7.94 8.48 8.60 8.70 8.61 8.69 8.54 8.40 8.94 8.91 8.65 8.67 8.86 8.82 8.60 8.64

11 8.40 8.09 8.11 8.14 7.30 7.50 7.32 6.79 6.49 6.87 7.07 6.57 6.13 5.74 6.39 6.72 8.00 7.93 8.06 8.13 7.82 7.78 8.16 8.12 8.51 8.57 8.47 8.78 8.50 8.43 8.87 8.96 8.64 8.66 8.81 8.80 8.78 8.60

12 8.67 8.03 7.95 7.73 7.37 7.38 7.64 6.70 6.36 6.38 6.73 6.49 5.90 5.49 5.88 6.19 7.54 7.36 7.50 7.14 7.40 8.42 8.08 8.16 8.43 8.47 8.70 8.56 8.52 8.34 8.90 9.06 8.51 8.60 8.72 8.85 8.73 8.55

13 8.77 8.22 7.99 7.38 7.35 7.18 7.29 6.67 6.41 6.73 5.40 5.13 6.04 5.47 5.65 6.54 7.41 7.15 7.48 7.38 7.29 7.79 7.86 8.28 8.31 8.39 8.55 8.62 8.76 8.45 8.89 9.03 8.67 8.65 8.61 8.89 8.64 8.58

14 8.77 7.13 7.36 7.47 6.69 6.77 6.93 6.82 6.40 6.97 6.10 5.19 5.25 6.13 6.02 6.42 7.13 7.10 4.58 7.16 7.46 7.35 7.91 7.98 8.06 8.13 8.38 8.50 8.45 8.27 8.76 8.93 8.58 8.65 8.72 8.92 8.57 8.58

15 8.44 7.55 7.97 7.41 6.71 6.31 6.27 6.43 6.21 6.07 6.12 4.62 5.22 5.05 6.94 6.45 7.10 7.12 7.42 6.71 7.15 7.42 7.51 7.90 8.05 8.23 8.34 8.34 7.92 7.44 8.88 8.71 8.60 8.63 8.61 8.78 8.52 8.39

16 7.86 7.40 7.98 7.35 6.22 5.98 6.03 6.70 6.41 6.55 5.82 5.35 5.58 5.13 6.43 7.62 7.57 7.01 7.43 7.18 6.98 7.48 7.63 7.98 8.16 7.87 8.00 7.93 7.65 7.97 8.76 8.86 8.52 8.56 8.53 8.84 8.67 8.28

17 7.68 7.48 7.67 7.05 5.88 5.47 5.98 6.40 6.24 6.44 5.40 5.00 5.41 5.91 6.29 7.14 6.90 7.65 7.82 7.58 7.49 7.29 7.56 7.90 8.16 8.18 7.92 8.00 7.58 7.56 8.48 8.91 8.65 8.62 8.52 8.86 8.64 8.08

18 8.32 7.80 7.08 6.75 5.75 5.89 5.48 6.29 6.19 6.01 5.22 4.45 5.13 5.87 6.50 6.27 7.17 7.35 8.32 7.64 7.53 8.01 7.84 7.78 7.90 7.78 7.39 7.57 7.61 7.13 8.57 8.92 8.55 8.59 8.58 8.72 8.53 7.96

19 7.78 7.32 6.91 6.38 5.62 5.31 5.36 5.69 5.77 5.41 5.40 5.52 4.88 5.61 5.89 6.17 7.48 7.38 7.73 7.12 7.69 7.80 7.73 7.75 7.96 7.94 7.23 7.25 7.22 7.64 8.48 8.32 8.00 8.00 7.97 8.85 7.44 7.97

20 7.41 6.92 6.45 6.35 5.44 4.83 5.25 6.07 5.95 5.59 5.37 4.94 4.57 4.63 5.50 5.58 6.24 7.73 7.57 7.06 7.39 7.81 7.62 7.62 7.70 7.58 7.49 7.02 6.90 7.34 7.96 8.13 7.91 7.91 7.92 8.25 7.78 7.51

21 7.39 6.88 6.56 6.36 5.97 4.99 5.36 5.40 5.78 5.86 4.41 4.73 5.07 4.89 4.83 5.58 6.05 7.45 7.65 6.82 6.47 6.76 7.11 7.01 7.87 7.80 7.42 6.72 6.26 6.49 6.53 7.84 7.69 7.64 7.80 7.94 7.70 7.38

22 6.92 6.99 6.64 6.29 6.01 5.35 5.11 5.36 5.34 5.21 4.30 4.74 4.73 4.75 5.35 4.94 6.02 6.46 7.40 6.26 6.04 6.37 6.08 6.90 7.10 6.88 7.17 7.30 6.55 6.09 6.48 6.83 7.58 7.63 7.00 7.64 7.42 7.08

23 6.66 6.12 6.03 5.71 5.41 5.43 5.63 4.93 4.97 5.07 4.48 4.07 4.51 4.23 5.45 5.60 5.77 6.13 6.28 5.18 5.73 5.41 6.12 6.35 7.01 6.86 7.10 6.98 5.93 5.42 6.34 7.15 6.96 7.03 6.96 7.48 7.16 6.69

24 6.35 6.01 5.63 5.73 5.28 4.81 4.74 4.70 4.70 4.49 4.39 4.25 4.37 4.53 4.91 5.35 5.03 5.63 5.60 4.82 4.52 4.92 6.08 6.56 6.15 6.29 6.10 6.49 6.60 5.18 5.83 6.64 8.43 6.75 6.84 7.09 6.93 7.11

25 6.10 5.91 5.66 5.63 5.34 5.16 4.62 4.66 5.02 4.57 4.40 3.91 4.14 4.44 4.66 5.11 4.53 4.78 3.78 3.50 4.28 4.16 4.26 4.73 5.18 5.52 6.09 6.49 6.48 5.30 5.36 6.50 6.55 6.47 6.75 7.39 7.04 6.56

26 6.20 5.67 5.59 5.43 5.41 5.08 4.70 4.95 5.09 4.92 4.45 3.99 4.58 4.04 4.29 4.40 3.93 3.79 3.45 3.14 3.23 3.64 3.31 4.09 4.83 4.81 5.24 5.84 5.77 5.37 5.61 6.24 6.29 6.17 6.85 7.04 7.16 6.82

27 5.89 5.88 5.75 5.36 5.15 5.11 5.53 4.81 4.53 4.64 4.61 4.29 3.75 3.41 3.14 3.50 3.03 2.62 2.58 3.20 3.19 2.71 2.54 2.81 3.22 3.60 3.96 4.84 4.47 4.99 5.56 6.13 5.17 5.20 6.34 6.69 7.13 7.22

28 5.96 5.59 5.05 4.89 5.13 5.26 4.87 4.95 5.11 3.89 4.17 3.90 4.72 3.53 3.43 3.36 2.49 2.29 2.67 2.47 1.78 1.89 2.09 2.57 2.88 3.36 3.40 4.08 3.99 4.44 4.95 5.91 5.13 5.19 6.30 6.39 6.66 6.40

29 5.77 5.63 5.27 4.95 4.76 5.24 5.42 4.99 4.80 4.40 3.65 3.83 4.14 3.80 2.63 2.60 1.61 1.93 2.24 2.05 1.47 2.04 2.53 2.56 2.66 3.35 3.03 3.56 3.60 4.18 4.72 5.27 5.49 5.31 6.13 6.29 6.57 6.52

30 5.84 5.12 4.81 4.79 5.08 5.72 5.80 5.73 5.42 4.82 4.36 4.36 4.02 3.51 2.41 1.61 1.80 2.29 2.61 1.70 1.83 2.18 1.91 2.16 2.51 3.11 3.22 3.26 3.86 3.71 3.77 4.44 4.17 4.79 5.82 6.26 6.29 6.53

31 5.89 5.31 4.72 4.99 5.68 6.15 5.21 5.28 5.02 4.15 4.45 4.07 3.69 3.99 2.95 1.65 1.74 2.33 2.51 2.09 1.52 1.95 1.23 1.23 1.46 2.65 2.95 2.55 2.93 3.53 3.63 3.88 4.06 4.45 5.07 5.53 6.44 5.78

32 5.35 5.19 4.78 4.93 5.66 5.43 5.26 5.19 4.87 3.88 4.62 4.54 3.84 2.88 2.22 1.19 1.13 1.91 2.33 2.00 2.01 1.87 1.66 1.42 1.55 2.14 2.44 2.66 2.67 3.12 4.00 4.66 4.67 4.63 4.94 5.38 5.69 5.56

33 5.10 5.28 5.65 4.94 5.11 4.91 5.27 5.44 5.07 4.61 4.74 4.67 4.33 2.20 1.71 1.40 1.58 1.66 2.27 2.08 1.90 1.80 2.23 1.92 1.74 2.09 2.47 2.99 2.70 4.28 4.36 4.89 4.89 5.00 4.94 5.18 5.36 4.89

34 4.77 5.15 5.28 5.47 4.87 4.72 5.10 5.37 5.33 4.97 5.05 4.91 3.57 2.91 1.47 1.11 1.67 1.23 2.49 2.12 1.59 1.85 2.10 2.26 1.84 1.73 2.50 2.24 2.40 3.21 4.13 4.71 4.70 4.56 4.19 4.72 5.04 5.00

35 4.32 4.67 4.83 5.56 4.66 5.27 5.58 5.59 5.28 5.44 5.16 5.24 4.22 3.81 2.55 1.92 1.54 1.75 2.41 1.95 1.63 1.80 2.78 2.84 1.83 1.84 1.70 2.80 2.73 3.71 3.72 4.97 4.45 4.64 4.53 4.91 5.48 4.67

36 4.44 5.20 4.90 5.14 4.83 5.83 5.97 6.71 6.76 5.87 5.22 5.08 3.77 3.25 2.67 1.73 1.58 1.72 2.36 2.15 2.00 2.30 2.81 2.80 2.80 1.88 1.81 2.09 3.13 3.84 3.95 5.08 4.99 4.98 5.08 5.17 5.20 4.50

37 4.77 5.33 4.60 4.63 5.26 6.98 6.73 6.83 6.05 5.89 5.78 4.94 4.01 2.84 2.31 2.19 1.80 1.67 2.31 1.95 2.36 2.92 3.20 3.22 3.28 2.56 2.80 3.18 3.90 3.20 3.48 4.84 5.21 5.20 4.90 4.69 4.78 3.82

38 5.00 5.67 5.05 5.27 6.06 6.94 6.52 6.53 6.34 6.38 6.16 5.00 3.78 3.60 3.13 1.68 2.40 1.71 2.08 2.02 2.74 2.32 2.59 3.24 2.85 2.25 2.35 3.03 3.57 4.24 4.09 4.80 4.60 4.48 4.84 5.35 4.01 4.16

39 4.83 5.30 5.56 5.89 7.08 7.05 6.68 6.49 6.10 6.13 5.69 5.32 4.21 3.49 3.30 1.89 2.80 1.75 1.54 2.28 2.74 2.88 2.72 2.82 2.86 2.42 2.18 2.98 3.62 3.44 3.49 4.24 4.32 4.20 4.24 4.07 3.44 4.12

40 5.40 5.79 5.39 6.10 7.40 6.91 6.93 7.10 6.87 6.64 5.77 6.05 4.80 4.37 3.52 1.57 2.04 2.24 2.75 3.54 2.68 3.62 3.43 2.80 2.28 2.56 2.59 3.51 3.74 4.09 4.10 4.60 4.46 4.47 4.36 3.94 3.26 4.66

WL  
ｴﾙﾎﾞ1 7.12 7.93 8.20 7.90 7.73 7.86 7.73 7.00 6.83 6.77 8.88 7.42 5.77 4.49 3.88 3.05 2.95 3.87 3.97 3.24 3.38 3.19 3.44 2.48 3.52 4.61 4.76 4.90 5.44 5.51 4.46 6.93 6.53 6.68 6.72 6.67 6.27 7.95

2 9.33 9.55 9.72 9.36 8.53 8.56 9.12 8.28 7.49 7.80 8.41 8.33 6.69 5.00 4.34 3.94 3.83 3.79 4.72 4.17 4.62 3.74 3.68 4.42 4.90 4.93 5.80 6.29 6.77 6.12 5.54 7.00 6.71 6.95 8.20 8.75 7.30 9.39

3 9.80 10.85 10.60 10.85 9.26 9.13 8.97 8.21 8.28 8.10 7.60 8.18 6.79 5.55 4.53 5.50 4.80 5.66 6.55 5.58 6.43 5.51 5.62 5.73 6.50 5.87 5.28 6.18 6.35 6.44 5.52 7.32 8.04 7.89 8.38 8.98 9.19 9.79

4 11.23 11.07 10.65 10.89 10.10 9.97 8.66 8.29 8.28 7.90 8.12 8.08 5.92 5.99 5.75 5.94 7.15 8.42 8.44 6.50 6.58 6.56 5.63 6.45 6.48 6.17 5.61 5.97 6.72 6.79 7.07 8.00 8.05 7.80 8.74 9.33 9.07 10.38

5 10.73 10.72 11.16 10.73 9.89 10.39 8.76 8.40 7.94 8.36 8.00 7.64 5.93 5.49 5.96 6.80 8.48 9.16 8.88 6.77 6.81 6.51 6.31 6.23 6.93 6.24 6.14 6.27 6.20 6.93 7.75 7.51 7.15 8.30 8.71 9.48 9.30 10.55

6 10.49 10.47 10.58 10.94 10.45 10.06 9.25 8.60 7.80 8.34 7.48 7.73 5.99 5.50 5.80 6.93 9.74 10.96 10.12 8.14 8.34 8.46 5.98 5.77 6.81 6.50 5.56 5.79 5.44 5.85 6.27 7.64 7.15 8.87 9.12 9.20 9.45 10.43

7 10.15 10.00 10.48 10.51 10.54 9.60 9.06 7.88 8.32 7.44 7.68 7.25 6.11 6.22 6.66 7.46 10.78 10.96 10.70 10.20 9.58 8.73 6.05 5.71 6.03 6.43 7.21 6.61 5.97 6.22 7.73 7.50 7.32 8.92 8.92 10.13 10.28 10.07

8 10.13 9.34 10.02 10.46 10.64 9.85 9.00 8.34 7.28 7.33 7.29 7.26 5.41 6.16 7.57 10.50 10.84 11.08 10.75 10.41 9.60 8.70 5.79 5.29 5.93 6.96 7.14 7.19 6.42 6.44 6.82 7.08 8.39 10.07 9.66 10.88 10.67 10.33

9 10.47 9.53 9.21 9.75 10.12 9.50 9.96 8.16 7.76 7.24 7.65 7.48 7.16 7.44 9.70 10.40 10.58 11.12 10.65 10.76 10.13 9.52 6.31 5.63 5.84 6.91 7.31 6.79 6.34 6.72 7.96 7.52 9.48 9.74 10.12 11.18 10.60 10.44

10 11.51 10.37 9.45 9.48 8.92 9.66 9.41 8.87 7.48 7.84 8.79 7.61 8.40 9.16 10.01 10.43 10.86 11.30 10.73 10.79 10.18 9.99 7.38 6.10 5.87 5.44 6.16 6.11 5.86 7.52 8.94 8.05 10.20 11.10 11.03 11.48 11.13 12.79

11 11.76 10.62 10.60 10.88 8.96 8.22 8.40 7.76 8.45 7.77 9.01 7.68 9.31 10.13 10.71 10.12 10.77 11.21 10.81 10.42 10.40 10.52 8.05 7.32 5.55 5.39 5.18 5.61 6.08 7.47 9.84 9.36 10.39 11.85 10.95 11.75 11.76 12.50

12 12.33 11.26 10.41 11.17 10.26 9.04 9.42 9.06 8.04 8.37 8.79 8.25 9.82 10.43 10.24 10.67 10.89 11.23 10.88 10.70 10.72 10.48 8.96 9.29 7.75 6.12 6.30 5.80 6.88 8.29 10.95 10.47 11.80 12.23 11.72 12.20 11.85 12.74

13 12.07 11.17 11.05 11.46 10.92 10.68 10.19 10.17 9.44 8.82 9.01 8.70 9.97 10.37 10.34 10.67 10.86 11.39 10.32 10.89 10.82 11.11 9.29 9.68 8.21 9.18 8.07 8.63 7.41 9.77 11.64 10.78 12.03 12.19 11.76 11.92 12.21 11.50

14 12.20 11.18 11.61 11.28 11.01 10.68 10.36 10.03 8.17 9.73 9.16 9.95 10.72 10.71 10.56 10.90 11.90 10.90 10.89 10.80 10.92 9.71 10.17 9.08 9.00 8.81 8.20 8.12 10.33 11.66 11.28 12.27 12.44 12.36 11.14 12.02

15 10.92 11.75 11.86 11.63 11.20 10.77 10.50 10.49 9.28 10.01 8.97 10.52 10.57 10.84 10.43 10.64 11.36 10.70 11.00 10.80 10.20 10.38 10.83 9.50 9.42 9.40 9.13 9.71 10.75 12.00 11.26 12.46 12.23 12.17 10.44 11.11

16 10.71 10.60 11.40 11.65 11.48 11.02 10.77 9.76 10.52 9.15 10.70 10.60 10.42 10.34 10.67 11.64 10.85 10.99 10.97 10.32 10.56 11.21 10.39 10.19 9.76 9.63 9.87 10.83 11.96 12.08 12.09 11.33 11.66

17 10.65 11.10 11.06 11.13 10.92 10.00 10.37 9.91 11.37 10.94 10.75 10.46 10.51 10.92 10.87 11.02 10.79 10.59 10.82 11.38 10.27 10.36 10.65 10.24 10.56 10.80 11.96 11.97 12.13 10.78 10.60

18 10.49 10.33 10.84 10.91 10.52 10.56 9.53 11.60 10.46 10.83 10.77 10.70 11.02 10.72 10.95 10.86 10.46 10.30 11.40 10.22 10.70 10.91 10.56 10.92 11.07 11.69 12.12 11.41

19 10.56 10.55 10.57 10.60 10.08 11.67 10.36 10.76 10.72 10.53 10.98 10.86 10.76 10.57 10.48 10.40 10.71 10.48 10.66 10.88 10.67 10.96 11.00 11.84 11.96

20 10.31 10.74 10.45 10.24 11.52 10.36 10.20 10.48 10.69 10.77 10.75 10.87 10.72 10.65 10.30 10.87 10.74 10.85 10.96 10.66 11.20 11.13 11.84 11.96

21 10.92 10.45 10.68 11.03 10.35 10.65 10.75 10.89 10.98 10.88 10.45 10.47 10.57 10.58 10.95 10.68 11.04 11.06 10.89 11.17 11.21 11.02 10.94

22 10.82 10.77 10.50 10.50 10.50 10.60 10.57 10.39 10.95 10.88 11.07 10.39 10.56 10.64 11.30 10.66 11.10 11.12 10.78 10.90 11.23

23 10.41 10.46 10.91 10.91 10.75 10.68 10.64 10.56 10.95 11.10 11.04 10.48 10.49 10.50 10.98 10.90 11.00 10.76 10.19 10.61 11.08

24 10.61 11.03 11.08 10.70 10.51 10.72 10.52 11.27 10.93 10.80 10.50 10.64 10.82 10.88 11.16 11.10 10.77 10.65 10.94 11.07

25 10.67 11.06 10.90 10.99 10.97 10.90 10.79 11.20 11.11 11.08 10.87 10.78 10.88 10.86 11.09 11.03 10.98 10.56 10.92 10.58

26 10.56 10.75 11.08 11.04 11.18 10.92 10.95 11.39 11.27 11.19 11.03 10.75 10.80 11.34 10.93 10.95 10.96 10.95 10.85

27 10.58 10.81 10.98 10.91 11.42 11.10 10.99 11.38 11.15 11.20 11.06 10.92 10.86 11.21 11.02 11.19 10.79 10.78 10.91

28 10.47 10.56 10.85 10.95 11.37 11.11 11.28 11.31 11.40 11.29 10.94 10.77 10.87 11.22 10.99 11.30 10.56 10.61 10.72

29 10.32 10.42 10.97 10.79 11.20 11.21 11.37 11.32 11.47 11.28 11.18 10.84 10.81 11.19 10.85 10.87 10.76 10.44 10.70

30 10.02 10.21 11.18 10.72 11.05 11.00 11.22 11.17 11.20 11.14 10.86 10.85 10.62 11.08 10.78 10.90 10.63 10.56 9.96

31 9.88 10.04 10.94 10.46 10.50 10.53 10.62 10.64 10.79 10.90 10.71 10.65 10.65 10.87 10.75 10.56 10.94 10.57

32 9.93 10.30 9.76 9.93 9.94 9.83 9.94 10.17 10.23 10.19 9.95 9.90 10.06 9.98 10.28 10.26 9.89

 
WL

直管1 8.76 8.89 8.93 8.80 8.96 9.13 8.99 8.99 8.88 8.86 8.69 8.52 8.42 8.40 8.39 8.70 8.34 8.47 8.35 8.62 8.65 8.54 8.55 8.83 9.05 8.95 8.70 8.77 8.51 8.79 8.66 8.63 8.90 8.80 8.79 8.64 8.73 8.48

2 8.61 8.92 8.85 8.82 9.01 9.07 8.92 8.98 8.97 8.76 8.62 8.59 8.51 8.58 8.53 8.60 8.48 8.50 8.36 8.66 8.52 8.40 8.23 8.62 8.80 9.02 9.03 8.66 8.73 8.67 8.74 8.83 8.91 8.83 8.68 8.87 8.80 8.63

3 8.64 8.93 8.84 8.82 8.87 9.08 8.93 8.95 8.86 8.79 8.56 8.62 8.47 8.63 8.54 8.63 8.47 8.59 8.28 8.73 8.57 8.55 8.62 8.71 8.74 8.95 9.41 8.80 8.77 8.83 8.83 8.96 8.98 8.92 8.78 8.79 8.80 8.65

4 8.66 8.96 8.81 8.65 9.00 9.08 8.93 8.88 8.97 8.85 8.69 8.63 8.48 8.58 8.56 8.55 8.48 8.47 8.27 8.52 8.62 8.48 8.52 8.71 8.82 9.00 9.02 8.83 8.63 8.88 8.95 8.76 8.95 8.93 8.64 8.75 8.77 8.60

1.11

直管部端部:40

直管部端部:1

直管:1

ｴﾙﾎﾞ:1
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(4)解析評価 

FFS 規格では評価できる配管の最小肉厚を 2.5mm 以上と設定している．本章

で扱う事例では最小肉厚 1.1mm のため解析評価対象外で不合格となる．しかし

ながら，実運転では漏えいしていないので下述するように配管の漏えい限界応

力を求めた． 

・漏えい限界応力 

 漏えいの有無は漏洩の有無は完全弾塑性体を仮定すると、作用応力が流動応

力を超えた時点と考えられるので、 

流動応力 σflow =（規格引張応力+規格降伏応力)/2  より  

（480＋262）/2=371N/mm2が配管の破断応力と推定される． 

 

5.6.2 有限要素解析 

(1) 解析方法 

Fig.5.6.3は解析モデルの要素分割を示し，Fig,5.6.4は境界条件を示している．

解析は弾性体として計算しソルバーは、有限要素法の非線形構造解析プログラ

ムNX Nastran V5.0を用いた．材料データはTable 5.6.1に示された各値を用い

た． Fig.5.6.5はFig.5.6.2に示した肉厚実測を用いた要素モデルを示す．要素は

シェル要素で1メッシュ毎に実測の肉厚を設定し，要素分割数は2888，節点数は

2926である．  

(2)解析結果 

Fig.5.6.6 は腐食減肉配管の応力分布を示す．1.11mm まで減肉が認められた

部分の作用応力は 402N/mm2を示した．STS480(＠70℃）における規格降伏応

力は 262 N/mm2なので，降伏応力の 1.53 倍の応力が作用しても，漏えいしな

いことが示された． 

また，FFS 評価で得られた流動応力よりも，1.1 倍高い応力が作用していること

が示された． 
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Fig.5.6.3  Models for pipe in FEM calculations 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           Fig.5.6.4  Boundary conditions for FEM calculations 

 

X direct 

Y direct 

Z direct(1point) 
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Fig.5.6.5  The thickness distributions at the pipe 

 

 

 

 

 

Minimum thickness point 1.11mm
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Fig.5.6.6  The stress distributions at the pipe 

 (Internal Pressure=18.6MPa) 
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5.6.3 FFS 解析と有限要素解析との比較 

(1)作用応力と最小肉厚 

 FFS 評価では 371N/mm2が破断応力と推定したのに対して FEM 解析結果は

402N/mm2が作用している． 

これを実際の最小肉厚値(tmin)で比較した 

・FFS 評価の流動応力ベース 

tmin = PD/(2σaη-1.2P) =18.9×43.1/（2×371-1.2×18.9） =1.13mm 

この値は実測最小肉厚 1.11mm より大きい値である． 

 

ここで，高圧ガス保安法の円筒胴容器の必要最小肉厚（tmin）の計算式は、式(5.39)

の通りである． 

tmin = PD／(2σaη―1.2P)                             (5.39) 

      η：溶接方法、検査割合による溶接効率 

      （その他の文字は、前述のとおり） 

式(5.39)は配管の最大主応力である周方向応力（≒PD/2t）を許容応力以下に

制限するという計算式であり、最大主応力説に基づいている．しかし、実際の

破壊挙動は式(5.40)に示す Mises 相当応力により正確に表現できることが実験

的にも証明されている． 

σmises = (1/√2)×((σ1－σ2)2＋(σ2－σ3) 2 ＋(σ3－σ1) 2) 0.5          (5.40) 

 σ1～3は各方向の主応力であるが、円筒胴では周方向応力＝σ1、長手方向応力＝

σ2＝0.5σ1、板厚方向応力＝σ3＝0 であることから、これらを代入すると、 

σmises = 0.866σ1                                         (5.41) 

したがって、実際の破壊駆動力は周方向応力の 0.866 倍となる． 

・ミーゼス補正をすると 

tmin = PD/(2σaη-1.2P) =18.9×43.1/（2×371÷0.866-1.2×18.9）=0.97mm 

 この値は実機で漏えいが認められていないことから補正は妥当と判断される． 

 実用的には，流動応力は JIS 規格降伏応力の 1.5 倍で評価することで対応で

きる． 
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(2) 材料の延性による荷重の増加 

 配管の周方向応力は、内径に比例するため、延性材料の場合、内圧の増加に

伴う内径の増大がによる荷重の増加が無視できなくなる．本事例の場合、流動

応力ベースでは破断ひずみ（εbt）は 17%となるため、破断直前の内径を D’とす

ると、破断直前の周方向応力 σ1’は（5.42）のようになる． 

σ1’＝PD’／2t = P(1.19D)／2t = 1.17σ1                      （5.42） 

したがって、破断直前に作用する周方向応力は初期の内径を基準にした場合の

1.17 倍であることから、安全率は小さい側、すなわち 4/1.17＝3.41 となる．し

かし､応力増は 1.19×0.866σ1=1.03σ1程度であり破断直前でも Mises で評価す

れば、破断ひずみの影響は無視できる． 

 

(3) 本事例検討で求めた安全率 

 今回の解析で，作用応力が規格降伏応力を超え，流動応力も超えているのに

漏えいしない理由は下記の 3 点によるものと推察される． 

(a)FFS 評価で求めた流動応力は規格下限値を用いたが，実際の金属材料の引張

応力，降伏応力は，JIS 規格下限よりほとんど 10％～15％大きい値を示す． 

(b)降伏応力を超えると変形し加工硬化を生じるが，実際には加工硬化により強

度は上昇するが,この影響を無視している． 

(c)構造が静的構造であることは少なく，不静定構造物であることが多いので，

１ヶ所が全面降伏しても荷重再配分が行われる． 
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5.7 結言 

 本研究では，まず FS 評価の導入を目指すにあたって，まず石油精製･石油化

学工業における圧力設備の設計基準と維持基準の関係を整理した。次に，FFS

評価のうち減肉損傷評価について技術背景を調査し文献等から今まで明確でな

かった安全裕度を評価した．更に，破壊試験および実機での減肉を有限要素法

応力解析（Finite Element Method: FEM）により検証比較を行い，以下の結論

を得た． 

(1)FFS 評価によって予測された破壊圧力と実験による破壊圧力の比はほぼ 1.0

で，かつ，ばらつきも十分小さく，FFS 手法は十分正確であることを示した． 

(2)実際の破壊で支配的となる流動応力で検証すると下限値もほぼ 1.0 となって

いるため，精度に関しては，追加の係数で補正する必要はないことを示した． 

(3)きずのある容器の破壊試験で見られる安全係数[再定格 MAWP と実物の破壊

圧力の比（MAWP ratio）]の下限値は約 2.8 である．これは，健全な容器の破

壊試験でみられる安全係数の下限値（理論値は約 3.0）とほぼ同じであること

から，きずのある容器は，健全な容器の破壊に対する信頼性の範囲内を維持

していることを示した．さらに国内のきずのある容器の破壊試験検証結果か

らもこの事実を検証し，曲げモーメントに対しても 2 倍の安全裕度があるこ

とを確認した． 

(4)健全な容器も，きずのある容器も，安全係数（破壊圧力と MAWP の比）は，

ほぼ同様な分布を示しており，平均値で見た場合には，健全な容器と，きず

のある容器はほとんど差異がない．したがって，FFS 評価方法は十分に安全

であることを示した． 

(5)定格 MAWP 自体にはそもそも安全率が含まれており，そのように安全率を

含んだ MAWP と破壊圧力の比は，ばらつきは小さく，なおかつ 2 倍以上の余

裕があるので，本章で採用しようとしている FFS 減肉評価方法は十分に安全

であることを示した．  

(6)配管の有限要素法応力解析から得られた結果，作用応力は流動応力ベースで

評価しても十分な安全裕度があることを示した．また，作用応力は規格降伏

応力の 1.5 倍程度であれば漏えいしないことも示した．これらの評価は、材料

強度を JIS 規格下限としたケーススタディの結果であり，実際の圧力容器の破

裂や崩壊に対する安全率はもう少し大きいことが推測される． 
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第 6 章 ナットの減肉が内圧を受ける

フランジ締結体の強度と密封性

能に及ぼす影響 

6.1. 緒言 

過大な静的引張負荷が作用するボルト結合体の破壊モードは(1)ボルト軸の破

断，(2)ボルトのねじ山のせん断破壊(3)，ナットのねじ山のせん断破壊の 3 種類

に分類される．これらの破壊モードのうち，1 山当りのせん断面積はボルトより

ナットの方が大きいため、同一な材料強度を持つボルトとナットの組合せでは、

ボルト側がせん断破壊する．石油精製・石油化学装置の配管や圧力容器に用い

られるフランジ締結体においても，多くの場合ボルトとナットとの材料強度は，

ほぼ同等としている． 

ただし、締付け時には引張荷重の他にねじり荷重も負荷されるので、降伏荷

重や引張破断荷重も低下し、せん断破壊荷重も同時に低下する．   

この様な状況下，腐食等でナット自体の高さが低くなり、はめあいねじ山が

より少なくなれば、はめ合いねじ部でねじ山のせん断破壊が生じる恐れがある

ので、限界ナット高さを把握しておくことは、設備管理上、大変重要な管理ポ

イントである． 

Fig.6.1.1 及び Fig.6.1.2 は実際のナット外面腐食例を示す．ナットが著しく腐

食されている．しかし，現行基準では製作時の基準しかなく、必要最小寸法の

規準（高さや 2 面幅の規定）がなく，さらに，ナットの減肉がフランジ締結体

の密封性能に関する研究はなされていない．圧力設備の老朽化が進む中、この

ようなナット減肉に関しては，早急に解決しなければならない課題と言える．

本研究では，弾塑性有限要素法解析によるナット高さやナット幅を変えた場合

のフランジ締結体の特にボルト・ナット部分の応力解析を行い，破壊モード及

び破壊荷重を実験評価することを目的としている．さらに漏えい防止の観点か

らナットの供用適性評価を行い，今後のフランジ締結体の健全性評価のための

基礎資料とすることも目指している． 
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 バルブボンネット部 

 

 

 

 

 

 

 

 

     上記拡大⇒ 

 

 

 

 フランジ部 

 

 

 

 

 

 

 

 

     上記拡大⇒ 

 

 

 

 Fig. 6.1.1  Photograph of corrode nuts in a flange bolted jointed (1) 
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フランジ部 

 

 

   上記拡大⇒ 

 

 

 

 

 

 

    ナット減肉状況⇒ 

 

 

 

  

 

 

取替え後⇒   

 

 

 

 

  Fig. 6.1.2  Photograph of corrode nuts in a flange bolted jointed (2) 
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6.2 設計方法 

従来，確立されている Alexander の理論を概括し，この理論が本研究に適用

できるかを検証する。Alexander(221)は，ナット高さとせん断破壊荷重の関係に

関して、ISO ナットを用いて静的破壊モード及び破壊荷重を推定し，必要なナ

ット高さを決める計算式を提案している． 

Fig.6.2.1 は Alexander ナット高さと破断荷重の関係を示す．横軸ｍがナット

の高さ，1d はボルト呼びねじ径，縦軸が破壊荷重 F を示す．ねじ山のせん断面積

は，かみ合い山数に比例して増加するため，十分なナット高さ（Fig.6.3 では 1d）が

あれば，ねじ山のせん断破壊は起こらない．この状態からナット高さm を徐々に減少

させると，せん断破壊荷重Fs はボルト遊びねじ部の破断荷重Fｂ(=Rm・As)まで減少

する．この時点のナット高さを限界ナット高さmcとしている． 

 

 

 

 

Critical nut height(mc)               Stripping load FS  

 

 

                                                  Breaking load FB 

 

 

                                FＳ=FB 

 

   0        mc                  1d 

            Nut height m 

     

    Fig.6.2.1 Relationship between nut height and failure load 
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Alexander は、このような破壊限界ナット高さ mc の分布を利用して，ボルトと

ナットのせん断破壊荷重を次式の(6.1)及び(6.2)で提案している． 

Fsb=0.6・Rmb・Asb・C1・C2                   （6.1） 

Fsn=0.6・Rmn・Asn・C1・C2                   （6.2） 

ここで、 

係数 0.6 は、せん断強さと引張強さの比 

Fsb / Fsn ：ボルト/ナットのせん断破壊荷重 

Rmb/Rmn：ボルト材料/ナット材料の引張強さ 

Asb /Asn ：ボルトねじ山/ナットねじ山のせん断面積   

これらのせん断面積は、１山当りの面積に山数を乗じて求める 

C1  ：ナットの膨張による修正係数 

C2  ：ボルトねじ山の曲げによる修正係数 

C3  ：ナットねじ山の曲げによる修正係数 

 

この Alexander 理論における，この限界ナット高さ mc については，2 面幅が

減少する場合には，その影響を大きく見積もりすぎるため，計算結果に大きな

誤差を生じてしまうと報告(229)されている。しかし，その程度については，研究

が全くなされないため不明である．                         

さらに，Alexander 理論により求めた限界ナット高さ mcは，規定のナット高

さより 20％程小さい値となると記載(235)されているが，Fig.6.1.1 や Fig.6.1.2 に

示すように 20％以上減肉しても漏えいは生じていない．    

このように，限界ナット高さについての研究は不十分であり，ナットの減肉

が内圧を受けるフランジ締結体の強度と密封性能に及ぼす影響を明らかにする

ことは，石油精製・石油化学装置の安全運転と圧力設備の著しい信頼性向上が

図れるものである．  
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6.3 実験方法 

6.3.1 フランジ仕様 

Table 6.3.1 は社団法人石油学会(JPI：The Japan Petroleum Institute）で規

定しているフランジスペックでのボルト本数を示している．これから言えるこ

とは，例えば，各フランジサイズ間で，ボルト本数は同じになっているので，

最も呼び径が大きいフランジが漏れ易い傾向にあるサイズと言える(234)．JPI の

場合 3B，8B，14B 及び 18B(いずれもフランジ呼び径)が漏れ易いサイズと言え

る．  

本研究では，石油精製，石油化学装置で多く使用されているサイズの呼び径

3B、フランジ形状は一体型、ガスケット座は平面座、レーテｲングクラスは 150

とした．数値詳細は，石油学会規格 JPI-7S-15(石油工業用フランジ；2005)(213)

による． 

 

6.3.2 ボルトとナット仕様 

 本研究で用いた試験体は,石油精製・石油化学プラントの配管や圧力容器に用

いられるフランジ締結体において、水や空気以外のガスや溶液を取り扱う場合

のボルトとナットとの組合せは、SNB7 材（ボルト）と S45C 材（ナット）のケ

ースが多いのでこの仕様とした．Table 6.3.2 は呼び径 3B フランジのボルトと

ナットの仕様を示す．Table 6.3.3 及び Table 6.3.4 は化学組成を示す．ここで，

化学組成は試験体 3 個の平均値であり，ボルト及びナット共に JIS 規格を満足

していることを確認した．Table 6.3.5 は材料特性(密度，ヤング率及びポアソン

比)の実測値を示す．これも試験体 3 個の測定結果の平均値を示す． 

 

Table 6.3.1  Relationship between flange size and employed bolt number  

Flange nominal diameter   Bolt number    

                Less than 3B                                                            4       

4B～ 8B                    8 

10B～14B                   12  

16B～18B                   16 
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Table 6.3.2 Specification of bolt and nut(3B Flange:150LB) 

          Nut 

Strength classification     8 

Form               hexagon nut 

Materials         S45C(JISG4051) 

Heat-treatment        solution heat treatment 

Nut height              16mm 

Nut width          26mm 

threads                11(25.4mm hit) 

Pitch                  2.3091mm 

root diameter           15.875mm 

effective diameter       14.376mm 

          inside diameter         13.367mm 

Bolt 

Nominal diameter     5/8 inches 

Form                 unified coarse screw thread 

Strength classification     8.8 

Materials          SNB7（JISB4107） 

Heat-treatment       quenching tempering 

Bolt length            100mm 

 

Table 6.3.3 Chemical compositions      Table 6.3.4 Chemical compositions 
of bolt                                 of nut 

      JISG4107      SNB7            JISG4051      S45C 

C    0.38～0.48  0.40～0.42      C  0.42～0.48  0.43～0.44 

Si     0.20～0.35  0.23～0.25      Si  0.15～0.35  0.18～0.21 

Mn   0.75～1.00  0.81～0.85      Mn  0.60～0.90   0.71～0.81 

P    0.040 以下  0.014 以下        P  0.030 以下    0.017 以下 

S     0.040 以下  0.006 以下      S   0.035 以下   0.010 以下 

Cr      0.80～1.10  0.86～0.88              (Unit：Wt％) 

Mo       0.15～0.25  0.17～0.18 

(Unit：Wt％) 
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Table 6.3.5  Material properties of bolt , nut , flange and gasket 

            Density       Young modulus    Poisson's ratio 

              g/cc        1010N/mm2 

   Bolt       7.835            21.7              0.28 

   Nut        7.805            21.1              0.29 

   Flange      7.800            21.0              0.30 

    Gasket       －         0.06            － 

 

ここで、ボルト・ナットの形状寸法はJISB0206（1973）ユニファイ並目ネジ(215) 

及びJISB0210(1973)ユニファイ並目ネジの許容限界寸法及び公差(216) による． 

ナットは六角ナットの10割ナット(ナット高さがネジ径の100％) 

 

注：ユニファイねじが使用されている経緯 

  日本の石油精製・石油化学工業の多くは，米国からの技術輸入で製造されて

おり，当時の建設時はインチサイズのフランジとウイットねじが使用されてい

た．ところが，ISO（International Organization for Standardization）規格の

強化に伴い、ウイットねじはJIS規格（ Japanese Industrial Standard)から

廃止され，また昭和48年のオイルショック以後，大手ボルト製造者がメートル

ねじとユニファイねじへ移行し，SS400ボルトはウイットねじの生産が中止され

メートルねじに切替えられた．しかし，SS400以外のボルトについては，その使

用条件(温度‐圧力範囲）が厳しい事から、メートルねじへの移行はできず，同

じインチ系のユニファイねじに取替えられた．所が，1981年にANSIB16.5 

(American National Standards Institute）が，ボルト穴径及びボルトをメート

ル表示に変更し互換性を図れる様に改訂された．これを受けJPIでは1982年（昭

和57年）の改定で，ANSIに対してユニファイねじとメートルねじの互換性の有

無を問合わせ，互換性がある旨の回答を得た．（213）また，現在のJPI-7S-15(213)

もユニファイとメートルの両方が適用ボルトとして記述されている．しかし，

日本の石油会社は，前述したように当初からインチサイズのフランジを採用し

ており、また、ウイットねじからユニファイねじへの変更はJPIの改定前の1975

年代前半であるので，現状もユニファイねじが使用されている経緯がある． 
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6.3.3 実験ナット仕様 

各ケース毎にナットの腐食減肉の影響を調べるため，試験片を各 4 個準備して

て実験を行った． 

Table 6.3.6 は 6 ケースの実験に用いたナット寸法を示す．Fig.6.3.6 は実験ナッ

トの外観形状を示す． 

Case1 が通常仕様の形状寸法（規格上の現寸法）を示す．このナットの高さを

2/3(11mm)と 1/3(6mm)にしたケース(Case3，Case5)と,ナット 2 面幅を

1/2(13mm）にしたケース(Case4，Case6)を組合わせた． 

 

Table 6.3.6 Conditions of nut 

        Designation    Nut           Nut  
             height         width 

        Case1       16      26 
Case2       16        13 
Case3         11          26 
Case4         11          13 
Case5          5          26 
Case6          5          13 

(Unit：mm) 

 

       Fig.6.3.6 The photograph of corrosion of the nuts 
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6.3.4 実験装置 

 Fig.6.3.7 は実験装置の外観を示す． 

ボルトとナットをセットして組込んだ実験装置を作成して材料試験機で荷重を

かけた．ロードセル(東京計測 30ton)を用いて作用荷重を測定した．また，Fig.6.5

に示すように圧縮荷重をボルトに引張荷重が発生するように「コの字」型の金

型冶具を 2 つ組み合わせて，締結体の破壊荷重を計測した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圧縮荷重をボルトの引

っ張り荷重に変えるた

めの｢コの字」冶具 

Fig. 6.3.7  Schematic of experimental apparatus for measuring rupture loads 

ロードセル(東京測器製 30ｔ) 
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冶具当たり面を
強制変位

対称条件

冶具当たり面を
強制変位

対称条件

 6.4 有限要素応力解析 

実験に用いた各ケース Table 6.3.2 のボルト・ナットをモデル化し有限要素法

による弾塑性解析を行った．解析目的は，減肉したナットの破損挙動，ねじ山

谷底部の応力分布及び漏えい防止の観点からナットの供用適性評価を行うため

のシミュレーションモデルを作成することである．計算を行うソルバーは、有

限要素法の非線形構造解析プログラム LS-DYNA V971 を用いた．材料データは

Table 6.5 に示された各値を用いた．モデルは形状の対称性を考慮し上下 1/2 モ

デルを作成し，テトラ要素（四面体）で要素分割を行った(ナット：66928，ボ

ルト：90025）． 

Fig.6.4.1 は解析モデルと境界条件を示し，Fig.6.4.2 は要素分割を示している．

実験と同様にナット下部の冶具当たり面を上方向に強制変位させて解析した． 

弾塑性FEM解析に使用した降伏条件は von Misesを用い，ボルト JIS G 4107 

より降伏応力 725N/mm２と引張強さ 860N/mm２を用いて流動応力として（降伏

応力＋引張強）/2=792.5N/mm２と設定している．ナットは JIS G 4051 では降

伏応力の記載がないので ISO898 より保証荷重応力として 880N/mm２を引張強

さと規定し，流動応力はボルトとの強度区分が同一なことからボルトと同一に

設定している．弾塑性解析における応力‐ひずみ関係は，流動応力を von Mises

の相当応力の降伏応力と設定，解析条件は降伏応力を 792.5N/mm２，そのとき

のひずみは 3.65×10－3，縦弾性係数は 217GPa に設定し，弾完全塑性体として

解析した． 

 

 

 

 
 
 

Fig.6.4.1 Boundary conditions for FEM calculations 
 
 
 
 
 

Fig.6.4.2 Models for bolt and nut in FEM calculations 

symmetry condition

Forced displacement at 
the bearing surfaces of nut
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6.5 実験結果 

6.5.1 作用応力 

Table 6.5.1 は Table 6.3.6 の各ケースの 4 回の破断荷重に関する実験データ

の平均値を示す．  

ナット高さが規格化された現寸法（case1 と case2）の場合，ナット幅が 1/2 に

なっても破断荷重はほとんど変化しない．ナット高さが 2/3(case3 と case4)まで

減少しても，破断荷重は 7～10%程度の減少率に留まった． ナット高さが 1/3 

(case5 と case6)まで減少すると，破断荷重は，ナット高さが規格化された現寸

法（case1 と case2）と比較して約 40%まで低下した． 

 

Table 6.5.1  Maximum load of each case  

        Designation    Maximum load   
        (KN)     

Case1             136.5       
Case2         135.7        
Case3           127.3          
Case4           102.1          
Case5            59.5           
Case6            42.0           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

174

6.5.2 損傷位置 

Table 6.5.2 は損傷位置を示す． 

ナット高さが規格上での現寸法(これをオリジナルと略す)の場合は，ボルトの

中央の遊びねじ部がくびれて破断し，ボルトとナットとのはめあいねじ部には

割れ等の異常は認められなかった．ナット高さが 2/3，1/3 に減るとボルトは破

断せず，ナットとのはめあいねじ部のねじ山が破断した．ナット幅が 1/2 になっ

ても，ナット高さがオリジナルの場合はボルトの中央の遊びねじ部がくびれて

破断したが，ナット高さが 2/3，1/3 に減ると，ボルトは破断せず，ナットとの

はめあいねじ部のねじ山が破断した．以上のことから，ナットが高さ方向に減

肉し，はめあい長さが小さくなると最大 Mises 相当応力の発生位置が変わるこ

とが示された．   

 

 

Table 6.5.2  Location of ruputure initiation 

Designation     Damage location  
Case1   Free-threaded part of a bolt    
Case2      〃 

Case3     screw threaded in engagement 
 Case4          〃 
Case5           〃 
Case6           〃 
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6.5.3 解析結果 

 Fig.6.5.1 は Table 6.3.6 に示す各ケースに対して，Fig.6.5 に示す実験により

得られる応力とナット間の変位実測値（赤線）と FEM 解析（青線）との比較を

示す．横軸はナット間の変位，縦軸は作用させた荷重をねじ有効断面積で除し，

ねじに発生する Mises の相当応力を示す．FEM 解析は実験結果とかなり良く一

致しており，計算モデルの妥当性が示されていると考えられる．  

  

 

 

 

 

 

 

           (a)Case 1                             (b)Case2 

 

 

 

 

 

 

   (c)Case 3                             (d)Case4 

 

 

 

 

 

   

  (e)Case 5                               (f)Case6 

Fig.6.5.1  Comparisons of the stress-strain curves between 
experimental(red) and FEM results(blue) 
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6.6 密封性能に影響するナット形状 

 前項でボルトとナット締結体の応力ひずみ関係のシミュレーションモデルの

妥当性が示されたので，ここでは，ナット減肉が締結体の密封性能に及ぼす影

響について調べる．呼び径 3B フランジ及び渦巻き形ガスケットを組み込んだフ

ランジモデルを用いて，内圧 1MPa が作用した場合のボルト軸応力，ボルトね

じ谷底に発生する Mises 相当応力及びガスケット面圧変化を検討する． 

 

6.6.1 解析モデル 

 Fig.6.６.1 は解析モデルの境界条件と要素分割を示す．前章と同様の Case1

から Case6 の場合のケースで検討を行う．フランジは SFVC2A（JISG3202)，

ガスケットは膨張黒鉛うず巻き(厚さ 3.2mm)である． 

FEM 解析モデルはフランジ形状の対称性を考慮し 1/4 モデルとし，テトラ要

素（四面体）で要素分割を行った.(要素数はフランジ：6147，ガスケット：131，

ボルト：78544，ナット：98623)  

弾塑性 FEM 解析に使用した降伏条件は von Mises を用い，フランジの降伏応

力は 245N/mm２,引張強さ 490N/mm２とした(いずれも JIS 規格）．ガスケット

の機械的性質は JIS B 2490 の圧縮－復元特性の測定データから設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.6.2 ボルト締付応力 

 

 

Fig.6.6.1 A Model for FEM calculations and boundary conditions 

Bolt axis is forced to 
displace in the z-direction

Constrained in the Z-direct on 
symmetrically (However ,bolt 
are not constrained)

Constrained in the Y-direct on 
symmetrically

Constrained in the X-direct on 
symmetrically
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6.6.2 締付応力 

通常，現場でのフランジ締結体のボルト締付けは，手締の場合が多い．手締

めの場合のボルト締付応力値（σ）は各種基準では以下のようになっている．

呼び径 3B フランジのケースでは，ボルト谷径 d=14.376mm として 

・ASME SEC.Ⅷ Div.1 Appendix S では，σ=310/√d/25.4=412N/mm2. 

・EN159-1 Annex C では，σ=1000/√d=264N/mm2 

・ASME‐PCC1 ではσ=345 N/mm2 と記載されている． 

また，手締めによるフランジ締付トルクの設定の試み(240）と題して実験が行わ

れているが，片口めがねレンチ（280mml）で 135～296 N/mm2 ，やとい付き

片口めがねレンチ（450mml）で 322～534 N/mm2程度の締付けとすることが

示されている．以上の条件を考慮し，SNB7 材の降伏応力の 1/2(363N/mm2)で

ボルトを締付けた場合を設定し，ナット減肉がフランジ締結体の密封性能に及

ぼす影響を調べる． 

 

6.6.3 解析結果 

 Fig.6.6.2 は Table 6.3.6 の各ケースにおけるボルト軸変位とボルト軸力の変

化を示す．降伏応力の 1/2 でボルトを締めた場合のボルト軸変位は 0.28mm と

なるが Case5 と Case6 の場合はボルト軸応力は 20％～30％低下した．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6.6.2 Concerning the relationship between axial stress and bolt 
displacement in axial direction 
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Fig.6.6.3 は通常の基本形状のボルト・ナットで，ボルト締付応力を変えた場合

のナットのねじ山に発生する応力を示す．Fig.6.6.4 は通常の基本形状のボルト

ナットで，ボルト締付応力を変えた場合のボルトのねじ山に発生する応力を示

す．青線は通常のボルト締付応力（降伏応力の 1/2）で締結した場合で，ボルト

ねじ山各部は公称降伏応力を超えない．しかし，降伏応力の 90%で締めた場合

は，赤線で示す様にボルトは 3 ねじ山まで規格降伏応力(725N/mm２)を超えてお

り，ねじ谷底は小規模降伏をしていることを示している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6.6.3 The Stress distribution at each thread(case1)  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

Fig.6.6.4  The Stress distribution at each thread(case1)  
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  Fig.6.6.5 及び Fig.6.6.6 は各ケースにおけるはめあいねじ部の応力分布を示

している．Fig.6.6.6 の Case5 と Case6 の場合，ボルト応力が降伏応力の 90%

まで達する前に，すでにナットの応力が降伏応力に達してしまったため解析で

は，この時のボルト応力分布を示した．この様にねじ山断面がすべて降伏応力

を超えた場合はせん断破壊を生じると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6.6.5 The stress distributions at the screw threads 
（the case where the initial bolt clamping stress is half of the 

yield stress） Indication magnification：5 times 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6.6.6  The stress distribution at the screw thread 
（the case where the initial bolt clamping stress is 90% of the 

yield stress） Indication magnification：5 times 

Vi
ew

変形表示倍率：5倍

Case 1 Case 2 Case 3

Case 4 Case 5 Case 6

(MPa)

VonMises

Vi
ew

変形表示倍率：5倍

Case 1 Case 2 Case 3

Case 4 Case 5 Case 6

(MPa)

VonMises

Vi
ew

変形表示倍率：5倍

Case 1 Case 2 Case 3

Case 4 Case 5 Case 6

(MPa)

VonMises

(最大ボルト軸応力:535MPa) (最大ボルト軸応力:406MPa)

Vi
ew

変形表示倍率：5倍

Case 1 Case 2 Case 3

Case 4 Case 5 Case 6

(MPa)

VonMises

(最大ボルト軸応力:535MPa) (最大ボルト軸応力:406MPa)



 
 

180

Fig.6.6.7 は Table6.3.6 の各ケースにおけるボルト軸変位とガスケット面圧の

変化を示す．この結果から，ナット高さがオリジナル高さの 30%（case5:ねじ

山は 2 山に相当）まで低下すると，ガスケット面圧は 30MPa から 24MPa まで

約 30％低下する．更にナット幅が 50％まで小さくなると(Case6)，ガスケット

面圧は 22MPa まで低下することが明らかになった．ガスケット面圧が 20MPa

以下になると，膨張黒鉛うず巻形ガスケットの場合，漏えい量が１オーダー増

大することは実験で明らかにされている．(241) したがって，ナット高さがオリ

ジナル高さの 1/3 まで減少すると漏えいすると考えられる．また，ナット高さが

オリジナル高さの 60%（case3 及び case4:ねじ山は 4 山に相当）では，ガスケ

ット面圧はほとんど低下していないことから，密封性能は確保されていると考

えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   Fig.6.6.7  Concerning the relationship between gasket pressure and 
bolt displacement in axial direction 
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6.7 結言 

本章では，ナット減肉がボルトナット締結体としての強度及び呼び径 3B フラ

ンジ締結体の漏えいに及ぼす影響を FEM 応力解析と実験の両面より検討し以

下の結論を得た． 

(1)ナットの２面幅と高さを変化させ，強度に関して合格限界となるナット高さ

とナット幅を明らかにした． 

(2)健全なナットの場合，締付け荷重を増加していくと，ボルトの中央の遊びね

じ部がくびれて破断する．高さが 2/3，1/3 に減るとボルトは破断せず，ナッ

トとのはめあいねじ部のねじ山がせん断破断する．ナット幅が 1/2 になっても，

ナット高さが規格上の現寸法の場合は,ボルトの中央の遊びねじ部がくびれて

破断するが，ナット高さが 2/3，1/3 に減ると，ボルトは破断せず，ナットと

のはめあいねじ部のねじ山が破断した． 

 以上のことから，ナットが高さ方向に減肉し，はめあい長さが小さくなると

最大 Mises 相当応力の発生位置が変わることを示した． 

(3)ボルトねじ山への作用応力は，健全ボルトの場合，ボルトの降伏応力の 50％

で締付けた場合，各ねじ山各部は公称降伏応力を超えない．しかし，ボルト

降伏応力の 90％で締付けた場合，ナット座面から 3 ねじ山までは，ねじ底は

小規模降伏することを示した． 

(4) ナット高さが規格上の現寸法の 1/3(約 2 山に相当）となると，密封性能を確

保できないことを示した． 

(5) ナットの幅が規格上の現寸法の 1/2まで減少してもナット高さが規格上の現

寸法の 2/3 あれば密封性能には影響を与えないことを示した．したがって，供

用適性評価基準としての合否判断は，規格上の現寸法の 2/3 と設定することが

妥当と判断される． 
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 第７章 圧力設備における信頼性向上の

ための保全指針の検討 
 

7.１ 緒言 

 圧力容器・ボイラー・配管・貯槽など圧力設備の老朽化が進む中，圧力設備

の安全運転を継続することは経営を維持するための重要課題である．ところが 

これまで，圧力設備規格は新しい設備の設計，製作に関するものが主体であっ

た．しかし長期に供用されてきた圧力設備は供用中（運転中：in service)に経

年損傷やきずが発生し，運転継続のためには，その機器の運転経歴，材質，損

傷状態に応じた検査を実施して健全性を評価し，その後の運転が出来るかどう

かの判断・処置を決定する必要がある．すなわち，設計段階に適用される運転

条件の予測に基づく設計裕度(Design Margin)による技術基準に代わって，運転

期間や運転条件を考慮した安全裕度（破壊，漏えいまでの余裕度）による技術

基準に基づき，より的確な評価を行なうガイドラインの確立が急務となってい

る．又，効果的かつ効率的な検査や，的確な補修，取替え，モニタリングなど

の処置を行うための意思決定のツールも望まれている．  

しかしながら，わが国では，石油精製、石油化学工業の設備管理は保安４法（高

圧ガス保安法、ガス事業法、労働安全衛生法、電気事業法）と呼ばれている法

規で細部にわたり設計・製作等の基盤となる仕様規定が定められており、製作

時の安全に寄与しているが、維持管理に関しても「製作時の性能が維持されな

ければならない」と言う趣旨の規定のみが存在し、経年腐食劣化に対応した法

令・技術基準としては未だ十分に整備されているとは言いがたく，経年腐食劣

化した圧力設備の信頼性を評価する設備の維持管理技術基準の確立は緊急性を

要する．更には，気象条件の変化，自然災害事象に対する損傷防止も当然なが

ら設備の維持管理技術基準においては考慮する必要がある． 

 

本章では，石油精製及び石油化学工業における圧力設備の信頼性向上のため

「漏えい防止評価」に重点をおき，腐食劣化評価の FFS（Fitness-For-Service）

だけでなく，自然災害事象も考慮した設備の安全裕度やフランジの漏えい防止

に関する総合的・合理的な設備の維持管理の保全指針について検討する． 
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7.2 維持管理に関する制限 

 圧力設備の経年劣化が進行しても，所定の強度と密封性能の両方を満足する

ために必要な設備の維持管理基準変数の制限値を以下に示す． 

 

7.2.1 発生確率に関する制限 

 高圧ガス･危険物を大量に取扱う製油所/工場の設備にあっては，加速度型地

震動，やや長周期地震動，津波，液状化，高波，高潮，降雨，風，竜巻，雷，

噴火等による自然災害事象からも圧力設備の損壊を防ぎ，漏えいや爆発を生じ

させないことが重要である．日本の経済の根幹を担う製油所/工場の特質から，

発生確率に応じた災害規模を設定し，これらの社会的影響度も考慮した対策が

必要となる．しかし，国内には発生確率に関する明確な定義が無いのが現状で

ある． 

 

(1)加速度型地震動 

Table.7.2.1 は米国の建築基準（UBC：Uniform Building Code)が定めている

災害の発生確率（再現期間）に応じた要求性能を示す．Table.7.2.2 はこの基準

を準用し，今回，保全指針として定めた要求性能と該当する具体的評価設備を

示す．この様に，大規模模地震に対する地震リスクマネージメント方針を策定

し，人身災害，大規模災害，環境汚染，製油所全体の長期停止を防止すること

が望ましい． 

 

(2)その他の自然災害評価 

 やや長周期地震動，津波，液状化，高波，高潮，降雨，風，竜巻，雷，噴火 

等の自然災害事象があるが，これらについても被災した場合，維持管理する圧

力設備の健全性が確保できるかという事項を事前に評価しておくことが望まし

い． 

現状の設計規格は過去の損傷事例や研究成果に基づいて定められている場合

が多く，今まで経験していない外荷重に対しては構造上の弱点を有している． 

例えば，2005 年に起きた十勝沖地震により，やや長周期地震動によるタンクの

浮き屋根がスロッツシングにより沈没し火災が生じた.(242-243) これは，国が全国

一律で設定していた速度応答スペクトル（100 カイン）より，はるかに大きい，
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予期せぬ速度応答スペクトルを受けたためである．損傷の原因はタンク浮屋根

自体の固有周期とやや長周期地震動の卓越周期が一致し，高さにして数メート

ルにもなるスロッシング現象が生じたため，浮き屋根が座屈損傷し，その結果

浮力を失い沈没したためであった． 

 損傷した場合，被害が大きく復旧に時間がかかる設備や人身事故につながる

設備はリスクを考慮した構造強化の研究が必要である．  

 
Table 7.2.1 Relationship between demand performance and reproduction 

period by UBC 

   発生頻度    再現期間（発生確率）     要求性能 

   時々     72 年（50 年で 50％）    完全に使用可能 

稀      475 年（50 年で 10％）    使用可能 

                    ・使用できる機能は限定 

                         ・短期間で修復可能 

非常に稀    970 年（50 年で 5％）  人命保護 

・使用できないが修復可能 

                            ・人命に危険がない 

 
Table 7.2.2 Relationship between demand performance and reproduction 

period by refinery and petrochemical industries 
 
   再現期間    要求性能        対象圧力設備 
  （発生確率） 
   100 年    連続運転可能     下記以外の圧力設備 
 （50 年で 50％）  

475 年   1.環境汚染防止  危険物タンク 
（50 年で 10％）           (海上への大量漏えい) 

 
2.製油所全体の  煙突・フレアー・桟橋 

           長期停止     (再建に 6 ヶ月以上かかる設備) 
970 年   3.大規模災害防止 球形・冷凍タンク  

（50 年で 5％）             (重要度Ⅰ,Ⅰa,Ⅱ設備) 
            4.人身災害防止  製油所・工場建屋 
                 (旧建築基準法で建設された建物) 
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7.2.2 検査に関する制限 

(1)検査量に関する制限 

内面側からの腐食は，材質や運転条件を変えることでほとんどに場合解決で

きるが，外面側からの腐食は，石油精製，石油化学設備のほとんどが屋外に設

置されており，これらの多くの設備は省エネルギーの観点から放熱量低減のた

め保温が施工されている．そのため，目視検査で直接検査するためには，広範

囲（高所含む）かつ膨大な量の保温解体復旧が必要となる．さらに漏えいに至

るまでの潜伏期間が長い．このように検査対象部位が多すぎて検査部位が絞り

きれていないのが現状である． 

この様な状況のもと，設備の信頼性を向上させるために下記事項を提案する． 

 

 環境過酷度評価を実施し，損傷の頻度が大きい設備のスクリーニング検査を

行う．外面腐食の発生条件は,以下の(a)～(ｆ)に該当する部位となることは，

従来の研究から明白になっている． 

(a)海塩粒子の影響が大きい地区 

(b)水（雨等）の供給が多い地区 

(c)水（雨等）の乾きにくい部位・形状 

(d)保温（冷）施工箇所 

(e)断続使用する機器・配管 

(f)－５～１５０℃で使用する機器・配管 

この分類から，圧力設備の設置位置により下記の様にグレード分けを行い，Aグ

レードから重要度を高める． 

グレード A 海上にある設備 

グレード B 海岸から 50ｍ内にある設備（海水の飛沫がかかる領域） 

グレード c 海岸から 50～500ｍ内にある設備 

グレードｄ 残エリア 

更に，風向き，季節風，風の流れ等々は，各現場で異なるので，ウオークダウ

ンと呼ばれる方法で現場を実際に歩き腐食状況を確認して検査対象範囲を絞り

こむ． 

 

(2)非破壊検査技術に関する制限 

 この対応方法として保温材を解体せずに外面腐食を検査する方法が望まれ

ているが，未だすべての設備に万能に使用される非破壊検査技術はまだ開発さ

れてない．また検出精度も改善の余地を残しており，早急に対応すべき課題で

ある． 

Table7.2.3 は既存の検査技術が適用できる部位と今後の課題を示した．本論文
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第 2 章で提案した SH 斜角波による検査技術は保温施工配管の中の小口径配管

の局部減肉に適用される．このように．スクリーニング検査で，まず腐食が発

生しているヵ所を見つけ，その後，詳細検査を行うことで，それぞれの非破壊

検査技術の特長を生かして検査を行う検査技術の標準化を行う．Table7.2.4 は

標準化した指針を示す．これら 10 の指針があれば，全ての圧力設備をカバーで

きる． 
 

Table 7.2.3  The Inspection technology of the application part and the 
problem  

適用部位 区分け 検査技術 課題 

保温施工 

配管 

一次ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 中性子水分計 内部流体の影響を

考慮した評価 

一次ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ ロングレンジガイ

ド波（超音波） 

適用範囲の明確化

配管 

内・外面腐食検査 

Ｔｈｒｕ－ＶＵ 

（放射線検査） 

 

一次・詳細検査 フラットパネル 

（放射線検査） 

検査スピード 

アップ 

タワー機器 

スカート部 

一次ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 中性子水分計  

腐食検査 

（平均肉厚を測定）

ＩＮＣＯＴＥＳＴ

(ﾊﾟﾙｽ渦流探傷） 

金属製板金の影響

配管架台 

接触部 

腐食検査 ラックスキャン 

(超音波） 

検査範囲長さの 

拡大 

防油堤貫通 

部配管 

腐食検査 ＭｓＳガイド波 

(超音波ｶﾞｲﾄﾞ波）

構造による影響 

調査 

    

Table 7.2.4  Maintenance guidelines of the under insulation corrosion  
  １．保温施工配管               ６．保温施工タワー 

２．タワースカート部            ７．ダミーサポート 

３．配管架台接触部             ８．トレンチダクト配管 

４．保温タンク                  ９．埋設配管  

５．防油堤貫通部配管          １０．球形タンク 
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(3)防食技術に関する制限 

Fig.7.2.1 は保温材下腐食の推定メカニズムと対策を示す． 

経年劣化で，外装材（保温板金）のシールが劣化し，雨が内部に浸入し，腐

食が進行する．根本対策は腐食させないことにあり，環境遮断(塗装，溶射)，

耐食性材料への変更及び電気防食防止対等々があるが，本章では言及しない． 

しかし，防食のための維持管理で重要なことは，実際設備を運転されているオ

ペレーター自身が腐食メカニズムを理解し，外装材（保温板金）のシール劣化

を目視で早期に発見できれば漏えい発生時期を遅らせることができるので，防

食教育が設備管理上，重要となる． 
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Fig.7.2.1 Mechanism and measures of the under insulation corrosion  
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7.2.3 腐食評価に関する制限 

（1）圧力設備の必要最小肉厚値 

  法的には必要最小肉厚値を満足させる必要があるが，必要最小肉厚値の計

算に用いる許容応力(許容応力=引張強度/安全率)は，安全率を４と設定して

計算される．しかしながら，現実の安全裕度としては，第 4章及び５章で述

べた通り十分な安全裕度がある．したがって，現実の条件を踏まえて必要最

小肉厚の 50%を制限値として用いるのが妥当ではないかと思われる．また，地

震に対しても，曲げモーメント評価で２倍以上の安全裕度を有している． 

 

(2)ナットの最小肉厚 

  ナットの最小肉厚の規定は．世界中をみても記載されていないが，６章で述べた

ように．密封性能及び強度保障の観点から，供用適性評価基準値として，必要

最小ねじ山数はオリジナルナット高さの 2/3(4 山に相当）と設定することが

妥当と判断される． 

 

(３)ボルトの初期締付時の必要径 

   従来の ASME 規格では，ボルト平均応力は基本的に許容引張応力以下に制限

されているが，現実の締付け条件と，かけ離れていることは前に述べた通りである

(1.2.3 参照)． また，手締めで締めた場合はボルト材料の規格降伏応力の約 50%程

度 240)となることから，現実の条件を踏まえて，必要径の算出は，ボルト材料の規格

降伏応力の 70%あるいは 80%等の値を用いるのが妥当と思われる． 

 

(4)ボルトの使用時の必要径 

   使用時のボルト平均応力規定も，従来の ASME 規格では，設計温度における許

容引張応力以下に制限されているが，ASME の Div.2 には設計応力強さの２倍以下

に制限するとの規定があり，必要径の算出は，こちらの方が現実的と思われる．  
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7.3．維持管理の流れ 

Fig.7.3.2 は圧力設備の維持管理のフローチャートを示す．このように常に

検査，評価した情報をフィードバックして維持管理状況を明確に把握してお

くことが重要である． 

検査頻度は，重要度やグレード分けに応じて設定するが，腐食の進展速度を

考慮し，取替基準に達する前に検査を行う． 

 

 

 

 

 

データ及び情報収集 

 

 

      損傷の影響度         損傷の頻度  

                          

                          

             リスク評価        

 

 

               検査計画 

   再 解 析 

                             

               検査実施          

                             

 

                評 価 

 

 

             緩和策(必要に応じ) 

 

 

Fig.7.3.2 The flow chart of the maintenance of pressure equipments 
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7.4 従来の維持管理との比較 

 従来の維持管理法(API579-1/ASME FFS-1を念頭に)と本章で提案する維持管理

法を比較し，新しい保全指針の優位性を検討する． 

Table 7.4.3 は各維持管理項目に関する両者の違いを示す． 

 

Table 7.4.3  Summary of the superiority for the conventional evaluation 
 

項   目       従来評価法       本保全指針 

 

小径配管の周方向の減肉の なし         SH 斜角波を用いて 

検査技術                    検出を可能とした． 

 

フィン付き空冷熱交換器  水浸法による検査   電磁響鳴法を用いた 

チューブの検査技術    ・検査速度が遅い   電磁超音波方式で検査  

             ・検査の前処理が必要 ・検査の前処理不要   

             ・廃水処理が必要   ・廃水処理不要 

                        ・検査速度は４倍速い 

                        ・検査精度は水浸法と

同等 

 

熱交換器の抜き取りによる なし         極値統計により評価を 

最大腐食深さの推定               を可能とした 

 

必要最小肉厚       許容応力を用いて規定 ＡＰＩ５７９ベースの

ＦＦＳ評価により規定      

                        但し，法規制が無い設

備に限定 

 

ナットの必要高さ     なし         実験及びＦＥＭ計算に 

                        より規定 

 

ボルトの必要径      許容応力を用いて規定 降伏応力を用いて規定 

 

災害の発生確率      なし         発生確率と影響度を考

慮した評価方法を設定 
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Table 7.4.3 Summary of the superiority for the conventional evaluation
（CONT．） 

 

項   目       従来評価法       本保全指針 

 

検査量，検査範囲に対する  なし        過酷度評価による 

考慮                      グレード分けと損傷の

頻度が大きい設備のス

クリーニング検査を行

う．  

 

検査技術の標準化      なし        １０種類の保全検査 

                        標準化を行った 
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7.5 結言 

 本章では、石油精製及び石油化学工業において腐食劣化が進行している圧力

設備の信頼性向上のために維持管理のための保全指針について検討した．まと

めると以下となる． 

(1) 圧力設備の維持管理のために必要と考えられる各管理項目の制限値を検討

すると共に，保全指針を提案した． 

(2)新しい保全指針では，漏えい防止評価に重点をおき，腐食劣化評価のための

検査方法，FFS 評価だけでなく，自然災害事象の発生確率も考慮した設備の

安全裕度やフランジの漏えい防止に関する総合的・合理的な設備の維持管理

方法を示した． 

(3)従来の維持管理法と本章で提案した新しい維持管理法による評価結果を比較 

し，本方法の利点を示した． 
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第８章 結論 
 

巨大複合システムを維持管理（保全）していくために重要なことは，事前に

設備の劣化状況を把握及び予測し，損傷や漏えいを未然防止することである．

圧力設備の劣化予測を行うことより圧力設備の安全・安定な運転が可能となる． 

そのためには，検査計画（Plan），検査実施（Do），結果の評価（Check），対

策実施（Action）の PDCA を確実に遂行することが重要である．しかしながら， 

近年，設備の経年劣化の進行に伴い，製作段階での検査や評価方法では，適切

な評価が出来ない問題が PDCA の各段階において発生しており，残念ながら漏

えい事例も発生している．これらを防止するためにも，経年設備の設備管理全

般について総合的に研究し，事故防止のための対応が急務である． 

本研究では，設備管理に関する従来の研究を概括し，問題点を指摘し，漏え

いを防止することを目的として研究を進めてきた．その結果，以下に示すよう

な結論を得た． 

 

第１章「緒論」では，設備管理の PDCA の観点から，従来の研究を展望して， 

設備管理上，以下の検査技術，供用適性評価，およびフランジ締結体の漏えい

防止評価の重要性を挙げた． 

(1)検査技術では，従来の検査技術を展望し，検査精度が不十分であった小口径

配管の外面腐食検査と検査コストと検査時間がかかる空冷式熱交換器チューブ

検査及び一般の熱交換器チューブの抜取り検査の精度向上は急務な開発課題で

あることを示した． 

(2)供用適性評価では，維持規格 API 579-1/ASME FFS-1 で評価した場合，実際

の損傷と評価結果の差異を明確にし，安全裕度を確認することが，FFS 規格の

国内導入に際して重要な課題であることを示した． 

(3)フランジ締結体の漏えい防止評価では，ガスケット付きフランジ締結体の力

学特性と密封特性に関する従来研究を歴史的に展望し，現状の問題点を挙げ，

ナットが減肉した時のフランジ密封性能を明確にする必要性を示した． 

第２章「SH 斜角波を用いた小口径配管の腐食減肉検出技術評価」では，外面

が保温で被覆された小口径配管(1～3B)の周方向の局部的な腐食の減肉検査手

法として，運転中に検査するためには，管内の流体の影響を受けないことが重
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要であり，かつ局部的な腐食が検出できることが必須条件である．これらを解

消するために，エネルギー伝搬ロスが少ないガイド波モードの中の SH 斜角波

に注目し，この波を管軸方向に伝搬させて，その基礎伝搬特性を明らかにし，

新しい検査技術方式を提案した．   

第３章「電磁超音波共鳴法を用いたフィン付き空冷式熱交換器チューブの腐食

減肉検出技術評価」では，従来，伝熱効果を上げるためにチューブに取付けて

あるフィンの影響で検査スピードが遅かったものを，新たに電磁超音波共鳴方

式を用いた非接触方式の検査技術でこれらを可能にする新たな検査方法を提案

した．本手法は前処理もセンサーがスムーズに管内面を移動出来る程度で良く，

他の検査法と比べてコストと検査時間がかからないという利点も示した．本法

の検査精度も，フイン付チューブのスリットきず（2Ｗ-0.7ｄ）および円形きず

（2Φ-0.7ｄ）の検出が明瞭に出来ることを示し，従来法(水浸超音波探傷法)と

検出精度は同等以上であることなどを示した． 

第４章「抜取り検査による熱交換器チューブの信頼性評価」では，現状，高

額な検査費用の面から抜取り検査対応を行っている循環冷却水環境で使用して

いる炭素鋼製熱交換器チューブの抜取り位置・本数．サンプル数等の違いによ

る最大孔食深さの予測精度を明確にし，推定精度は，実機との比較で腐食深さ

は±0.2mm のばらつき範囲，余寿命は±0.5 年以内の精度まで推定可能な抜取

り検査方法を示した． 

第５章「供用中における圧力設備の安全裕度評価」では，現存する維持規格

(API579FFS-1/ASME-12007)の技術的背景を調査・明確化し、日本に維持規格

制度を導入する際の基礎資料として，減肉評価手法に規定されている技術的背

景，評価式を整理すると共に，合否判定基準値の意味する安全裕度を明らかに

した．さらに破壊試験実験及び有限要素解析により安全裕度の妥当性を詳細に

検討し評価した．その結果，安全裕度は２倍程度であることの知見を示した． 

第６章「ナットの減肉が内圧を受けるフランジ締結体の強度と密封性能に及

ぼす影響」では，漏えいに直結するナットに経年減肉(外面腐食)が認められた

場合のフランジ締結体の密封性能に及ぼす影響を実験と有限要素解析により評

価し，締付力低下に及ぼす高さと径の影響を明らかにし，要求される密封性能

を満足するためのナット必要最小高さとナット必要最小幅を提案した． 

第７章「圧力設備における信頼性向上のための保全指針の検討」では，以上
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の研究成果を踏まえ，石油精製及び石油化学工業において腐食が進行している

圧力設備の信頼性向上のための保全指針（ガイドライン）について検討した．   

圧力設備の信頼性向上のために必要と考えられる各種の維持管理パラメータ

の制限値を検討すると共に保全指針を提案している．保全指針では，漏えい防

止評価に重点をおき，腐食劣化評価の FFS 評価だけでなく，自然災害事象も考

慮して設備の安全裕度やフランジの漏洩防止に関する総合的・合理的な設備の

維持管理方法（保全指針）を示した． 

これらの研究は，設備は必ず劣化するという前提に立ち，設備管理の PDCA

から腐食劣化状況を十分に検査確認出来ない部位に注目し，その対応検査方法

を低コストで実施できることを提案するとともに，設備が劣化した際の圧力設

備の信頼性向上のために「漏えい防止評価」に重点をおき，維持管理する上で

健全性評価の方法や指標を示したもので，漏えい防止を探る端緒となる本研究

の意義は大きい．設備管理の実務の面から言えば，漏えいに関して合否判定基

準が無い設備はまだ多く存在するが，今回の研究成果により，さらなる設備の

信頼性向上への取組みを進めていくことが可能となった． 

 今後なすべき研究課題として以下が挙げられる． 

（1）設備の長期連続運転の実績は最大 4 年（約 3.5 万時間）までしか無く，高

温における研究データも約 3 万時間しか得られていない．今後，更なる運

転時間延長が望まれているが，フランジ締結体のボルトの応力緩和による

密封性能低下が懸念されるので，高温（350℃以上）環境で使用されるボル

ト材の長期間（4 万時間以上）における応力緩和挙動を実験等で明確にし，

リラクゼーション挙動や特性を解明すること． 

（2）外面応力腐食割れ環境にあるステンレス鋼製設備は，保温や塗装により環

境遮断をしているが，経年的にはこれらも劣化していくので，根本対策で

はない．今後，根本対策として，運転時にでも施工できるウオータージェ

ット方式による割れ防止の基礎研究を進めること． 

（3）フランジ自体の減肉部位の違いによるフランジ締結体の密封性能に及ぼす

影響を解明すること． 

（4）FFS 評価（減肉）の妥当性や適用性を広い範囲で検証していくこと． 

（5）FFS 評価（火災時の鋼材特性：色．組織，硬度）により健全性評価の検証

をしていくこと． 
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（6）設備の経年劣化進行の中，6 年前に日本の石油精製・石油化学各社（13 社）

から，設備管理を益々充実強化するために，現状どのような設備診断技術

（寿命予測，検査診断，合否判定，補修等）が不足しているかを調査した

なかで，爆発，火災，環境汚染など社会的影響を与える重大災害の未然防

止と経済性の視点から，開発ニーズが高い技術を優先し，本研究の 2 章～5

章で示したような成果をあげてきたが，まだ，地上から埋設配管の腐食検

査技術の研究が遅れているので，この基礎研究を進めること． 
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